
 
 
 
 
 

第三次千葉県地域福祉支援計画 

（中間見直し版） 

～「互いに支え合い、安心して暮らせる地域社会」の構築を目指して～ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

千 葉 県 

２０１９年３月





ご あ い さ つ 
 

 少子高齢化が急速に進行する中、単身世帯数の増加傾向は今後も続くと推計されて

おり、家族内の支え合いによる問題解決力は低下しています。 

また、地域の課題は、複雑化、多様化しており、従来型の施策や個別の支援だけ  

では解決することが難しい状況となっています。 

 

こうした中、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を    

超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源

が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、県民一人ひとりの暮らしと    

生きがい、地域社会をともに創っていくことが必要です。 

 

県では、「互いに支え合い、安心して暮らせる地域社会」の構築を目指して、    

平成２７年度から「第三次千葉県地域福祉支援計画」を推進しておりますが、    

このたび、社会福祉法の改正や社会状況の変化を踏まえ、中間見直しを行いました。  

 

本計画に基づき、福祉関係団体のみならず、若い人も高齢者も、障害のある人も  

ない人も、また、子どもから大人まで、多くの地域住民が知恵を出し合い、力を結集

させる仕組みづくりを進めるとともに、地域福祉を担う人材の育成や基盤づくりを 

推進してまいります。 

そして、県民の皆様が健やかに地域で暮らし、心豊かに長寿を迎えられ「千葉で  

生まれて、住んで、働けて良かった」と誇りに思える「くらし満足度日本一」の実現

に向けて、全力で取り組んでまいります。 

 

 結びに、本計画の策定に当たり、多大な御協力をいただいた「千葉県地域福祉支援

計画策定・推進協議会」の委員の皆様をはじめ、貴重な御意見をいただいた市町村、

各団体、県民の皆様に対し、心から感謝申し上げます。 

 

 ２０１９年３月 

千葉県知事  森田 健作 
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第１章 計画の策定にあたって 

 
 

○ 「千葉県地域福祉支援計画」は、社会福祉法第１０８条により、市町村地域

福祉計画の達成に資するために、各市町村を通ずる広域的な見地から、市町村

の地域福祉の支援に関する事項を一体的に定める計画です。 

○ 併せて、千葉県における地域福祉推進の基本方針であり、各分野において共

通して取り組むべき事項を示すこととし、各分野の具体的施策については、個

別の計画（高齢者保健福祉計画、障害者計画、子ども・子育て支援事業支援計

画等）において推進されることを基本とします。 

○ また、この計画の推進に当たっては、福祉、医療、健康づくりの各計画だけ

でなく、広く地域社会づくりに資する、県民活動や住まい、教育、子ども・若

者支援等の他分野とも連携します。 

○ 計画期間は、２０１５年度（平成２７年度）から２０２０年度（平成３２年

度）までの６年間とします。 
 なお、計画の中間点である２０１８年度に、計画の進捗状況を中間的に取り

まとめるとともに、法改正や社会状況変化を踏まえ、見直しを行いました。 

千葉県地域福祉支援計画と関係する諸計画（相関図）

千葉県の基本計画
○千葉県総合計画
○千葉県行政改革計画・財政健全化計画

健康福祉部内 健康づくり・医療との
連携

健康ちば２１

保健医療計画

整合

連携

他部局の計画
○千葉県住生活基本計画 ○千葉県DV防止・被害者支援基本計画
○千葉県県民活動推進計画 ○千葉県青少年総合プラン 等

連携

国の制度、方針
○関係法令
○指針、制度

社会福祉協議会
等の計画

○地域福祉活動
計画

地域福祉支援計画

高齢者保健福
祉計画

障害者計画
子ども・子育て
支援事業支援

計画
（次世代育成支
援行動計画）

その他個別計画 ○福祉人材確保・定着推進方針
○福祉のまちづくり条例 ○子どもの貧困対策推進計画
○ホームレス自立支援計画 ○千葉県自殺対策推進計画 等

地域住民・
関係団体等

協働

市町村等の計画
○地域福祉計画
○その他個別計画

協働

協
働

連
携

連
携

連携

整合

 

Ⅰ．計画の位置付け・計画期間 
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○ 少子高齢・人口減少社会という大きな課題は、経済・社会の存続の危機に直

結しています。この危機を乗り越えるため、地域の力を強化し、生活の基盤と

しての地域社会の持続可能性を高めていくことが必要です。 
 
○ こうした考えのもと、地域経済・社会全体の中で、支え手側と受け手側に分

かれるのではなく、相互に支える、支えられるという関係を構築することによ

って、誰もが役割を持ち、活躍できる「地域共生社会」の実現が求められてい

ます。 
 
○ 社会福祉法においては、地域共生社会の実現に向けて、地域福祉の推進の理

念を明確化するとともに、国及び地方公共団体が、地域福祉の推進のために必

要な措置を講ずることを求め、計画の策定を努力義務とする改正が行われまし

た。 
 
○ そこで、この計画では、地域共生社会の実現を目指し、住民、団体、企業、

行政など地域の様々な主体がお互いに協力して支え合い、地域社会の課題解決

に取り組む「地域福祉」を推進していきます。 
 

Ⅱ．計画の中間見直しの趣旨 
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○ ２０００年度に施行された「社会福祉法」では、「福祉サービスは、個人の尊

厳の保持を旨とし、地域で自立した生活ができるよう支援するもの」との基本

的な理念が示されました。 
 
○ その後、２００６年度には、医療、介護、障害者福祉等でも大きな制度改正

があり、地域の医療・福祉整備における県、市町村の役割も飛躍的に大きくな

りました。また、２００８年３月には、「これからの地域福祉のあり方に関する

研究会」が報告書をまとめており、地域住民のつながりを再構築し、支え合う

体制を実現するための方策が検討されました。 
 
○ こうした中、２０１２年度には、社会保障制度改革推進法が制定され、以後、

少子化対策、医療・介護制度等の社会保障の機能の充実と給付の重点化及び制

度の運営の効率化とを同時に行い、負担の増大を抑制しつつ、持続可能な制度

を実現するための改革が行われました。 
   
  ○ ２０１４年、医療介護総合確保推進法が制定され、効率的かつ質の高い医

療提供体制を構築するとともに、地域包括ケアシステム1を構築することを通

じ、地域における医療および介護の総合的な確保を推進するため、医療法，

介護保険法等の関係法律について所要の整備等が行われました。消費税増収

分を活用した新たな基金（地域医療介護総合確保基金2）が都道府県に設置さ

れ、在宅医療・介護連携の推進などの地域支援事業の充実とあわせ、予防給

付（訪問介護・通所介護等）を地域支援事業に移行し、多様化が図られまし

た。 
 
  ○ ２０１６年の社会福祉法の改正では、社会福祉法人による「地域における公

益的な取組」の実施が法人の責務として位置づけられ、法人の持つ福祉サービ

スにおける専門性やノウハウ、地域の関係者とのネットワーク等を活かしなが

ら、地域づくりと連携し、積極的に貢献していくことが期待されています。 
 

                                                   
1 地域包括ケアシステム：高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよ

う、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される仕組みです。 
2 地域医療介護総合確保基金：「地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律

（平成元年法律第 64 号）第 6 条に基づき都道府県に設置される基金です。対象事業として、１

地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業、２居宅等における医

療の提供に関する事業、３介護施設等の整備に関する事業、４医療従事者の確保に関する事業、

５介護従事者の確保に関する事業に活用されます。 

Ⅲ．近年の地域福祉関連施策の動向 
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○ 同じく、２０１６年には、あらゆる場で誰もが活躍できる、全員参加型の社

会を目指すため、「ニッポン一億総活躍プラン」が閣議決定されました。同プラ

ンでは、少子高齢化の進行が、労働供給の減少のみならず、将来の経済規模の

縮小や生活水準の低下を招き、経済の持続可能性を危うくするという認識が、

将来に対する不安・悲観へとつながっているとし、少子高齢化という構造的な

課題に取り組み、女性も男性も、お年寄りも若者も、一度失敗を経験した人も、

障害や難病のある人も、家庭で、職場で、地域で、あらゆる場で、誰もが包摂

され活躍できる社会「一億総活躍社会」の実現を目指すとしています。 
 
○ また、プランにおいては、「子供・高齢者・障害者など全ての人々が地域、暮

らし、生きがいを共に創り、高め合うことができる『地域共生社会』を実現す

る。このため、支え手側と受け手側に分かれるのではなく、地域のあらゆる住

民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを

育成し、福祉などの地域の公的サービスと協働して助け合いながら暮らすこと

のできる仕組みを構築する」としています。 
 
○ これを受けて、国は、地域共生社会の実現に向けた取組を推進するため、地

域包括ケアシステム＊の強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平

成２９年法律第５２号）により、社会福祉法の一部を改正し、２０１８年４月

に施行されたところです。 
主な改正内容としては、（１）地域共生社会の実現に向けた地域福祉の推進の

理念の明確化、（２）市町村は地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供

される体制を整備するよう努めるものとすること、（３）市町村及び都道府県は

それぞれ市町村地域福祉計画3及び都道府県地域福祉支援計画を策定するよう

努めるとともに、計画の記載事項として福祉に関し共通して取り組むべき事項

を追加すること等です。 
 
○そのほか、社会福祉法改正の理念の実現に向けて、個別課題に対応するため、

以下のような法律改正が行われました。 
・２０１５年４月、生活困窮者自立支援法施行。社会経済の構造的な変化に対

応し、生活保護受給者以外の生活困窮者への支援を抜本的に強化する、第二

のセーフティネットと言われる制度。２０１８年１０月、改正により就労準

備支援事業、家計改善支援事業を実施する努力義務を創設するなど、生活困

                                                   
3 市町村地域福祉計画：社会福祉法第 107 条に規定された市町村が策定する計画であり、①地域

における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組むべき

事項、②地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項、③地域における社会福祉

を目的とする事業の健全な発達に関する事項、④地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に

関する事項、⑤地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項

を一体的に定める計画です。 
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窮者に対する包括的な支援体制を強化しました。 

・２０１６年５月、成年後見制度4の利用の促進に関する法律施行。成年後見制

度が、認知症や知的障害その他精神上の障害があることにより財産の管理、

その他日常生活に支障のある者を支える重要な手段であるにもかかわらず、

十分に利用されていないことに鑑み、基本方針等を定め、制度の利用促進を

推進するものです。 

・２０１６年１２月、再犯の防止等の推進に関する法律施行。国民が犯罪によ

る被害を受けることを防止し、安全で安心して暮らせる地域社会の実現に寄

与するため、再犯の防止等に関する施策に関し、基本理念を定め、国及び地

方公共団体の責務を明らかにするとともに、再犯の防止等に関する施策の基

本となる事項を定めることにより、再犯の防止等に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するものです。 

・２０１７年１０月、改正後の住宅セーフティネット法の施行。高齢者、子育

て世帯、低所得者、障害者、被災者など住宅の確保に特に配慮を要する者の

入居を拒まない、耐震性能、一定の居住面積などの基準に適合した住宅を県

に登録する制度の創設などにより住生活の安定化を推進するものです。 

 
○ 法改正の趣旨を踏まえ、国は、２０１７年３月に、地域共生社会の実現に向

けて、分野を横断した事業の一体的実施や創意工夫のある取組を後押しするた

め、介護保険制度の地域支援事業、障害者総合支援制度の地域生活支援事業、

健康増進事業など、既存の地域づくりに資する事業について、権利擁護や虐待

関係事業を含め、連携して一体的に事業を実施することが可能であるとして、

事業の実施方法や費用の計上についてなど具体的に周知しました。 
 
○ さらに、２０１８年１０月には、生活困窮者等の一層の自立の促進を図るた

め、多様で複合的な課題を有する生活困窮者を早期に発見するとともに、生活

困窮者の状況に応じた包括的な支援を適切に行う観点から、関係制度や関係機

関との連携強化に向けた通知を発出しています。 
 
○ 地域福祉の推進にあたっては、これらの法改正や通知の趣旨を十分に踏まえ、

地域共生社会の実現に向けて、関係機関、分野との連携を強め、横断的・一体

的に取り組んでいく必要があります。 
 

（県や国における法制度等の主な動きは資料編を参照ください。） 

                                                   
4 成年後見制度：認知症、知的障害、精神障害などにより判断能力が不十分な人の法律行為（財

産管理や契約の締結など）を、家庭裁判所が選任した成年後見人等が本人を代理して行う民法の

制度です。制度の利用には、家庭裁判所に本人、配偶者、四親等内の親族が申立てを行うほか、

身寄りのない人の場合は、市町村長に申立て権が付与されています。 
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【参考】社会福祉法の改正趣旨 

 
平成 29 年 12 月 12 日厚生労働省 
「地域共生社会の実現に向けた地域福祉の推進について」より 

 
第４条１項、２項関係 

支え手側と受け手側にわかれるのではなく、福祉サービスを必要とする地域住民も含め地
域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域共生社会の実現
を目指していく必要があることから、「福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成
する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会」
について「与えられる」ものではなく、「確保される」べきものとして規定を改めている。 

 
地域住民等（地域住民、事業者、福祉活動を行う者）は本人のみならず、その者が属する世

帯全体に着目し、福祉、介護、保健医療に限らない、地域生活課題を把握するとともに、地域
生活課題の解決に資する関係機関と連携して解決を図るよう特に留意する旨を定め、地域福
祉の推進の理念を明確化している。 
 
第５条関係 

福祉サービスを提供するにあたっては、利用者の意向を十分に尊重し、総合的に提供するこ
とができるよう努めることとされているが、その際、それ自体は福祉サービスに当たらない地
域福祉の推進に係る取組との連携にも配慮すべきである旨を明らかにした。 

 
第６条２項、第１０６条の３関係 

地域福祉を推進する上での公的責任を明確にし、地域の力と公的な支援体制とがあいまっ
て、地域生活課題を解決していくための体制整備を行っていく旨を規定。 
 
第１０６条の２関係 

複合化・複雑化した課題を抱える個人や世帯に対する適切な支援・対応を行うため、福祉の
各分野における相談支援を担う事業者が、相談等を通じて、自らが解決に資する支援を行うこ
とが困難な地域生活課題を把握した場合には、適切な支援関係機関につなぐことを、各相談支
援を担う事業者の努力義務とした。 

 
第１０６条の３関係 

「住民に身近な圏域」において、地域住民等が主体的に地域生活課題を把握し解決を試みる
ことができる環境の整備、「住民に身近な圏域」において、地域生活課題に関する相談を包括
的に受け止める体制の整備、多機関の協働による市町村における包括的な相談支援体制の構
築等を通じ、包括的な支援体制を整備していくことを市町村の努力義務とした。 

 
第１０７、１０８条関係 
 市町村地域福祉計画、都道府県地域福祉支援計画の充実について定めている。 

計画の策定について、任意とされていたものを努力義務とするとともに、「地域における高
齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組むべき事項」を
記載する、いわゆる「上位計画」として位置づけている。 

また、定期的に調査、分析及び評価の実施を行い、必要に応じて見直しを行うよう努めるこ
ととされている。 
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第２章 現状と課題 

 
 
 
 

○ 国民の食生活の改善や衛生水準の向上、医学・医療の進歩等により、日本人

の平均寿命が延びたこと等から、我が国では人口の高齢化が進展しています。

我が国の高齢化の特徴は、少子化の傾向と相まって、世界に例を見ない速さで

進行していることです。 
 
○ 千葉県の２０１７年における高齢化率5は２７．１％で、全国では７番目に低

い数値ですが、近年、徐々に全国平均（２７．７％）との差が縮まっています。

（図１） 
 

（図１）人口の推移（千葉県） 

 
※ 昭和 60 年から平成 27 年までは総務省統計局「国勢調査結果（各年 10 月 1 日現在）」をも

とに、平成 29 年は総務省統計局「人口推計（平成 29 年 10 月 1 日現在）」をもとに作成し

た。 
  

                                                   
5 高齢化率：総人口に対する６５歳以上の割合のことです。 
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  将来人口推計 
○ 我が国では人口減少社会の到来を迎えており、これまで増加を続けてきた千

葉県の人口も、２０１２年から２年連続で減少しました。２０１４年には増加

に転じたものの、本県の将来推計人口は、国立社会保障・人口問題研究所によ

ると、２０１５年の６２２万３千人を境に緩やかな減少を続け、２０２５年に

は６１１万８千人、２０４０年には５６４万６千人、２０４５年には５４６万

３千人になると推計されています。（図２） 
 
○ 人口構造についても、年少人口（１４歳以下）や生産年齢人口（１５歳～   

６４歳）が減少する一方で高齢者人口は増加を続け、２０２５年には      
 １７９万１千人（高齢化率＊２９．３％）、「団塊ジュニア世代」が６５歳以上

となる２０４０年には１９７万３千人（高齢化率３５．０％）になると見込ま

れています。（図２） 
 
（図２）千葉県の人口及び年齢区分別の構成比の推移 

 
※ 平成 27 年（2015 年）までは総務省統計局「国勢調査」、2020 年以降は国立社会保障・人

口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018 年 3 月推計）」をもとに作成した。 
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（図３）千葉県の年齢区分別人口の対２０１５年増加率 

※ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018 年 3 月推計）」をもと

に作成した。 
 
地域別の高齢化率＊ 
○ 千葉県内の高齢化率は圏域ごとに異なり、すでに県南部など４０％に近い圏

域もあります。また、将来的には各圏域とも高齢化が進展するとともに、県西

部や千葉市とその郊外圏域においては、高齢者人口の急激な増加が見込まれて

います。（図４から図７） 
 

○ 市町村別の高齢化率も、２０１８年４月時点で３１市町村が３０％を超えて

おり、うち１１市町が３５％以上４０％未満、６市町が４０％以上です。ま

た、前計画策定年度の２０１０年と２０１８年を比較すると、高齢化率２０％

未満の市町村数は９減少し、浦安市のみとなりました。一方で３０％以上３

５％未満は６増え、３５％以上は１４増えており、この８年程度の間をみても

高齢化の進展状況がうかがえます。更に、２０１８年時点では６だった４０％

以上の市町が２０２５年の推計では１１増えて１７となり、２０４０年では 

２９、２０４５年の推計では３１となります。（図８、図９） 
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 （図４）圏域別の高齢化率＊（６５歳以上人口割合）の推移  

 
※国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018 年 3 月推計）」をもとに作成。

圏域は千葉県高齢者保健福祉圏域。以下、圏域設定は同様。 
 
 （図５）圏域別の６５歳以上人口の対２０１５年増加率 

 
※国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018 年 3 月推計）」をもとに作成。 
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（図６）圏域別の７５歳以上人口割合の推移   

 
※国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018 年 3 月推計）」をもとに作成。 

 
（図７）圏域別の７５歳以上人口の対２０１５年増加率 

 
※国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018 年 3 月推計）」をもとに作成。 
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（図８）県内市町村の高齢化率*の状況 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【２０１８年４月１日現在】 
※県統計課「千葉県年齢別・町丁字別人口」をもとに作成。 

【２０２５年推計】 
 
※国立社会保障・人口問題研究所「日本の地

域別将来推計人口（2018 年 3 月推計）」をも

とに作成。 
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（図９）高齢化率*別の市町村数 

 
※ 2010 年は総務省統計局「平成 22 年国勢調査結果」、2014 年、2018 年は県統計課

「千葉県年齢別・町丁字別人口」をもとに作成。 
 
 
  要介護者と認知症高齢者 

○ 急速な高齢化に伴い、介護を必要とする高齢者数や認知症高齢者数も急激に

増加することが見込まれています。 
 
○ 本県における要介護（要支援）認定者数は、２０１４年度は約２３万４千人

でしたが、２０２５年度には約３５万７千人まで増加するものと見込まれてい

ます。特に、要介護４及び５のいわゆる重度者は要介護（要支援）認定者全体

の約２割を占めており、２０１４年度には約５万３千人でしたが、２０２５年

度には７万６千人を超える見込みです。（図１０） 
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（図１０）要介護（要支援）高齢者数の状況と将来推計（千葉県） 

 
※ 2008 年度から 2014 年度は介護保険事業状況報告(年報)による。2017 年度は市町村の見込値

の合計による。2020 年度、2025 年度は市町村の推計値の合計による。 
 
○ また、認知症高齢者も急増していくものと見込まれ、２０１５年の約２５万

人から２０２５年の約３５万人へと、１０年間で約１．４倍に増加するものと

見込まれています。（図１１） 
 

（図１１）認知症高齢者の将来推計（千葉県） 
新オレンジプランにおける認知症高齢者数 ２０２５年全国値約７００万人に対応する将来推計 

 
※ 千葉県高齢者保健福祉計画（平成３０年度～３２年度）をもとに作成。 
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  合計特殊出生率6 

○ 千葉県の合計特殊出生率は、１９７０年代後半から低下傾向にあります。ま

た、１９８５年からは全国平均を下回る状況が続いており、２０１７年では  

１．３４と、人口を維持していくのに必要な値とされている２．０８を大きく

下回っています。（図１２） 
 

 （図１２）合計特殊出生率の推移（全国・千葉県） 

※ 厚生労働省「人口動態統計」 

  

                                                   
6 合計特殊出生率：１５歳から４９歳までの女性の年齢別出生率を合計した値で、１人の女性が

一生の間に生む子どもの平均数を表します。 

Ⅱ．少子化の進行と生産年齢人口の減少 
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  年少人口 
○ 千葉県の年少人口（０～１４歳）は、２０１５年では約７６万８千人で、千

葉県の人口に占める割合は１２．３％ですが、２０２５年には約６７万５千人

（１１．０％）、２０４０年には約５８万９千人（１０．４％）、２０４５年に

は約５６万９千人（１０．４％）まで減少する見込みです。（図１３、図１４） 

（図１３）年少人口の推移と圏域別の内訳    

（図１４）年少人口の割合の推移（圏域別）   

 
※図１３～１６は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018 年 3 月推計）」

をもとに作成。 
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  生産年齢人口 
○ 千葉県の生産年齢人口（１５～６４歳）及びその割合は、２０１５年に約  

３８４万４千人（６１．８％）でしたが、２０２５年には約３６５万３千人  

（５９．７％）、２０４０年には約３０８万３千人（５４．６％）、２０４５年

には約２９０万６千人（５３．２％）まで減少する見込みです。（図１５、図   

１６） 
 

（図１５）生産年齢人口の推移と圏域別の内訳     

 

（図１６）生産年齢人口の割合の推移（圏域別）   
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○ 現在、千葉県内の世帯数自体は増加傾向にありますが、平均世帯人員をみる

と減少傾向にあり、２０１５年は２．３８人で全国平均の２．３８人と同数で

した。なお、２０１０年の本県の１世帯当たりの人員２．４７人からは０．０

９人減少しています。また、家族類型別の推移をみると、都市化の進展や核家

族化等により「夫婦のみ」、「片親と子ども」、「単独世帯」の割合が年々上昇し

ています。（図１７、図１８） 
 

（図１７）世帯数と１世帯当たり平均人員の推移（千葉県） 

 
※国勢調査により作成 

 
（図１８）家族類型別一般世帯割合の推移（千葉県） 

 
※国勢調査により作成 
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高齢者世帯 
○ 千葉県内の６５歳以上の一人暮らし高齢者は、２０１５年は２５８，２５３

人であり、その割合を圏域別に見てみると、特に千葉、市川、船橋、松戸、安

房で高くなっています。（表１） 
 
○ また、千葉県内の６５歳以上の一人暮らしの高齢者は２０２５年には   

約３１万７千人と２０１０年の約１．７倍に増加するものと見込まれています。

一人暮らしの高齢者は、健康面、社会生活等において、不安とリスクを抱えて

いることが多く、地域で見守る体制づくりが必要です。（図１９） 
 
（表１）圏域別の一人暮らし高齢者の割合      （単位：人、％）         

 
※ 総務省統計局「国勢調査結果（2015 年 10 月 1 日現在）」をもとに作成。 
※ 圏域は、高齢者保健福祉圏域のサブ圏域を含む。 

  

圏域
一人暮らし高齢者数

①
65歳以上人口

②
高齢者全体に

占める割合（①/②）

千葉 43,847 238,213 18.4%

市川 27,999 130,571 21.4%

習志野 18,652 113,443 16.4%

船橋 24,910 142,446 17.5%

野田 5,513 42,678 12.9%

松戸 36,782 201,198 18.3%

柏 14,510 99,189 14.6%

印旛 23,127 177,949 13.0%

香取 4,194 37,265 11.3%

海匝 6,955 52,206 13.3%

山武 8,705 61,665 14.1%

長生 6,469 47,493 13.6%

夷隅 4,584 29,294 15.6%

安房 8,763 50,099 17.5%

君津 12,686 89,896 14.1%

市原 10,557 70,814 14.9%

県全体 258,253 1,584,419 16.3%
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（図１９）今後の高齢世帯数の推計（千葉県） 
 

 
 ※2015 年までは総務省統計局「国勢調査」、2020 年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の

世帯数の地域別将来推計（2014 年 4 月推計）」をもとに作成。 
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（１）生活困窮者等の増加 
  雇用の状況 

○ 経済情勢は、緩やかな回復基調が続いており、景気回復を背景とした労働需

要の増加により、雇用情勢も改善しています。しかし、フリーター7をはじめと

する職業能力を形成する機会に恵まれなかった若年者、中高年齢離職者、障害

のある人などは、本人に意欲があっても、希望する労働条件等と企業のニーズ

とのミスマッチにより就労が難しい状況にあり、その対応が課題となっていま

す。（図２０、表２） 
 
（図２０）完全失業率の推移（千葉県） 

※ 総務省「労働力調査」 （千葉県はモデル推計値） 
 

（表２）若年無業者数及び割合 
  若年無業者（人） 15～34 歳人口に占める割合（％） 

 全国  千葉県 全国  千葉県 

2002 694,000 37,800 2.0 2.2 

2007 632,700 33,200 2.1 2.2 

2012 617,300 25,100 2.3 1.9 

2017 598,800 29,800 2.3 2.4 

※ 総務省「就業構造基本調査」を基に作成 
                                                   
7 フリーター：15 歳～34 歳の若年（ただし、学生と主婦を除く）のうち、パート・アルバイト

（派遣等を含む）及び働く意志のある無職の人のことをいいます。 

Ⅳ．地域福祉を取り巻く状況の変化 
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  生活保護 
○ 社会経済の構造的な変化等により生活保護受給者や生活困窮に至るリスクの

高い層が増加していると言われています。２０１８年６月時点の千葉県の被保

護世帯は６６，９９６世帯、被保護人員は８５，６０３人となり、１０年前の

２００８年度（３７，４３１世帯・５３，３５７人）に比べ、大きく伸びてい

ます。（図２１） 
 

（図２１）被保護世帯数、被保護人員、保護率の年次推移（千葉県） 

※ 厚生労働省「被保護者調査」を基に作成（各年度 1 か月平均）。保護率を算定する人口は、千葉県  
毎月常住人口調査による（毎年 1 月 1 日）。2017 年、2018 年は当該月のデータにより算定。 

 
○ ２０１６年度の千葉県の年齢別被保護人員は、６０～６９歳が１９，２７５

人（構成割合２３％）、７０～７９歳が１８，６８３人（２３％）、８０歳以上

が８，６６０人（１１％）と６０歳以上の人が約６割を占めています。また、

その伸びも近年大きくなっており、２００６年と２０１６年を比較すると、７

０歳から７９歳までは約２．３倍に、８０歳以上は約２．６倍に増えています。

（図２２、図２３） 
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（図２２）２０１６年度年齢階層別被保護人員（千葉県） 

 
※ 厚生労働省「被保護者調査」を基に作成。 

 
（図２３）年齢階層別被保護人員の年次推移（千葉県） 

 
※ 厚生労働省「被保護者調査」を基に作成。 
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  ホームレス 
○ ホームレスについては、本県は近年減少傾向にあります。２０１８年では２

２９人となり、２００７年の５９４人の４割以下になっています。（図２４） 
 
○ 一方で、厚生労働省の「ホームレスの実態に関する全国調査結果」によれば、

ホームレスの「高齢化」「野宿期間の長期化」の傾向は強まっています。高齢者

の割合は２０１２年調査と比較して２０１６年調査がおよそ１．５倍、１０年

以上路上生活をしている人の割合はおよそ１．３倍に増加しています。 
 

（図２４）ホームレスの実態に関する全国調査結果（千葉県） 

 
    ※厚生労働省「ホームレスの実態に関する全国調査（概数調査結果）に基づき作成。 

（各年1月の調査結果） 
   
 

子どもの貧困 
○ 生活保護の受給者のうち１７歳以下の子どもの数は、本県では２０１６年で

８，５６４人となっており、保護率は０．８９％です。２０１２年と比較して、

生活保護の被保護者数が増加している中で、子どもの受給者は減少傾向にあり

ます。（図２５） 
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（図２５）生活保護を受給している全体の人数と子どもの人数（千葉県） 

 
※被保護者調査により作成（年次調査・各年 7 月末日現在）。人口は千葉県毎月常住人口調査によ

る（毎年 1 月 1 日）。 

 
○ 本県のひとり親世帯数は、２００５年の３２，２１３世帯から、２０１０年に    

３１，６２４世帯と減少しましたが、２０１５年には、３４，３６２世帯と増加

しています。（図２６） 
 

（図２６）ひとり親と未婚の子のみの世帯数の推移（千葉県） 

 
※国勢調査による。 
※ひとり親世帯とは、未婚、死別又は離別の親と、その未婚の 20 歳未満の子供のみから

成る一般世帯をいう。 
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○ 全国の母子世帯の平均年間所得を見ると、児童のいる世帯とは大きな差があり、

全世帯と比べても低くなっています。（図２７） 
 
（図２７）全国の世帯当たりの平均年間所得の推移 

 
※国民生活基礎調査による。 

 
 ○ ２０１５年の全国の子どもの貧困率は１３．９％です。また、子どものいる

現役世帯の貧困率では、大人が一人の世帯の貧困率が５０．８％と高くなって

おり、大人が二人以上の世帯が１０．７％なのに比べ、大幅に高くなっていま

す。（図２８、図２９） 
 

（図２８）子どもの相対的貧困率の推移（全国） 

 
※貧困率（相対的貧困率）とは、貧困線（平均的な可処分所得の半分の額）に満たない世帯員の割

合であり、子どもの貧困率とは、１７歳以下の子ども全体に占める、貧困線に満たない１７歳

以下の子どもの割合である。 
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（図２９）子どもがいる現役世帯の相対的貧困率の推移（全国） 

 
※厚生労働省「国民生活基礎調査」により作成。相対的貧困率とは、ＯＥＣＤの作成基

準に基づき、等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で割って調整し

た所得）の中央値の半分に満たない世帯員の割合を算出したものを用いて算出。１９

９４年の数字は兵庫県を除いたもの。大人とは 18 歳以上の者、子供とは 17 歳以下の

者、現役世帯とは世帯主が 18 歳以上 65 歳未満の世帯をいう。等価可処分所得金額が
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（２）障害のある人の状況（手帳の所持者数） 
○ 身体障害者手帳を持つ人は、２０１７年度末現在で１７９，０９３人です。

２０１１年度末と比較して、６．４％増加しており、「内部障害8」の人はほかの

障害に比べて大きく増加しています（６年間で１８．４％増加）。 

 

○ 療育9手帳を持つ知的障害のある人は、２０１７年度末現在で４１，４５８人

です。２０１１年度末と比較して、２７．３％増加しており、軽度の障害のあ

る人の増加が著しくなっています（６年間で４４．５％増加）。「平成３０年版

内閣府障害者白書、障害者の全体的状況」によると、知的障害に対する認知度

が高くなり、療育手帳取得者の増加が要因の一つと考えられます。 

 

○ 精神障害者保健福祉手帳を持つ人は、２０１７年度末現在で４３，５７４人

です。２０１１年度末と比較して、６７．０％増加しており、程度別では   

「１級」は６年間で４４．３％増加、「２級」は６６．６％増加、「３級」も    

８６．７％増加しています。（図３０） 

 
（図３０）障害のある人の手帳の所持等の状況（千葉県） 

 

                                                   
8 内部障害：身体障害のうち、心臓、腎臓、呼吸器、ぼうこう、直腸、小腸、免疫及び肝臓の機

能障害のことです。 
9 療育：「療」は医療を、「育」は養育・保育・教育を意味し、障害のある児童及びその家族、障

害に関し心配のある方等を対象として、障害の早期発見・早期治療又は訓練等による障害の軽減

や基礎的な生活能力の向上を図るため、相談、指導、診断、検査、訓練等の支援を行なうことで

す。 
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（３）児童、高齢者、障害者等への虐待 
○ 県内の児童相談所における児童虐待の相談対応件数は、２０１１年度から  

２０１７年度の６年間で約２．７倍に増加し、２０１７年度は７，９１４件と

なっています。また、市町村における相談対応件数をみても増加しており、    

２０１７年度には６，４６０件にも上っています。（図３１） 

 
（図３１）児童虐待の相談対応件数の推移（千葉県） 

 
※ 厚生労働省「福祉行政報告例」に基づき作成。 

 
○ 県内市町村で受け付けた養護者による（家庭における）高齢者虐待に関する

相談・通報等件数は１，４５６件（２０１６年度）で、そのうち、市町村が虐

待を受けた又は受けたと思われたと判断した事例は８１６件でした。身体的虐

待、介護放棄、心理的虐待、性的虐待、経済的虐待などの様々な高齢者虐待が

発生しています。（図３２） 

 

（図３２）高齢者虐待の対応状況（千葉県） 

 
※ 「高齢者虐待防止法に基づく対応状況等に関する調査」により作成 
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○ 県及び市町村で受け付けた養護者による（家庭における）障害者虐待に関す

る相談・通報等件数は２８２件（２０１７年度）で、そのうち、虐待を受けた

又は受けたと思われたと判断された事例は１３３件でした。障害の種別では、

知的障害、精神障害のある人への事例が多くなっています。（図３３） 

 

（図３３）障害者虐待の対応状況（千葉県） 

 

※「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく対応状況等に関する調査」

による 
 

○ 配偶者や恋人など、親密な関係にある人から振るわれる暴力を「ドメスティ

ック・バイオレンス（ＤＶ）」といいます。ＤＶは人権侵害です。配偶者暴力相

談支援センターや市町村に寄せられた相談件数は、２０１７年度は県４，７４

８件、市町村８，８３２件でした。（図３４） 

 
（図３４）DV 相談件数の推移（千葉県） 
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（４）ニート 
○ 国では、１５～３４歳の就業せず、求職活動もしていない人のうち、家事も

通学もしていない「若年無業者」をニートとして把握しています。２０１７年

度時点で若年無業者は５３万人（１５～３４歳人口の２．１％）とされていま

す。また、より広く１５～３９歳までの若年無業者をとると，同時点では７１

万人とされています。（図３５） 

 

（図３５）若年無業者数の推移（全国） 

※ 総務省「労働力調査」に基づき作成 
 

 （５）ひきこもり 
○ 内閣府が２０１６年９月に実施した「若者の生活に関する調査」によると、

社会的な参加の場面がせばまり、自宅以外での生活の場が長期にわたって失わ

れている、いわゆる「ひきこもり」の状態にある人が全国で約５４．１万人い

ると推計されています。（表３） 

 
（表３）ひきこもり群の定義と推計数（全国） 

 有効回収数に占

める割合（％） 全国の推計数（万人） 

ふだんは家にいるが、自分の趣味

に関する用事のときだけ外出する 1.06 準ひきこもり 

36.5 万人 
ふだんは家にいるが、近所のコン

ビニなどには出かける 0.35 12.1 
狭義のひきこも

り 17.6 万人 自室からは出るが、家からは出な

い 又は自室からほとんど出ない 0.16 5.5 

計  広義のひきこもり 

54.1 万人 
※内閣府「若者の生活に関する調査報告書 H28.9」  
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 （６）自殺者 
○ 自殺者数は、１９９８年以降、１，３００人前後で推移してきましたが、   

２０１２年に１，２１５人に減少、その後、２０１７年には９９０人となり、

１９９８年以降で最も少なくなっています。２０１７年の自殺者数は同年の交

通事故死亡者数（２３３人）の約４倍となっています。（図３６） 
 
（図３６）自殺者数の推移（千葉県） 

 
※人口動態統計により作成。 
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（７）更生の支援が必要な人 
○ 全国の刑法犯の認知件数は２００２年をピークに１４年連続で減少していま

す。一方で、再犯者の人数は２００６年をピークに減少傾向にありますが、初

犯者の人数も再犯者を上回るペースで減少しているため、再犯者率は上昇傾向

にあり、２０１６年で４８．７％となっています。（図３７） 
また、出所受刑者の人員に占める２年以内に再入所した人の比率（２年以内

再入率）では、５０歳以上の再入率が、ほかの年齢層と比べて高い傾向にあり

ます。（図３８） 
 
（図３７）刑法犯 検挙人員中の再犯者人員・再犯者率の推移（全国） 

 
※平成２９年版犯罪白書による 

 
（図３８）出所受刑者の人員に占める２年以内に再入所した者の人員の比率
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（８）相談ニーズの複合化 
○ 介護者が高齢化した「老老介護」、引きこもりが長期化し、親が高齢化した「８０

５０問題」、介護と育児に同時に直面する世帯（ダブルケア）、障害のある子と要介

護の親の世帯、精神疾患患者や、がん患者、難病患者など、地域生活を送るうえで

保健医療分野に加え、福祉や就労などの分野にまたがって支援を必要とする人が増

加しています。（図３９、表４、図４０） 
 
（図３９）要介護者等と同居の主な介護者の年齢組合せ別の割合の年次推移 

 
※厚生労働省「国民生活基礎調査」平成 28 年。平成 28 年の数値は、熊本県を除いたものである。 

 
（表４）ダブルケアの推計人口（全国） 

 女性 男性 
介護を行う者 356.8 万人 200.6 万人 

育児を行う者 593.5 万人 406.1 万人 

ダブルケアを行う者 16.8 万人 8.5 万人 

 
（図４０）ダブルケアの割合（全国）

 
※総務省「就業構造基本調査」平成 24 年より内閣府にて特別集計。 
※「ふだん育児をしている」「ふだん介護をしている」の両方を選択した者を「ダブルケアを行う  

者」として集計。 
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○ 包括的な相談支援などを行う「中核地域生活支援センター」に寄せられた相談内

容や、センターの対応を見ると、様々な対応が求められていることがわかります。

（表５、表６） 
 
（表５）中核地域生活支援センターへの相談内容 

 
※中核地域生活支援センター活動白書２０１７より ※複数回答。１５％以上を赤字で表記。 

  

n=2,655 n=2,829 n=2,666

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

経済的困窮 540 20.3 517 18.3 589 22.1
食べ物がなくて困っている 90 3.2 105 3.9
借金がある・債務整理をしたい 170 6.4 166 5.9 160 6.0
年金を申請したい 82 3.1 83 2.9 92 3.5
介護・支援サービスに関すること 787 29.6 810 28.6 798 29.9
介護・子育ての悩み 378 14.2 372 13.1 352 13.2
障害や疾病に必要な配慮を知りたい 161 6.1 198 7.0 199 7.5
仕事に関すること 414 15.6 497 17.6 493 18.5
住まいに関すること 392 14.8 471 16.6 476 17.9
医療に関すること 364 13.7 501 17.7 520 19.5
健康不安 460 17.3 422 14.9 429 16.1
家庭内の暴力・虐待 404 15.2 402 14.2 401 15.0
第三者からの権利侵害 54 2.0 69 2.4 58 2.2
触法行為・非行行動 72 2.7 142 5.0 156 5.9
成年後見に関する事柄 32 1.2 42 1.5 33 1.2
法律の専門家に相談したい 74 2.8 90 3.2 94 3.5
財産管理・金銭管理 222 8.4 225 8.0 223 8.4
不登校・ひきこもり 283 10.7 291 10.3 327 12.3
希死念慮 65 2.4 88 3.1 64 2.4
家族関係の悩み 671 25.3 773 27.3 793 29.7
人間関係の悩み 207 7.8 296 10.5 316 11.9
余暇活動 59 2.2 46 1.6 56 2.1
教育に関すること 130 4.9 162 5.7 33 1.2
話を聞いてほしい 339 12.8 430 15.2 458 17.2
自立したい・させたい 380 14.3 331 11.7 100 3.8
刑務所からの出所後の支援 38 1.3 36 1.4
性別に関する悩み 4 0.1 6 0.2
言語や国籍の悩み 35 1.2 37 1.4
その他 177 6.7 192 6.8 129 4.8

平成27年度 平成28年度 平成29年度
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（表６）中核地域生活支援センターの対応 

 
※中核地域生活支援センター活動白書２０１７より 
※複数回答。１５％以上を赤字で表記。 

  

n=2,655 n=2,829 n=2,666

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
生活保護の申請支援 126 4.7 139 4.9 128 4.8
公的貸付制度の申請支援 50 1.9 32 1.1 23 0.9
債務整理の支援 96 3.6 85 3.0 60 2.3
年金申請の支援 81 3.1 74 2.6 88 3.3
介護・支援サービスに関する支援 720 27.1 804 28.4 674 25.3
介護・子育て・障害の相談窓口等の紹介 551 20.8 486 17.2 411 15.4
就労に関する支援 178 6.7 220 7.8 198 7.4
住まいに関する支援 282 10.6 424 15.0 405 15.2
医療に関する支援 511 19.2 599 21.2 565 21.2
睡眠や服薬等、生活管理の支援 81 3.1 86 3.0 81 3.0
金銭管理に関する支援 51 1.9 47 1.7 56 2.1
虐待、暴力への対応 156 5.9 150 5.3 138 5.2
消費者被害に関する支援 6 0.2 14 0.5 0 0.0
成年後見申立に関する支援 31 1.2 29 1.0 26 1.0
障害や疾病、療育に関する説明、情報提供 541 20.4 541 19.1 317 11.9
教育に関わる支援 142 5.3 189 6.7 185 6.9
家族関係の調整 378 14.2 412 14.6 411 15.4
人間関係の調整 84 3.2 122 4.3 120 4.5
地域の活動団体の紹介 64 2.4 132 4.7 126 4.7
買物、安否確認等の直接的な生活支援 280 10.5 373 13.2 389 14.6
生活スキルの習得支援 32 1.2 37 1.3 34 1.3
傾聴、話し相手 781 29.4 891 31.5 963 36.1
信頼関係の形成 168 6.3 220 7.8 184 6.9
関係者会議の主催または参加 354 13.3 358 12.7 320 12.0
書類・契約等の手続き 78 2.8 96 3.6
通訳の確保 10 0.4 111 4.2
法律家のつなぎ 98 3.5 97 3.6
食糧支援 70 2.5 74 2.8
その他 281 10.6 145 5.1 150 5.6

平成27年度 平成28年度 平成29年度
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○ また、１か月以上にわたって支援を行っている相談者について２０１６年と

２０１７年を比較したところ、複数の相談ニーズを抱える人が増加しており、相

談ニーズの複合化が進んでいます。（図４１） 
 
（図４１）中核地域生活支援センターにおける相談内容の項目数の割合 

  
 
※中核地域生活支援センター活動白書２０１７及び２０１６掲載データをもとに作成 
※外側の円グラフ：2017 年 1,333 人、内側の円グラフ：2016 年 1,262 人 

1 カ月以上にわたって支援を行っている相談者について集計 
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（９）介護分野の人材不足 
  ○ 本県の介護職員数は、２０１６年度には７６,７９２人でしたが、団塊の世代

が７５歳以上となる２０２５年度にはその需要見込数１０９,７８５人に対し、

供給見込数は８１,３９９人となり、２８,３８６人不足すると見込まれていま

す。（２０１８年５月２１日公表 第７期介護保険事業計画に基づく介護人材

の必要数（厚生労働省）） 
 

○ 本県の介護関連職種の有効求人倍率は４．８８倍（２０１７年）であり、全

職種の１．２５倍に比べ高い水準にあります。また介護職員の離職率も、１５．４％

（２０１７年）で全産業１４．９％に比べると高くなっており、引き続き人材

の確保・定着を図る必要があります。（表７、表８） 
 

（表７）介護関連職種の求人数及び求職者数等の状況      （単位：人、倍） 
 職種 有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率 
千葉 介護関連職種 8,299 1,688 4.88 

全職種 77,324 61,627 1.25 
全国 介護関連職種 225,236 52,310 4.31 

全職種 2,696,364 1,792,673 1.50 
※厚生労働省「職業安定業務統計」（２０１７年１２月末）に基づき作成した。 

介護関連職種は、訪問介護職員及び施設介護員（看護職、介護支援専門員10除く）を

いう。 

 
（表８）介護職員の離職率の推移                             （単位：％） 

 介護職員（全国） 介護職員（千葉県） 全産業（全国） 
２０１５年 16.5 20.8 15.0 
２０１６年 16.7 17.8 15.0 
２０１７年 16.2 15.4 14.9 
※介護職員は（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査」、全産業は厚生労働省

「雇用動向調査」に基づき作成した。 

 

 
  

                                                   
10 介護支援専門員（ケアマネジャー）：要介護者等が自立した日常生活を営むのに必要な援助に

関する専門的知識及び技術を有するものとして介護支援専門員証の交付を受けたものをいい、要

介護者等からの相談に応じ、その心身の状況等に応じ適切なサービスを利用できるようケアプラ

ンの作成や市町村、サービス事業者等との連絡調整等を行います。ケアマネジャー、略してケア

マネともいわれます。 
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（１０）自治会・町内会等の加入率の地域差 
○ 県内の自治会・町内会加入状況については、直近のデータでは７０％以上  

８０％未満の市町村数が２２と最も多く、中央値は７０％です。分布をみると

８０％以上の市町村が９市町ある一方で、７０％未満の市町村数も２３市町村

あり、地縁的な団体である自治会・町内会の加入率からも、地域社会における

つながりに地域差があることがうかがえます。（図４２、図４３） 
 

（図４２）県内市町村の自治会・町内会等加入率の分布 

 
※環境生活部県民生活・文化課調査を踏まえて作成。各市町村の加入率の調査時点は 2016 年 4 月～

2017 年 4 月でばらつきがある。 

 
（図４３）市町村別自治会・町内会等加入率 
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（１１）外国人の増加 
○ 住民基本台帳制度に基づく県内の外国人数は、１４３，３５４人（２０１７年１

２月末）であり、常住人口に占める割合は２．２９％で、増加傾向となっています。

国・地域別にみると、人数の多い順に、中国、フィリピン、韓国・朝鮮、ベトナム、

ネパールとなっており、ベトナムとネパールについては近年、特に増加しています。 
（図４４） 
 
（図４４）外国人数及び常住人口に占める割合（千葉県） 

 
※外国人数は千葉県総合企画部国際課調べ。常住人口は各年、翌年の１月１日現在。 

 
（１２）災害時における要配慮者への対応 

○ 改正災害対策基本法（２０１３年６月２１日公布）では、高齢者、障害者、

乳幼児その他の特に配慮を要する者を「要配慮者」と定義し、国や地方公共団

体は、要配慮者に対し、防災上必要な措置の実施に努めなければならないこと

としています。併せて、要配慮者のうち、災害発生時等に自ら避難することが

困難で特に支援を要する人々（避難行動要支援者）が迅速に避難できるよう、

必要な情報を自主防災組織等に提供するため、避難行動要支援者名簿の作成が

市町村に義務付けられました。２０１８年６月現在、５３市町村において名簿

が作成されています。 
 
○ 市町村は、避難行動要支援者名簿に基づき、一人ひとりに対する具体的な避

難支援のための個別計画を策定するとともに、バリアフリー化などに配慮した

福祉避難所11の整備等や、避難生活を送るために必要な物資、備品等の備蓄に

努めることとされています。なお、個別計画は、２０１８年６月現在では１９

市町が策定済みとなっています。 

                                                   
11 福祉避難所：既存の建物を活用し、介護の必要な高齢者や障害のある人など一般の避難所で

は生活に支障を来す人に対して、ケアが行われるほか、要配慮者に配慮したポータブルトイレ、

手すりや仮設スロープなどバリアフリー化が図られた避難所のことです。 
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こｍ 
 
 
（１）市町村地域福祉計画*の策定状況 

 

○ 社会福祉法の改正により、市町村の地域福祉計画は、地域共生社会の実現に

向けた地域のビジョン、実現のために解決すべき課題及び解決の方法を示す計

画として位置付けられました。 

市町村は、社会福祉の推進に関する一般的な事項に加え、地域における高齢・

障害・児童その他の各福祉分野に関し、共通して取り組むべき事項を地域福祉

計画に記載するとともに、地域住民等及び支援関係機関による、地域福祉の推

進のための相互の協力が円滑に行われ、地域生活課題の解決に資する支援が包

括的に提供される体制を整備するよう、努めなければなりません。 

今後、到来する少子高齢化、人口減少社会に向けて、地域の力を高め、地域

の持続可能性を高めていくため、全ての市町村と住民が、福祉の各分野に対す

る上位計画としての地域福祉計画の策定を通じ、地域のビジョンや課題等を共

有することが必要です。 

 
○ ２０１８年４月現在、地域福祉計画を策定している市町村は５４市町村中 

３３市町村であり、策定率は６１．１％ですが、２０２０年度までに策定を予

定している市町村が１０あります。（図４５） 

 
  

Ⅴ．地域福祉計画の策定状況と県民の意識・活動状況 
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（図４５）県内市町村地域福祉計画*策定状況（県健康福祉指導課調べ） 
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（２）県政に関する世論調査12の結果 
○ ２０１８年度「第５６回県政に関する世論調査」において、安心して暮らせ

る地域社会づくりについて聞いたところ、「そう思う」（４．６％）と「どちら

かといえばそう思う」（２５．０％）を合わせた『そう思う』は約３割     

（２９．５％）となっています。一方「どちらかといえばそう思わない」    

（１８．０％）と「そう思わない」（１２．８％）を合わせた『そう思わない』

は３割（３０．８％）となっています。（図４６） 
 

 
（図４６）「県政に関する世論調査」結果 
問：あなたは地域住民が互いに支え合い、安心して暮らせる地域社会づくりが 

進められていると思いますか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

                                                   
12 県政に関する世論調査：県民の皆さんの生活意識や県政への関心などを把握し、県政運営の

基礎資料とするために千葉県が行う調査です。 
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○ ボランティア活動経験についての質問では「定期的に活動している」「ときど

き活動している」「活動したことがある」の３つをあわせた『活動したことがあ

る』は２８．２％でした。また、市民活動団体13の活動への参加経験についての

質問では「定期的に参加している」「ときどき参加したことがある」「参加したこ

とがある」をあわせた『参加したことがある』が２８．３％となっています。（図

４７） 
 
（図４７）「県政に関する世論調査*」結果 

問：あなたはボランティアとして活動したことがありますか。 

 
 
  問：市民活動団体の活動に参加したことがありますか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

                                                   
13 市民活動団体：県民が自発的に地域や社会の問題を解決するために活動している団体で、

NPO とも呼ばれ、NPO 法人・ボランティア団体など任意団体等の総称のことをいいます。 
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（３）インターネットアンケートの結果 
○ 県では、「地域社会づくりの活動の状況」などについて、２０１８年１１月  

３０日から１２月１３日に、インターネットアンケート調査を実施しました。回

答者数は１６８名（回答率１１．８％）で、約８割が地域社会づくりに関する活

動経験があり、そのうち約７割は、自治会を通じて活動しています。 

 

 ○ 活動の内容は、清掃や除草などの地域の美化活動のほか、自治会等の役員、地

域のお祭り等でのスタッフ、廃品回収、防犯パトロールなどが多くなっています。

また、約８割が、今後も活動したいという意向を持っており、その理由としては

「社会貢献したい」「この地域で生活するには必須だから」が多い状況です。 

  

 ○ 「多くの人が地域社会づくりの活動に参加するにはどうしたらよいと思うか」

との質問に対しては、さまざまな意見がありました。誰でも気軽に参加できるよ

う、年齢や健康状態に合わせてできる活動を設定することや、活動に関する情報

提供を行政等が積極的に行うこと、子連れ参加や親子参加ができるようにして、

子どものころから地域社会づくりの意識を醸成することなどがあげられていま

す。また、地域社会づくりを我が事として捉えてもらうことの必要性や、災害時

の対応を地域で考えることを活動のきっかけにしてはどうかとの意見がありま

した。強制はせず、できる範囲やできる時間にすることが重要、という意見が見

られる一方で、活動がある程度「社会的責務」であるという認識を持たせたほう

が良いという意見もありました。 

 

○ 身近な自治会での活動が、地域社会づくりの活動として取り組みやすい、との

意見もあり、地域の中で一人ひとりが地域社会づくりに関して何らかの役割を持

ち、できることから参加するため、自治会への加入促進も地域社会づくりの活動

促進の一つの方法と考えられます。  
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（１）少子高齢化の進展への対応 
 ２０２５年は団塊の世代が全て後期高齢者（７５歳以上）となりますが、   

２０４０年には団塊ジュニア世代も６５歳以上になります。２０４０年の高齢化

率＊は３５．０％、７５歳以上の割合は１９．２％、２０４５年の高齢化率は   

３６．４％、７５歳以上の割合は２０．７％です。高齢になると疾病リスクが高

まり、介護を必要とする高齢者や認知症高齢者の急激な増加が見込まれます。 
 県民のニーズに的確に対応できる質の高い福祉人材を安定的に確保していく

ことは、県民生活を支える福祉・介護制度を維持する上で、不可欠の要素である

と言えます。 
しかしながら、少子高齢化の進行等により、生産年齢人口が減少することが見

込まれる中で、地域福祉の担い手は、専門職の育成だけでなく、地域における新

たな支え合いも含めて、考えていく必要があります。 
 
（２）子育ての支援 
 年少人口の割合は低下が見込まれています。少子化の問題は、若者の経済的な

不安定さや長時間労働、仕事と子育ての両立の難しさ、子育て中の孤立感や負担

感、教育費負担の重さなど、様々な要因が複雑に絡み合って生じています。長時

間労働の是正などの働き方改革や、保育の受け皿整備などの施策が進められてい

ますが、子育てしやすい社会を実現するためには、職場・地域など、様々な場に

おいて、多様な主体による幅広い支援が展開されることが必要です。 
核家族化の進行や、地域のつながりの希薄化など、子育てをめぐる環境が大き

く変化する中で、悩みを誰にも相談できず、一人で問題を抱え込んでしまう人も

います。子育ての孤立感やストレスが増幅する前に支援や手助けを受けられるよ

う、地域全体で子供を育む環境整備・機運醸成が不可欠です。 
仕事と子育てを両立できる環境整備や、子育てに対する保健・医療・福祉・教

育等が連携した包括的な切れ目ないサービスの充実等とともに、地域社会全体で

子育てを支援する体制づくりが求められています。 
 
（３）課題の複雑化・多様化への対応 
 高齢化や生涯未婚率の上昇により、単身世帯数の増加傾向は今後も続くと推計

されています。家族内の支え合いによる問題解決力は、低下しています。 
 一人暮らしの高齢世帯も増加傾向です。長寿により、一人暮らしの期間が長期

化し、結果的に、社会関係、人間関係が希薄化し、孤立した一人暮らしに陥りや

すい状況があります。尊厳を守りながら地域で支え合う仕組みが必要です。 
介護者が高齢化した「老老介護」、引きこもりが長期化し、親が高齢化した「８

Ⅵ．地域の課題 



第２章 現状と課題 

 

47 
 

０５０問題」、介護と育児に同時に直面する「ダブルケア」など、世帯の中で複数

の生活課題を持つケースが増加しています。制度が対象としない身近な生活課題

への対応や、軽度の認知症や精神疾患が疑われ、問題を抱えているが、公的支援

制度の受給要件を満たさない人への対応も必要です。 
  生活困窮や虐待、ひきこもりなど、問題が顕在化しにくい生活課題が多様化し

ています。出所者への適切な支援も必要です。 
多様な生活課題を解決するためには、住民に身近な圏域において、地域住民等

が自らの課題として主体的に捉え、解決を試みたり、相談を包括的に受け止めら

れる体制を整備するとともに、多機関の協働による包括的な相談支援体制の構築

が必要です。 
また、災害時において、自ら避難することが困難で特に支援を要する人々が迅

速に避難できるよう、名簿の作成など市町村の取組と併せ、防災訓練への参加な

ど地域住民の取組も促していく必要があります。 
 

（４）地域の実情を踏まえた対応  
県の北西部は急速な高齢化が進み、県南部・東部は高い高齢化と人口減少が見

込まれるなど、地域の姿や課題は様々です。 
都市部では、高齢者人口の増加に伴い、生活を支えるために必要となる医療・

福祉サービスの量的な確保が必要です。 
郡部では、人口の減少により、サービス利用者数が減少し、対象者ごとに公的

支援の提供機関を安定的に運営することが難しくなる可能性もあります。買い物

や通院、地域活動への参加など、日常の移動手段の確保も、重要な視点です。 
また、それぞれの地域にある医療・福祉サービス資源の量や、住民の地域活動、

コミュニティの状況は、同じ市町村内であっても異なっています。 
市町村は、日常生活圏域の特性も踏まえながら取り組みを進め、県はそれぞれ

の実情を踏まえて市町村を支援する必要があります。 
 
 
 

 



第３章 理念 

 

48 
 

第３章 理念 

 
 
 
 

～「互いに支え合い、安心して暮らせる地域社会」の構築を目指して～ 

 
○ 地域の課題は複雑化、多様化しており、従来型の施策や個別の支援だけでは

解決することが難しい状況となっています。 
 
〇 社会構造の変化や人々の暮らしの変化を踏まえ、制度・分野ごとの「縦割り」

や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我

が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つな

がることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域社会をともに創ってい

くことが必要です。 

 

○ 地域に暮らす「他人」が抱える課題が、将来的には「自分」や「家族」の課

題となる可能性があり、暮らしやすい地域をつくることは自分のためにもなる

と考えることで、一人ひとりが当事者の課題を「我が事」として捉えるととも

に自助の力を高め、地域社会づくりに参加することが重要です。 

 

〇 住民や、福祉を目的とする事業を経営する人、福祉に関する活動を行う人が、

本人のみならず、当事者が属する世帯全体に着目し、「福祉」「介護」「保健医療」

「住まい」「就労」「教育」に関する課題、「地域社会からの孤立」などの地域生

活課題を把握するとともに、課題の解決に資する関係機関と連携して解決を図

ろうとすることで、地域福祉は推進されます。地域において生活課題の解決を

進めるに当たっては、家族や支援者が一人で問題を抱え込むことのないよう、

地域社会の構成員や専門職が連携しながら課題解決を図っていく環境を整え、

互助の力を高めていくことが重要です。 
 
○ 千葉県は、「互いに支え合い、安心して暮らせる地域社会」の構築を目指し、

取組の方向性として次の４つのポイントを定め、市町村とともに地域課題の解

決を支援していきます。 

Ⅰ．本計画の理念（私たちが目指す地域の姿）  



第３章 理念 

 

49 
 

 
１．互いに支え合う地域コミュニティの再生  
 

○ 地域には、公的なサービスでは対応が難しい生活課題や孤立死14などの深刻

な問題があり、社会的な排除や孤立の強いものほど制度から漏れやすく、また

「見えにくく」なっていることも指摘されています。このため、地域住民のつ

ながりを再構築し、課題発見機能や解決機能を向上させることが必要です。 
 
○ 県内５４の市町村には、５５０を超える地区社会福祉協議会、３，０００を

超えるボランティア団体のほか、様々な任意団体があり、これら団体を中心に

自主活動が展開されており、その活動を市町村や市町村社会福祉協議会が支え

ています。 
 
○ 県は、多様な主体が「我が事」として参画することを目指し、地域コミュニ

ティの再生、地域住民による新たな支え合いの機運の醸成に向けて、地域性を

踏まえながら、各市町村の取組を促進していきます。このため、住民ネットワ

ークの構築や地域課題を議論する場づくりを支援するとともに、市民活動団 

体＊や企業、学校など、地域に関わる様々な主体が連携・協働して行う地域の課

題解決に向けた取組や仕組みづくりを支援します。 
 
 
２．生涯を通じた福祉教育と地域福祉を支える人材の育成  

 
○ 互いに支え合う地域コミュニティを再生するためには、幅広い世代にわたっ

て、誰もが地域社会づくりに参画する必要があります。また、それぞれの地域

において、活動の要となる人材の育成も重要です。 
 
○ 加えて、今後急速な高齢化を迎える中、福祉・介護従事者を将来にわたって

安定的に確保することが非常に重要であり、人材の就労支援や育成、定着等に

より一層努めます。 
 

                                                   
14 孤立死：一般的には「みとる人が誰もいない状態での死」を示しますが、現在、明確な定義

等は示されていません。厚生労働省が平成 20 年 3 月 28 日に発表した「高齢者等が一人でも安

心して暮らせるコミュニティづくり推進会議（「孤立死」ゼロを目指して）－報告書－」におい

ては、「人の尊厳を傷つけるような悲惨な「孤立死」（つまり、社会から「孤立」した結果、死

後、長期間放置されるような「孤立死」）」と記載しています。 

Ⅱ．取組の方向性（４つのポイント） 
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○  また、福祉体験や福祉教育は、地域の中で福祉課題に取り組む等のきっかけ

になると考えられるため、小・中学生からの福祉教育を充実させるとともに、

生涯を通じた地域福祉の普及・啓発を進め、福祉マインドの醸成に取り組みま

す。 
 

３．医療・福祉サービスの安定的な供給と地域活動基盤の強化  

 
○  地域住民が、住み慣れた地域で、安心して自分らしく暮らせる地域社会の実

現を目指し、地域包括ケアシステム＊を深化・推進していく必要があります。支

援を要する人、一人ひとりを中心に、地域保健・地域医療・地域福祉のネット

ワークをきちんと機能させ、ケアマネジメントに基づいた自立生活を支援する

システムの構築を県として支援していきます。併せて、住まいの充実、地域生

活・地域福祉活動を支える医療・福祉サービスの安定的な供給等が必要です。 
 
○ また、地域活動を安定的に継続させるためには、社会福祉施設や学校等の地

域の社会資源を有効に活用し、活動拠点を確保するとともに、自主財源の確保

が不可欠です。 
 
 
４．支援が必要な人、一人ひとりを支える相談支援体制の充実・強化  

 
○  社会の成熟化に伴い地域課題は複雑化しており、その課題の解決のためには、

相談窓口の充実、相談支援機関の機能強化、相談支援員の専門性の向上等の相

談支援体制の充実・強化を図るとともに各関係機関の連携を促進し、当事者を

中心とした「丸ごと」の支援ができるよう、包括的・総合的な総合相談支援機

能を確保した体制が必要です。 
 
○ また、支援につながりにくい一人暮らしの人や認知症高齢者、生活困窮者等

の増加が見込まれます。課題の複雑化や多様化等により地域のセーフティネッ

トが機能しないケースが増えており、こうした支援につながりにくい人を適切

な支援に結びつけることが必要です。 
 
○ 相談を受ける支援者は、目の前の相談者の困りごと（課題）解決に取り組む

とともに、相談者の世帯全体や、周辺の環境、地域の問題点についても把握す

るように努めることで、個別相談を地域課題の発見につなげます。 

また、住民も、自分の課題解決力の向上に努めることにより、将来的には支

援の「受け手」から「支え手」になることもできるようになります。 
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「互いに支え合い、安心して暮らせる地域社会」の構築を目指して（イメージ図） 
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１．市町村の役割  

 

  市町村は、地域住民等が主体的に地域生活課題を把握し解決を試みることができ

る環境の整備、地域生活課題に関する相談を包括的に受け止める体制の整備、多機

関の協働による包括的な相談支援体制の構築等を通じ、包括的な支援体制を整備し

ていく必要があります。 

 

 〇 地域福祉計画の策定と推進 

  市町村は住民や社会福祉協議会等の地域福祉の関係機関とともに、持続可能

な地域社会の将来ビジョンとその実現に向けた具体的な取組を検討し、「地域福

祉計画」を策定します。地域共生社会の実現に向けた取組や、将来ビジョンは、

それぞれの地域の実情に応じて、大きく異なります。市町村の計画の策定や見

直しにおいては、関係者の中で、現状や課題を把握するとともに、目指すべき

将来像となるビジョンを共有化する過程が大変重要です。 

  なお、民間における地域福祉の推進方策については、社会福祉協議会等が中

心となり「地域福祉活動計画」を策定します。 

    住民や関係機関は計画をもとに、生活圏域ごとに実情に合うようにアレンジ、

共有化しながら、具体的な活動に取り組んでいきます。市町村は行政としての

取組を進めるとともに、関係機関や住民の取組を支援していきます。このこと

により、自助、互助の取組が育まれ、「我が事」を推進力とした地域の力が強化

されていきます。 

 

 ○ 住民を始めとした各主体の地域社会づくりへの参加促進 

   住民が「我が事」のマインドを持ち、地域社会づくりの活動へ積極的に参画

することは、地域の力を高めるための必須条件です。 

市町村は、人口推計や地域の資源を踏まえた将来の状況をわかりやすく示

し、自分たちの住む地域を暮らしやすい社会として継続していくためには、地

域の課題を解決することが必要であること、そのためには公助や共助だけでな

く、互助や自助の力が必要であり、住民一人ひとりが地域福祉を担う一員であ

ることを、住民が理解しやすいように工夫して啓発します。 

また、福祉活動を行う事業者等は貴重な地域の資源として、その力を活かし

て地域社会づくりに参画するのはもちろんのこと、そのほかの団体や企業な

ど、あらゆる主体がそれぞれの強みを活かして地域社会づくりに参画できるよ

う、市町村が中心となって連携・協働を進めます。 

Ⅲ．市町村と県の役割 
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〇 総合相談支援機能の確保 

市町村は、当事者中心の「丸ごと」の支援をするため、包括的・総合的な総

合相談支援機能を確保した体制を構築する必要があります。 

総合相談支援機能は、複合的で複雑な課題、制度の狭間にある課題等も受け

止める機能を持ち、基本的には課題解決の受け皿ではなく、相談者に合った解

決手法を考え、相談者に伴走者として寄り添いながら個別の相談窓口につなげ

る役割を持ちます。必要に応じて、複数の窓口につなげながら、個別の相談窓

口が提示する解決方法が矛盾せず、効果的な支援になるよう、調整役も担いま

す。また、個別窓口につなげたあともフォローを継続することで、相談者から

見て、一体感のある相談支援機能を確保します。 

そのため、市町村の持つ相談支援機能を把握するとともに、地域で活用でき

る国や県、民間を含めた相談支援機能などの地域の資源を把握し、必要に応じ

て情報共有できる体制を構築する必要があります。また、課題の対応状況を把

握し、地域において確保すべき機能や不足する機能はないか、広域連携により

解決できないかなど、総合相談支援機能のブラッシュアップに努める必要があ

ります。 

さらに、住民の自主的な活動、助け合いでは解決が難しく、地域では解決し

にくい課題、例えば、社会的なつながりが弱く支援者との信頼関係の形成が容

易ではない人や自ら声を上げる力の弱い人への支援なども、総合相談支援機能

の重要な役割です。専門職が中心となり、アウトリーチ15も行いながら対応して

いくため、多機関・多分野にわたる支援機関が連携した体制の構築を目指しま

す。 

 

 

２．県の役割  

 

  県は、単独の市町村では解決が難しい場合の支援体制を市町村と連携して構築し

ていきます。また、県域で推進していく施策や、市町村間の情報共有の場づくり、

市町村への技術的助言等の役割を果たしていきます。 

 

〇 地域福祉計画策定及び推進の支援 

全ての市町村と住民が、地域のビジョンや課題等を共有することができるよう、

市町村による地域福祉計画の策定を個別支援します。地域の課題を把握するため

の資料として、各種統計による指標の例を提示するとともに、地域の実情に応じ

て、モデルとなる先行事例を提供します。 

                                                   
15 アウトリーチ：医療・福祉関係者が直接出向いて心理的ケアとともに必要とされる支援に取

り組むことです。 
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また、国や県の施策に関する情報提供や、他の市町村との情報共有の場を設け

ます。 

 

〇 市町村行政の体制構築の支援 

市町村による地域福祉の推進体制の構築を支援するため、研修の実施や、情報

共有の場の設定などにより、人材の育成を図ります。また、地域包括ケアシステ

ム＊を深化・推進するため、市町村の状況に応じた支援を行います。さらに、各分

野の相談支援機能等の確保・充実を支援するとともに、包括的・総合的な総合相

談支援機能の普及を図ります。 

総合相談機能は、複合的で複雑な課題や制度の狭間にある課題に対応するため、

複数の相談機能の連携・調整を行いますが、県の所管する相談機関も、地域の資

源のひとつとして、課題解決に向けて積極的に連携するとともに、地域社会づく

りにも参画します。 

 

〇 広域マネジメント 

市町村の行政区域を越える保健医療・福祉の課題に対するマネジメントを行い

ます。 

 地域医療に関しては、医療機関の機能分化と連携や、医療と福祉の連携、地域

医療の将来ビジョンを提示します。 

 また、専門職の人材育成や、学校等での福祉教育の促進、社会福祉協議会等の

地域福祉の関係機関の活動の促進、福祉施設などの基盤整備への支援を行うとと

もに、県民の地域社会づくり活動の促進のため、普及啓発等を行います。 

さらに、単独の市町村では解決が難しく専門的な支援を必要とする、医療的ケ

アを要する状態にある児童、難病・がん患者、精神障害のある人や身近な地域で

は当事者が声を上げにくく、特段の配慮が必要となる配偶者からの暴力を受けた

人、刑務所出所者等に対する支援体制を市町村と連携して構築していきます。 

  

〇 地域福祉支援計画の施策推進 

 地域福祉を推進するためには、福祉、保健、医療だけでなく、県民活動や住ま

い、教育、子ども・若者支援、防犯、消費者教育、災害対応、まちのバリアフリ

ー化など、行政の各分野の連携が重要です。 

 地域福祉支援計画に掲げられた各種施策進捗状況の管理、情報共有等により、

庁内関係課の連携を深め、施策の推進に努めます。 
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○ 住民が地域に誇りを持ち、地域で安心して暮らし続けるためには、住民自ら

が主体的に地域づくりに携わることはもちろん重要です。しかし、複雑化した

地域課題に対応するためには、支援が必要な人を家族やひとつの機関だけで支

えるのではなく、地域住民がそれぞれの持つ力を持ち寄り、ネットワークで解

決する仕組みが必要となります。 
 
○ 地域福祉活動の中心は日常生活圏、小域福祉圏であり、各圏域での解決が  

困難な事例については、より広域で専門的なネットワークにより解決が図られ

るよう重層的な支援体制が必要です。 
 
○ 一方、多様な地域課題に対応するためには、制度に縛られない柔軟な仕組み

とする必要もあります。 
 
 

 
  

個人・家庭

日常生活圏
（自治会・町内会）

小域福祉圏
（小中学校区）

基本福祉圏
（市町村圏）

広域福祉圏

（健康福祉センター圏及び県全域）

支え合いの輪

※ネットワークの構成員（機関）は地域の状況や
課題等により異なります。

医療・福祉連携

県

市町村

地域福祉活動の推進イメージ

地区社会福祉
協議会

市町村社会福祉
協議会

県社会福祉協議会

自治会
・町内会

コミュニティソーシャル
ワークを行う人

民生委員
・児童委員

Ⅰ．地域福祉の推進イメージ 
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１．地域福祉活動の基礎となる日常生活圏  

（自治会・町内会等を中心とした互助のネットワーク） 

（１）日常生活圏のネットワークの役割 
○ 個人や家庭の力だけでは解決できない生活課題を地域の助け合いの力で解決

を図ります。 
○ 地域住民、自治会・町内会等、地区社会福祉協議会、ボランティア・NPO、

民生委員・児童委員などが連携し、地域の見守り活動等によって支援が必要な

人や地域の潜在的ニーズを把握し、具体的な相談・支援機関などに結び付けま

す。 
○ 日常生活圏での解決が難しい生活課題については、小域福祉圏等のネットワ

ークに地域課題としてつなぎます。 
 

２．日常生活圏の地域福祉活動を支える小域福祉圏   

（小域福祉圏はおおむね小・中学校区） 

（１）小域福祉圏のネットワークの役割 
○ 地域の関係者（機関）による分野横断的なネットワークを構成し、日常生活

圏における地域福祉活動をそれぞれの職種の持つノウハウで支援します。 
○ 各日常生活圏のネットワークを結ぶ場となり、日常生活圏等から持ち込まれ

た地域課題を整理し、小域福祉圏での解決を目指します。 
○ この圏域でも解決が困難な課題は市町村圏ネットワークへつなぎ、関係者と

協働して解決の道を探ります。 
 
（２）市町村の役割 

○ 社会福祉協議会等の関係機関と連携し、地域の状況を把握するとともに、  

ネットワークの立ち上げ支援等、小域福祉圏における連携を促進します。 
○ 地域福祉活動のための環境整備や住民活動の支援を行います。 

 
（３）体制イメージ（地域、課題に応じて異なる） 

○ 小域福祉圏における地域福祉活動の推進体制イメージは、小・中学校区（概

ね人口１万人程度の地域）を例に小域福祉圏としています。 
○ 小規模な市町村においては、人口や社会資源等の実情に応じて、小域福祉圏

の推進体制を設定せずに基本福祉圏で代替する等、市町村において適切な圏域

を設定することが考えられます。 

Ⅱ．各圏域の主な役割 
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○ 県の施策の中では、地域福祉フォーラム16のうち、小域地域福祉フォーラム

がこれに当たります。 
 

 
３．総合的な福祉サービスを提供する基本福祉圏  

（市町村圏） 

（１）基本福祉圏のネットワークの役割 
○ 小域福祉圏の課題解決に向けた支援を行います。 
○ 専門的なノウハウが必要な課題には構成員（機関）の持つ専門機関ネットワ

ークと連携・協働して対応します。 
○ 課題の解決に予算的・制度的な対応が必要である場合は市町村等に提案し、

行政と連携して対応します。 
 

（２）市町村の役割 
○ 地域福祉計画を策定し、地域福祉を計画的に推進します。 
○ 公的福祉サービスをマネジメント（管理）し、安定的に提供します。 
○ 対象者横断的な課題や、「制度の谷間」にある人への支援等に対応するため、

総合的な相談支援体制の整備と複合的な課題の解決に対応したネットワークづ

くりに努めます。 

                                                   
16 地域福祉フォーラム：民生委員児童委員、自治会・町内会、社会福祉協議会、ＮＰＯ・ボラ

ンティア団体等の地域福祉の担い手や就労・教育・防災・防犯など福祉以外の各分野の人々が協

働し、地域における福祉等のあり方を考えていく組織（議論の場）です。 

支援が必要な当事者

※ネットワークの構成員（機関）は地域の状況や
課題等により異なります。

市町村

小域福祉圏での地域福祉活動推進体制イメージ

地区社会福祉
協議会

民生委員
・児童委員

コミュニティソーシャル
ワークを行う人

活動支援
マネジメント

相談・支援

相談・支援

相談・支援

日常生活圏を支える
小域福祉圏ネットワーク

日常生活圏
ネットワーク

自治会・町内会

相談・支援

支え合い

相談・支援

公的相談支援事業者

NPO・ボランティア団体

商店・企業

警察 学校・保育所

医療・福祉
サービス提供者

かかりつけ医
相談・支援

相談・支援

市町村社会福祉協議会
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（３）体制イメージ（地域、課題に応じて異なる） 
○ 基本福祉圏のネットワークでは、小域福祉圏のネットワーク間の調整を行う

ため、地域包括支援センター17運営協議会や地域自立支援協議会18等の公的枠組

みにおいて整備されている協議会を活用して、基本福祉圏で対応すべき地域課

題の解決や地域福祉活動、地域づくりを推進します。 
○ 県の施策の中では、地域福祉フォーラム＊のうち、基本地域福祉フォーラムが

これに当たります。 
○ 人口規模の大きな市においては、人口、面積等の実情に応じて、市全域と  

小域福祉圏の間にサブ圏域（市役所支所単位程度の圏域）を設定し、基本福祉

圏と同様の体制を設ける等、適切な圏域を設定することが考えられます。 
○ 一方で、人口規模の小さい町村などでは、基本福祉圏の役割として想定され

ている機能を担うことが困難な場合もあると思われるため、広域での機能確保

の仕組みを構築するなど、地域の実情に応じた対応を検討する必要があります。 

 
 

                                                   
17 地域包括支援センター：高齢者に関する総合相談、介護予防ケアマネジメント、権利擁護等

を行う市町村が設置する機関です。他の行政機関、医療機関等との制度横断的な連携により、高

齢者等の住み慣れた地域での暮らしを支援しています。 
18 地域自立支援協議会：障害のある人を対象とした相談支援事業の中立・公平性の確保及び相

談支援事業をはじめとするシステムづくりに関し中核的役割を果たす協議の場として市町村に設

置されるもので、具体的には困難事例への対応の在り方に関する協議・調整、地域の関係機関に

よるネットワーク構築等に向けた協議などを行います。 

※ネットワークの構成員（機関）は地域の状況や
課題等により異なります。

基本福祉圏における地域福祉活動推進体制イメージ

住民ニーズの把握
ネットワーク構築

地域事業
ネットワーク

小域福祉圏
ネットワーク

小域福祉圏
ネットワーク

福祉
ネットワーク

医療
ネットワーク

行政
ネットワーク

市町村

医療関係者

福祉関係者

小域福祉圏
ネットワーク

その他民間関係者

行政関係者

基本福祉圏分野横断的
ネットワーク

コミュニティソーシャル
ワークを行う人



第 4 章 推進体制 

 

59 
 

４．地域福祉活動を専門性で支える広域福祉圏   

（１）広域福祉圏（及び県全域）のネットワークの役割 
○ 単独の基本福祉圏では解決が困難な、専門的・広域的な取組が必要な課題（地

域リハビリテーションの推進、福祉人材確保対策、精神保健施策等）に対して、

県や専門機関が協働してネットワークを構築し、市町村等と連携して課題解決

に取り組みます。 
 
（２）県の役割 

○ 県域の職能団体、事業者団体、専門組織等の地域福祉活動を支援し、また、

これら団体の連携を促進します。 
○ 地域福祉、地域づくりに有益な事業や研究成果等を市町村や地域に提案し、

協働して取り組みます。 
○ 地域福祉のネットワークを構築するコーディネーターや地域医療・福祉に 

携わる人材の育成支援を行います。 
○ 地域福祉の考え方を普及・啓発し、地域福祉活動の普及に向けた土壌づくり

を行うとともに、市町村に対しても施策の企画・立案のための情報提供を行い

ます。 
 
（３）推進に当たっての考え方 

○ 地域福祉は、住民や関係者が主体的に日常生活圏、小域福祉圏で活動し、  

それを基本福祉圏や市町村が支えることによって実現します。 
○ 県や広域団体は、地域福祉を進めるに当たって、日常生活圏、小域福祉圏、

基本福祉圏の活動や市町村の主体性・地域性を尊重し、必要な支援を行います。 
 

 
 
 
 
（１）自治会・町内会等の地縁団体 

○ 自治会・町内会等の活動は、地域の環境美化、防災・防犯、地域の見守り、

健康づくり、イベント開催等多岐に渡っており、住民に最も身近な組織として

地域の重要な役割を担っています。 
 
○ 一方で、住民の連帯感の希薄化などに伴い、自治会・町内会等については、  

加入率の低下や担い手不足、活動の停滞等の問題が生じつつあります。 
 
○ 自治会・町内会等は、地域活動を推進するための基本的単位として、地域住

民による助け合い（互助）を高めるものであり、地方自治体等から、活動が活

Ⅲ．地域福祉の担い手として期待される団体等 
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発化し、地域の中で様々な取組を行うことが期待されています。 
 
○ また、市町村の中には、加入率を促進するため、転入者などに対して協力を

呼び掛けているところもあり、自治会・町内会等が行政と連携して地域活動に

取り組むことも大切です。 
 

（２） 社会福祉協議会 
○ 市町村社会福祉協議会は社会福祉法第１０９条第１項により、地域福祉の推

進を図ることを目的とする団体として位置づけられ、区域内の住民（地区社会

福祉協議会、自治会、町内会、住民等）や、民生委員・児童委員、ボランティ

ア団体等によって構成され、様々な社会福祉事業の企画、実施や地区社会福祉

協議会の組織づくり等、地域住民に対し社会福祉活動の参加のための援助等を

行っており、地域の多様な福祉活動をコーディネートするなど、各市町村の地

域福祉推進に不可欠な役割を果たしています。 
 
○ 地区社会福祉協議会（社協支部）は県内では５５０を超える組織があり、  

ふれあいサロン、見守りネットワーク活動、子育て支援活動等、住民が主体と

なった小・中学校区等での地域活動を行う基礎組織として定着し、地域福祉活

動の拠点として重要な役割を担っています。 
 
○ 社会福祉協議会では、若年層の参加者があまり増えず不足していること、  

また、会費や寄付金等の自主財源が伸び悩んでおり財政基盤が脆弱になってい

ること等が課題となっています。 
地域に活動拠点を確保する等により、地域住民に密着した活動を安定・継続

的に行うことや社会福祉協議会の取組に関する広報を強化し、地域住民の認知

度を上げていく取組が求められています。 
 
○ また、社会福祉協議会が扱う地域福祉の課題は社会の成熟化により複雑化し

ており、その課題の解決のためには、個別ケースに関する豊富な知識・経験と

多数の関係者との調整が必要になっています。 
そのため、個別支援と地域支援の両方のスキルを持った高度な専門性を有す

る人材の育成が求められています。 
 
○ そのような中、社会福祉法第１１０条第１項により、広域的な見地から地域福

祉を推進する団体として位置づけられている千葉県社会福祉協議会（県社協）

は、県内の幅広い関係者との連携と協働のもとに、様々な福祉課題の解決と福

祉人材の確保・育成などに取り組んでおり、県全体の地域福祉推進のために重

要な役割を果たすことが期待されます。 
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（３）民生委員・児童委員 
○ 民生委員・児童委員は、それぞれの担当地区において、住民の生活状態の把

握をはじめ、支援が必要な人に対する福祉サービスの情報提供や生活相談、助

言等の自立に向けた援助を行っています。また、行政との協働・関係機関との

連携により、地域課題の解決に取り組んでいます。 
 
○ 高齢者や障害のある人、孤立に至る人等が増加していることから、公的福祉

サービスの利用に結び付ける役割、孤立死＊や虐待等、孤立を防ぐ取組、災害時

の事前事後における要配慮者の把握と支援、認知症等自ら助けを求められない

人々への支援など、地域の状況に応じた様々な活躍が期待されます。 
 
 
（４）社会福祉法人・社会福祉施設 

○ 県内では、社会福祉法に基づき６６９の社会福祉法人（国の所管法人を除く。

２０１８年１０月１日現在）が認可されており、福祉や介護などに関する専門

スタッフが数多く在籍しています。 
    ２０１６年の社会福祉法の改正では、社会福祉法人による「地域における

公益的な取組」の実施が法人の責務として位置づけられ、法人の持つ福祉サ

ービスにおける専門性やノウハウ、地域の関係者とのネットワーク等を活か

しながら、地域づくりと連携し、地域福祉の担い手として、積極的に貢献し

ていくことが期待されています。 

 
○ 取組例としては、地域で孤立する住民を対象とした居場所づくり、生活困窮

世帯の子どもに対する学習支援など、福祉ニーズが多様化・複雑化し、既存の

制度では十分に対応できない者等に対する支援が考えられます。こうした取組

を各法人が創意工夫をこらして行うことにより、支援体制が重層化され、地域

における課題解決力が向上することが期待されています。 
 
○ また、障害福祉施設については、入所施設から地域生活へ移行した利用者等

に対する専門的支援、緊急時の支援、余暇活動支援等のバックアップ機能の強

化が求められています。 
 

（５）学校・生涯学習施設 
○ 県内には、２０１８年５月１日現在、小学校が８０３校、中学校が４０２校

設置され、また、高等学校は１８３校（全日制、定時制：市立、私立を含む。）、

高等教育機関（大学、短大等）は５２校、特別支援学校は４５校（国立、私立

を含む）設置されており、これら学校は地域の貴重な社会資源です。 
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○ 学校は、運動会や文化祭など年間行事等を通じ、地域に潤いと賑わいを与え

るだけでなく、地域交流の拠点として活用されている事例もあります。地域福

祉を推進するためには、学校を中心とした地域活動や児童・生徒と地域との交

流等を通じ、地域、学校ともに一層の活性化を図ることが大切です。 
 

○ また、各地域の公民館や図書館をはじめとする生涯学習施設で、展開されて

いる教育分野の取組と地域福祉の取組の連携を図るため、地域で一体的に進め

ることにより、相乗効果が期待できます。 
 
（６）企業・協同組合・事業者 

○ 企業の地域貢献活動として、共同募金等への寄附や環境美化活動、各種イベ

ントの実施等、事業者の特性を活かした社会貢献活動が推進されており、地域

に資源の提供を行う企業も数多く存在しています。 
 
○ また、地域の防犯拠点や災害時の行政との協定をはじめ学童保育の実施、  

高齢者の孤立化防止活動への参加等、新しい形での地域貢献も行われています。 
 
○ 地域貢献活動を行っている企業・協同組合・事業者のＰＲや支援等、企業等

への働きかけを強化し、従業員のボランティア活動への参加等、具体的な活動

を促進することが必要です。 
 
（７）NPO 法人・ボランティア団体 

○ 千葉県のＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）数は、２０１８年８月末現在で

１，９９８法人（千葉市認証分を含む）となっており、保健医療福祉、社会教

育、まちづくり、スポーツ振興、環境保全、災害救援、地域安全、人権擁護、

国際協力等、多様な分野に渡る活動が県内各地で行われています。その中で、

保健医療福祉活動で活躍するＮＰＯ法人数は最も多く、千葉県認証の法人の中

では全体の６割を占めており（複数分野で活動する法人を含む）、福祉の担い手

として大きく期待されています。 
 

○ 県内の社会福祉協議会で把握しているボランティアグループの数は２０１６

年度末で３，４８０、ボランティア数は１０５，１７７人でした（出典「ボラ

ンティア・市民活動データブック」）。２０１７年度の県政世論調査によると、

ボランティア活動に継続して参加している人の割合は１０．１％となっていま

す。ボランティア活動に参加したことのある人は３３．９％、市民活動団体＊の

活動へ参加している人の割合は３２．８％ですが、継続的な参加はまだ少ない

状況であり、より多くの人の主体的な参加を促すような環境づくりが必要です。 



第 4 章 推進体制 

 

63 
 

 
○ また、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック大会は、多くの人がボ

ランティア活動に参加する絶好の機会となります。今後の地域社会を担う若者

に対し「ボランティア精神」や「おもてなしの心」の醸成を図るとともに、地

域課題の解決に向け、地域の様々な主体を結びつけることができる人材を育成

していくことも重要です。 
 
（８）千葉県共同募金会 

○ 共同募金会は、地域福祉の推進を図るため、寄付金を募集し、集まった寄付

金を県内の社会福祉事業に配分する共同募金事業を行うことを目的に設置され

る社会福祉法第１１３条に基づく組織で、市町村社協など関係団体と協力して、

民間の地域福祉活動を財政面から支える役割を果たしています。 
 
○ 地域や職場などでの募金活動や福祉活動への助成、広報活動などを通じ県民

の福祉活動への理解と参加の促進、寄付文化の醸成などが期待されます。 
 
○ ２０１７年度の募金額は、赤い羽根募金、歳末たすけあい募金をあわせて約

６億５千万円でした。「じぶんの町を良くするしくみ」をテーマに、住民ボラン

ティアや地域福祉活動を応援するとともに、災害支援にも役立てられています。 
 

（９）広域・県域の福祉系組織 
○ 市町村区域を越えた広域、県域での福祉活動を支援する組織には、県社協の

ほか、例えば千葉県民生委員・児童委員協議会（県民児協）、千葉県社会福祉士

会等様々な団体があり、各種研修などを通じた専門職の育成や広域的なネット

ワークづくりを進めてきました。 
 
○ 地域課題が複雑化、多様化する状況において、市町村単位の組織自体が専門

性、独自性を高めており、広域・県域組織においては、これまでの取組の実効

性を向上させるとともに、組織の有する専門性を一層高め、広域・県域でなけ

ればできない活動に特化・集約化することが必要です。 
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第 5 章 地域・市町村を支援するための施策 

 

 

 

 

 

１．市町村が行う地域福祉施策への支援  

（１）現状と課題 
○ 県内の市町村数は、平成の大合併により２００３年３月末の８０から５４に

集約されましたが、人口が最大の千葉市と最小の神崎町の間では約１６５倍の

差があり、面積で最大の市原市と最小の浦安市の間では約２１倍の差がありま

す。また、それぞれ、人口構成、産業構造、地域資源も異なっており、地域福

祉の推進には、地域特性を活かした取組が不可欠です。 
 
〇 社会福祉法第１０７条では、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる

事項を一体的に定める計画として、「市町村地域福祉計画*」を策定するよう努

めることを規定しています。 
 ① 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、 

共通して取り組むべき事項 
 ② 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 
 ③ 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 
 ④ 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 
 ⑤ 社会福祉法第１０６条の３に掲げる事業に関する事項（事業を実施する場合） 
 
○ 県内市町村における、地域福祉計画の策定状況は、２０１８年３月時点で策

定済みが３３市町となっており、担当部署での人材や財源不足等により約４割

の市町村で未策定となっていますが、うち１０の市町については２０２０年度

までには策定できるよう準備を進めているところです。 
 
○ ２０１４年５月に実施した県内の市町村に対するアンケートによると、地域

福祉を進めるために市町村が重視している取組は、①相談支援体制の整備・充

実、②住民の自発的な地域づくり、地域での支え合いの支援、③市町村（地区）

社会福祉協議会との連携・協働、④住民が福祉サービスを利用するための適切

な情報提供が上位項目となっています。 
 
〇 市町村の地域福祉計画は、地域のビジョンや実現に向けての取組の方向性を

地域全体で共有するための重要な計画であり、計画の策定においては、ビジョ

Ⅰ．互いに支え合う地域コミュニティの再生 
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ン、課題、課題解決の方法を、住民とともに共有化していく過程が重要です。

地域福祉を計画的に進めるためには、各市町村社会福祉協議会との連携や地域

福祉フォーラム*の活用等により、地域のニーズに合わせた策定を行うことが求

められています。 
 

（２）取組の方向性と目標となる指標 
○ 地域福祉支援に当たっては、市町村の主体性・地域性を尊重し、協働して地

域福祉活動を支えます。 
○ 地域福祉計画の策定や地域福祉の推進に関する情報提供等を行います。 

 
 [目標となる指標]  

指標 単位 計画時 中間実績 
（2018） 

目標
（2020） 

地域福祉計画策定市町村数 市町村 30 33 54 

 
（３）主な取組 

取組名 取組内容 
①市町村地域福祉

計画*の策定の支援 
（健康福祉指導課） 

地域福祉計画を未策定の市町村に対して、各種会議な

ど様々な機会を通じて、計画の策定の働きかけを行いま

す。 
また、計画策定を検討している市町村に対して、策定

済みの市や町、社会福祉協議会、中核地域生活支援セン

ター等と連携して市民参加の手法やノウハウを伝えるほ

か、必要に応じて個別に助言を行い、円滑に策定が実施

されるように支援します。 

②福祉サービスに

関する情報の収集・

提供 
（健康福祉指導課） 

県民が、容易かつ一元的に保健・医療・福祉に関する

情報を入手することができるようにするため、県のホー

ムページにおいて、健康福祉関係の各種行政情報を総合

的に提供します。 

その他、医療福祉等の関係団体の協力を得ながら、医

療機関の実施する公開講座やイベントなど行政情報以外

の保健、医療、福祉に関する各種情報を提供します。 
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２．地域コミュニティづくり推進への支援  

（１）現状と課題 
○ 核家族化に伴う一人暮らしの高齢者や高齢者夫婦のみの世帯の増加などによ

る家族内の支え合いの低下や、社会構造・住民意識の変化による地域でのつな

がりの希薄化が指摘されています。一方、地域の課題は複雑化、多様化してお

り、従来型の施策や個別の支援だけでは解決することが難しい状況となってい

ます。 
 
○ このため、地域住民、民生委員・児童委員、自治会・町内会、社会福祉協議

会、市民活動団体＊、社会福祉法人、企業、学校、行政等様々な主体によるネッ

トワークを構築し、地域で安心して暮らせるコミュニティの再生や地域におけ

る新たな支え合いを確立する必要があります。 
 

（ア）多様な分野の担い手の連携 
○ 地域で安心して暮らせるコミュニティの再生や地域における新たな支え合い

を確立するためには、今まで地域福祉を担ってきた民生委員・児童委員や社会

福祉協議会、ボランティア団体のほか、防災、教育、就労等様々な分野の担い

手が参画・協働することが必要です。 
 
○ そのための組織の一つとして、小域福祉圏や基本福祉圏などのエリアごとに

設置される「地域福祉フォーラム*」があります。地域共生社会における地域住

民等が主体的に地域生活課題を把握し解決を試みるための場や地域包括ケアシ

ステム*における協議体19など、地域における課題解決の拠点としての活用が期

待されます。２０１８年３月末現在で小域福祉圏では３２４箇所、基本福祉圏

では３１箇所の地域福祉フォーラムが設置されています。 
 

  ○ 多様な分野の担い手の連携にあたっては、地域包括支援センター*やボラン

ティア連絡協議会等の既存組織の活用を図ることも期待されます。 
 

○ このような連携を通じて、自治会・町内会等の地縁組織同士や福祉分野の団

体同士の繋がりの強化、これまで繋がることのなかった団体同士の新たなネッ

トワークの創出が期待されます。 
 

（イ）文化・スポーツ活動をきっかけとしたコミュニティづくり 
○ 都市部等においては、今後とも一人暮らし世帯の増加が見込まれますが、  

                                                   
19協議体（地域包括ケアシステム）：市町村が主体となり、各地域における生活支援コーディネ

ーターと生活支援・介護予防サービスの提供主体等が参画し、定期的な情報共有及び連携強化を

行う場です。 



第 5章 地域・市町村を支援するための施策  Ⅰ．互いに支え合う地域コミュニティの再生 

 

67 
 

地域的な繋がりだけでは、ネットワークから漏れてくる人が生じることが考え

られます。 
 
○ そこで、趣味や文化サークル、スポーツクラブ等へ積極的に参加し、それぞ

れの活動を通じたネットワークをつくることが今後重要になっていきます。 

さらには、地域におけるイベントや関連団体等の連携等により、新たな地域  

コミュニティに発展していくことが期待されます。 
 

（ウ）地域の交流の場づくり 
○ 地域福祉活動は、自治会や公共施設などを借りて、実施することが多く、  

活動を活性化させるためには、気兼ねなく使える拠点の確保が欠かせません。

県では、習志野市内の県有地を活用し、民間事業者が拠点を整備するモデル事

業等を実施してきました。こうした取組等の成果の普及・啓発や、高齢者や障

害のある人、子どものふれあいの場となる地域の交流の場づくりが必要です。 
 
（２）取組の方向性と目標となる指標 
○ 地域福祉を担うため、様々な分野の担い手の参画及び連携の場づくりを支援し

ます。 
○ 福祉施設、医療機関、学校、事業所は地域の貴重な社会資源として地域福祉活

動との協力体制を構築し、その活用を進めます。 
 

 [目標となる指標] 
指標 単位 計画時 中間実績 

（2018） 
目標

（2020） 
基本福祉フォーラムの 
設置（市町村）数 箇所 24 33 

（見込み） 42 

小域福祉フォーラムの 
設置数 箇所 280 331 

（見込み） 400 

※地域福祉フォーラム*設置支援事業の助成を受けた地域数であり、実際の「多

様な分野の担い手の連携」組織の数とは異なる。 
 
（３）主な取組 

取組名 取組内容 
①地域に関わる様々な

主体との連携促進 
（健康福祉指導課） 
（環境生活部県民生活 
・文化課） 

○ 地域コミュニティづくり推進の支援 
社会福祉協議会、民生委員児童委員協議会、  

ＮＰＯ、ボランティア団体等多様な地域福祉推進 

主体の協働による、事業展開ができるよう、様々

な手法を活用し地域社会づくりの推進を支援しま

す。 
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○ 地域福祉フォーラム*の設置支援 
  当事者、民生委員・児童委員、ボランティア団

体（ボランティア連絡協議会）、社会福祉法人、老

人クラブ、保健医療・福祉分野の従事者、里親20、

医療機関、学校等、その他の福祉分野に限らない

様々な地域福祉の担い手が分野横断的なネットワ

ークを構成し、県域や市町村域などの各区域にお

ける地域福祉活動をそれぞれの職種の持つノウハ

ウで支援する組織（「地域福祉フォーラム」）の設

置を支援します。 

○ 地域に関わる様々な主体と市民活動団体＊等の

連携・協働の促進 
地域課題の解決に向けては、市民活動団体、地

縁団体、社会福祉協議会、学校・大学、企業、行政

などがそれぞれの特性や強みを活かして連携・協

働することが効果的であることから、協働による

地域コミュニティづくりを支援するとともに、協

働・連携する上で必要となる考え方や手法を学ぶ

機会を提供します。 
また、様々な主体の連携を促進するため、優れ

た事例に取り組んでいる団体を表彰する「ちばコ

ラボ大賞」を実施します。 

②スポーツ推進による

健康づくり・地域コミュ

ニティづくりの促進 
（教育庁体育課） 

子どもから大人、高齢者や障害のある人などがス

ポーツを通じて健康づくりに取り組むことや、スポ

ーツ推進を通じた地域コミュニティづくりを促進す

るため、地域住民や生涯スポーツ関係機関・団体等

と連携し、 
○生涯スポーツ指導者養成による地域スポーツの活

性化 
○「総合型地域スポーツクラブ」の設立・活性化支

援の促進 
○県立学校体育施設の開放及び積極的な活用支援 
などに取り組み、地域に応じたスポーツ環境の整備

を図ります。 
                                                   
20 里親：様々な事情で家庭で暮らすことができない子どもたちを、自分の家庭に迎え入れ、一

時的にあるいは継続的に家庭的な雰囲気の中で、温かい愛情と正しい理解を持って養育してくだ

さる方です。 
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３．地域の課題解決に向けた取組や仕組みづくりへの支援 

（１）現状と課題 
○ 地域の課題は複雑化・多様化しており、特定の個人や機関だけでは支援が必要

な人を支えることが困難になっています。また、２０１１年３月に発生した東日

本大震災を契機として、地域住民による日常的な支え合いの重要性も改めて認識

されています。 
 
○ 子ども、高齢者、障害のある人などすべての人々が地域、暮らし、生きがいを

共に創り、高め合うことができる地域共生社会の実現を目指し、住民が主体的に

地域課題を把握して解決を試みる地域づくりが必要です。 
 
○ このため、福祉関係団体のみならず、地域住民、ボランティア、市民活動団  

体＊、企業、学校、行政など、地域内外の様々な主体が知恵を出し合い、力を結集

させる仕組みづくり、取組が求められています。 
 
○ また、社会福祉法人は、地域福祉を支える担い手として、これまで培ってきた

福祉サービスに関する専門性やノウハウ、地域の関係者とのネットワーク等を活

かしながら、「地域における公益的な取組」の実践を通じて、他の事業主体では対

応が困難な地域におけるニーズに対応していくなど、地域づくりに積極的に貢献

していくことが求められています。 
 
（ア）支援が必要な人の把握 
○ 自治会・町内会の組織力の弱まりや地域での交流機会の減少、プライバシー

保護の意識の高まりなどにより、これまで地域で支え合ってきた日常的に支援

を要する人々に支援の手が届きにくくなっています。 
 
○ 支援が必要な人は、日常的な支援が必要であるとともに、災害などの緊急時

には自力で避難することが困難なため迅速な支援が必要となる人もいることか

ら、事前に支援を必要とする人がどこに住んでいるのか把握しておく必要があ

りますが、地域の支え合う力が低下する中、行政機関など特定の機関のみによ

る把握は困難です。 
 
○ このため、個人情報の取扱いには細心の注意を払いつつ、日頃から民生委員・

児童委員、社会福祉協議会、社会福祉法人、地域包括支援センター*、地縁団体、

ボランティア団体、老人クラブ、ＮＰＯ、自主防災・防犯組織、消防団など、

様々な地域福祉の担い手と市町村が連携を図り、地域に住んでいる支援を必要

とする人の実態を把握するとともに、関係機関等で情報を共有し、日常的な支

援体制と災害など緊急時の支援体制を一体的に構築していくことが重要です。 
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（イ）高齢者の孤立化対策 
○ 社会から「孤立」し、死後、長期間放置されるような、いわゆる孤立死*が社

会問題となっており、県内においても、一人暮らしの高齢者の割合が高い地域

で問題が顕在化しています。 
 
○ 今後、一人暮らし高齢世帯及び夫婦のみの高齢世帯や核家族世帯のさらなる

増加が見込まれる中、そのような世帯の増加を前提とした地域づくり（見守り

ネットワークの構築等）を進めていく必要があります。 
また、地域の見守りと介護保険制度の連携による重層的な見守り・支え合い

体制の構築が必要です。 
 

○ そうした中、孤立化を早期に察知するため、ライフライン関係事業者や新聞・

乳酸菌飲料配達事業者、郵便・宅配事業者等と連携する自治体が増えています。 
 
（ウ）消費者被害防止対策 
○ 県内の消費生活相談窓口には、高齢者を狙った消費者トラブルの相談が数多

く寄せられています。 
 
○ 高齢者からの消費生活相談件数は、高齢者人口の増加率を上回る割合で、年々

増加し、高額な被害の相談もあります。 
 
○ また、高齢者のなかには、自ら被害に気が付かなかったり、相談をためらっ

たりする人もいて、被害が深刻化する場合もあります。 
 
○ このような消費者被害を防止するためには、高齢者自身の問題意識を高める

とともに、家族や周囲の人々が消費者被害についての認識を深め、高齢者を見

守ることが必要です。 
 
（エ）災害時の要配慮者対策 

○ 改正災害対策基本法（２０１３年６月２１日公布）では、高齢者、障害者、

乳幼児その他の特に配慮を要する者を「要配慮者」と定義し、国や地方公共団

体は、要配慮者に対し、防災上必要な措置の実施に努めなければならないこと

としています。 

併せて、要配慮者のうち、災害発生時等に自ら避難することが困難で特に支

援を要する人々（避難行動要支援者）が迅速に避難できるよう、必要な情報を

自主防災組織等に提供するため、避難行動要支援者名簿の作成が市町村に義務

付けられました。 
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○ 市町村は、避難行動要支援者名簿に基づき、一人ひとりに対する具体的な避

難支援のための個別計画を策定するとともに、バリアフリー化などに配慮した

福祉避難所*の整備等や、避難生活を送るために必要な物資、備品等の備蓄に努

める必要があります。 
 
○ また、避難行動要支援者やその家族等に対し、防災に関するパンフレットの

配布など広報・啓発を充実し、災害に備えた自助の取組を促すとともに、防災

訓練に避難行動要支援者支援を取り入れ、避難行動要支援者を含む地域住民の

積極的な参加を求めていく必要があります。 
 

○ ２０１６年８月に、岩手県下閉伊郡岩泉町の認知症高齢者グループホーム21

において、台風第１０号に伴う暴風及び豪雨による災害発生により多数の利用

者が亡くなるという痛ましい被害がありました。 

社会福祉施設等は、自力避難が困難な人も多く利用されていることから、社

会福祉施設等においては、利用者の安全を確保するため、各種災害に備えた十

分な対策を講じる必要があります。 

このため、国は、都道府県や市町村に対して、社会福祉施設等における火災、

水害、土砂災害、地震等の非常災害に対処するための具体的な計画（非常災害

対策計画）の策定状況等を点検し、必要な指導・助言を行うよう求めています。 

 
○ 要配慮者が、避難所等において心身の健康に影響を及ぼさずに生活ができる

よう、適切な支援を行うことができる人材（保健・医療・介護・福祉職等）の

確保が必要です。このため、あらかじめ関係団体等と連携を図り、必要な人材

の避難所等への配置や応援派遣ができる体制の整備が重要です。 
 

（オ）防犯対策  
○ 地域におけるつながりが希薄化する中で、防犯情報に触れる機会の少ない高

齢者等が「電話 de 詐欺22」などの犯罪被害に遭うケースが目立っています。 
 

                                                   
21 グループホーム：グループホームには、障害者のグループホームと高齢者のグループホーム

（認知症高齢者グループホーム）があります。 
障害者のグループホームは、障害のある人が、専門のスタッフ等による日常生活の援助を受けな

がら、地域の中で暮らすための少人数の共同生活住居のことです。 
高齢者のグループホーム（認知症高齢者グループホーム）は、少人数による共同生活を営むこと

に支障がない認知症高齢者が、食事の支度、掃除、洗濯等を介護従事者と共同で行い、家庭的で

落ち着いた雰囲気の中で生活を送るための共同居住形態のことです。 
22 電話 de 詐欺：「電話その他の通信手段を用いることにより、対面することなく、面識のない

不特定の者をだまし、架空または他人名義の口座に現金を振り込ませたり、現金を準備させて受

け取りに来たりする手口の詐欺」を言い、「オレオレ詐欺」、「架空請求詐欺」、「融資保証金詐

欺」、「還付金等詐欺」はその代表的なものです。 
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○ このような人々を犯罪から守るためには、地域住民や民生委員、企業等が協

力して、無理のない範囲で、地域における声掛けや見守り、注意喚起等の防犯

活動に継続的に取り組むことが有効です。 
また、地域住民がこれらの活動に参加することを契機として、他の様々な地

域活動に参加することが期待されています。 
 
 
（２）取組の方向性と目標となる指標 
○ 地域に関わる様々な主体が連携・協働して行う地域の課題解決に向けた取組や

仕組みづくりを支援します。 
[目標となる指標]  

指標 単位 計画時 中間実績 
（2018） 

目標
（2020） 

高齢者孤立化防止のため

のネットワークを構築し

ている市町村数 
市町村 39 

（2014.8.31） 53 54 

 
（３）主な取組 

取組名 取組内容 
①高齢者の孤立化

や消費者被害防止

対策等の推進 
（高齢者福祉課） 
（環境生活部   
くらし安全推進課） 

○高齢者孤立化防止対策 
高齢者が孤立することなく地域で安心して暮らせるよ

う、県民一人ひとりの地域における支え合い活動について

啓発を行う「ちば SSK プロジェクト23」に官民協働で取

り組みます。 
 

○高齢者の消費者被害防止対策 
 地域の高齢者や障害者、認知症等により判断力が不十分

な人々が消費者被害にあわないよう、民生委員や訪問介護

員、地域包括支援センター*職員等、日常的に高齢者と接す

る人々に対し、高齢者等の消費者被害の現状や消費者被害

に係る気づきのポイント、消費生活センター等への通報等

の対処法を学ぶ講座を実施するなどして、「消費者安全確

保地域協議会」等地域の見守りネットワークの構築を促進

します。 

                                                   
23 ちば SSK プロジェクト：「しない」の S、「させない」の S、「孤立化！」の K、それぞれの頭

文字を取って記号化したもので、自分自身が「孤立化しない」、自分の周りの誰かを「孤立化さ

せない」というメッセージが込められています。県では、県民一人ひとりが孤立化防止に向けた

具体的な行動を起こすきっかけづくりのため、県民シンポジウムや企業との協定締結、事業所の

協力店登録などを実施しています。 
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②災害時の要配慮

者対策の推進 
（防災危機管理部 
 防災政策課） 
（健康福祉指導課） 
（健康づくり支援課） 
（児童家庭課） 
（子育て支援課） 
（高齢者福祉課） 
（障害者福祉推進課） 
（障害福祉事業課） 
（医療整備課） 
 

市町村が行う災害時の要配慮者等に対する避難支援対

策を促進するため、県が策定した「災害時における要配慮

者及び避難行動要支援者の避難支援の手引き」を周知する

とともに、避難行動要支援者名簿の作成や同名簿に基づく

個別計画の策定に係る各種支援を行います。 
社会福祉施設等における非常災害対策計画の策定状況

や避難訓練の実施状況について点検するとともに、策定・

実施状況が不十分である場合には、市町村と連携し、必要

な指導・助言を行います。 
関係団体等との協働により社会福祉士や介護福祉士等

で構成される「災害派遣福祉チーム」を避難所に派遣し、

要配慮者に対する福祉支援を行うなど、災害時の福祉支援

ネットワークの構築を図ります。 
また、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）、保健師、

管理栄養士・栄養士、リハビリ職等により専門性が必要な

分野においても適切な支援を行えるよう体制を整備しま

す。 
 

③地域の防犯力の

向上 
（環境生活部 
くらし安全推進課） 
（警察本部） 
 

自治会などが行う自主防犯団体24の結成を促進すると

ともに、人材育成や自主防犯団体間の交流を図ります。 
また、電話 de 詐欺*や侵入盗対策の広報啓発品の配布に

より、地域住民の防犯意識を醸成します。 
 さらに、次世代を担う学生等のヤング防犯ボランティア

の育成や、パトロール資機材の整備、防犯ボックスの設置

促進など、防犯活動の活性化を支援します。 
④犯罪の起こりに

くい環境づくり 

（環境生活部 
くらし安全推進課） 

（警察本部） 

県民・地域団体・事業者等が連携して安全で安心なま

ちをつくるため、千葉県安全安心まちづくり推進協議会

を開催します。 

また、道路・公園などの生活空間での犯罪の機会を減

らすため、移動交番車の効果的な活用、地域の犯罪情勢

に即したタイムリーな情報発信などを通じて、安全で安

心なまちづくりを推進します。 

 

 
 
 
 
                                                   
24 自主防犯団体：地域の犯罪抑止のために自治会などが結成する組織のことです。 



第 5章 地域・市町村を支援するための施策  Ⅰ．互いに支え合う地域コミュニティの再生 

 

74 
 

⑤社会福祉法人に

よる公益活動の推

進 
（健康福祉指導課） 
（子育て支援課） 
（高齢者福祉課） 
（障害福祉事業課） 

○介護体験学習等への支援 
社会福祉法人などが行う小中高生等を対象とした介護

体験学習や福祉セミナー等の実施に対し支援を行います。 
 
 

○ 地域福祉の拠点としての役割を担う社会福祉施設等

への支援 
県内の社会福祉施設等が、地域福祉の拠点として、施設

の開放、文化行事の開催、災害時の拠点、児童・生徒の福

祉体験、ボランティア活動など地域の住民や学校、企業等

との関わりを持ちながら地域社会の課題解決に向けた役

割を担える体制づくりに取り組めるよう支援します。 
県内法人の「地域における公益的な取組」状況の把握と

先進事例の情報提供を行うことで、法人の取組を促す環境

整備を進めます。 
法人が「地域公益事業」を行うに当たっては、地域のニ

ーズを把握する場（地域協議会）を設置します。 
 

⑥分野を越えたネ

ットワークづくり

と社会資源の創出 
（健康福祉指導課） 
 

○ 中核地域生活支援センターによる地域の総合コーデ

ィネート 
 中核地域生活支援センター事業を通じ、市町村をはじめ

とする公的機関、福祉・医療・司法・教育等の各分野の支

援者や支援機関、当事者グループなどの関係者や、関係機

関を調整するとともに、互いのネットワークの強化を図り

ます。 
 また個別支援における課題を地域の課題として取り上

げ、関係機関や関係者と問題意識を共有するとともに、新

たなサービスや社会資源の創出を促進します。 
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１．福祉教育の推進  

（１）現状と課題 
○ 県では１９７７年から２０１８年までの間に延べ８４３校の小中高等学校を

福祉教育推進校に指定し、各学校独自の工夫において、思いやりの心と「ノー

マライゼーション（平常化、常態化）」意識の醸成に努めてきました。「地域力」

の低下が課題となっている状況を踏まえ、今後も、地域の小・中学校と社会福

祉協議会並びに近隣の高等学校をまとめて指定する福祉教育推進校指定事業を

継続し、誰もが豊かに暮らせる福祉コミュニティの形成を目指す必要がありま

す。 
 

○ さらに、「ノーマライゼーション」から一歩進んだ考え方として「ソーシャル

インクルージョン（社会的包括、共に生きる社会）」を地域社会に浸透させるこ

とが求められています。そのためには、子どもだけではなく、大人に対しても、

それぞれのライフステージに応じた「学び、集い、実践」のための環境を整え、

生涯に渡って「助け合い・支え合いのこころ」を育むことが重要です。 
 
○ 社会教育や学校教育の中で、障害や認知症、社会的孤立等に関して学ぶこと

を通じて、地域や福祉を身近なものとして考える機会を提供することが重要で

す。その際、単に知識を学ぶだけでなく、その人を多面的に理解し、お互いの

人間関係を作るようなプログラムや、地域生活課題を共有し解決していけるよ

うな学習が必要であり、学習する人の状況に応じて、段階的に取組を進めてい

くことも大切です。 
 
（２）取組の方向性と目標となる指標 
○ 地域の助け合い意識の啓発や福祉の心を育てる福祉教育を推進します。 
 

 [目標となる指標] 

指標 単位 計画時 中間実績 
（2018） 

目標
（2020） 

福祉教育推進校の数 
（累計：小・中・高等学校） 校 758 843 878 

 
 
 

Ⅱ．生涯を通じた福祉教育と地域福祉を支える人材の育成 
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（３）主な取組 
取組名 取組内容 

①福祉教育の推進 
（健康福祉指導課） 
（教育庁学習指導課） 

児童・生徒の福祉意識の醸成、福祉活動の普及・促進

を図るため、福祉教育への熱心な取り組み等を進める 

学校を福祉教育推進校として指定してその活動を支援し

ます。 
 また、学校の指定と併せ、当該小中学校区の地域も指

定し、学校・地域を通じた福祉教育を推進します。 

②県立高校に福祉

教育拠点校を設置

（教育庁教育政策課） 

松戸向陽高校を福祉教育の拠点校とし、福祉教育につ

いて研究会などを実施し、県全体の福祉教育のレベルア

ップを図ります。 
また、拠点校と福祉コースや看護科を有する学校との

ネットワークを構築することにより、連携を強化し、地

域や県全体の福祉教育の充実を図ります。 

③県立高校に福祉

関係のコース等を

設置 
（教育庁教育政策課） 

平成２９年度佐倉西高校に福祉コースを設置、平成３

１年度福祉コース設置予定の我孫子東高校実習室の設計

を実施します。 

 

２．福祉人材の確保・育成  

（１）現状と課題 
（ア）福祉人材の確保・定着対策 
○ 福祉・介護ニーズの増大が見込まれる中、福祉・介護職員の賃金水準の低さ

等から人材の確保が難しい状況に置かれており、制度の基盤を揺るがす重要な

問題となっています。 
 
○ そこで県では、福祉・介護の職場のイメージアップや労働環境を含めた総合

的な人材確保・定着対策を進めるため、２００８年９月に知事を本部長とする

「千葉県福祉人材確保・定着対策本部」を庁内に設置し、部局横断的に取組み

を検討・推進しています。 
 
○ 対策本部では、報酬の改定、介護の職場に対するマイナスイメージの払拭、

介護の職場を目指す学生等の減少等が課題であるとし、国への働きかけを行う

とともに、介護職員の処遇改善、職場の社会的評価の向上、若者等の新規参入

者の拡大等を民間事業者や福祉人材の養成校等との協働で推進しています。 
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○ 生産年齢人口の減少が見込まれる中で、多様な人材を活用するという視点で 
外国人やシニア世代の介護分野での活躍が期待されます。 

 
○ 介護の職場のイメージアップを図り、就業につなげるため、県内の介護施設に

従事する若手介護職員を「介護の未来案内人」として委嘱し、県内高等学校等に

派遣したり、SNS を活用して介護職の魅力を発信しています。 
 
○ シニア人材の就業を促進するため、５０歳以上を対象とした介護職員初任者

研修等の支援から職場体験、介護施設とのマッチングまでの支援を行います。 
 
○ 介護人材のすそ野の拡大に向け、介護未経験者を対象とした入門的研修を実

施します。また、研修修了者に対し、職場体験の実施、介護施設とのマッチング

までの支援を行います。 
 
○ 外国人介護職員の就業を促進するため、千葉県留学生受入プログラムにより、

留学生の学費や居住費の支援を実施するとともに、各種相談・支援を行う千葉県

外国人介護人材支援センターを設置します。 
 

  ○ 介護施設が負担する外国人技能実習生の日本語学習に係る費用について支援

します。 
 
○ 今後も、地域医療介護総合確保基金＊を活用し、参入促進、資質の向上、労働

環境、処遇の改善など、介護従事者の確保対策を強化していきます。 
 
（イ）コミュニティソーシャルワーカー25の育成 
○ 地域福祉の更なる推進には、一人ひとりを支える活動である個別支援（ソー

シャルワーク）と地域全体で取り組む活動である地域支援（コミュニティワー

ク）を総合的にコーディネートする、コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳ

Ｗ）が必要です。 
 
○ ＣＳＷは、資格制度や、特定の機関に配置されている人ではなく、コミュニ

ティソーシャルワークを行うスキルを持つ人のことです。制度の狭間や複数の

福祉課題を抱える人、社会的なつながりの弱い人など、既存の福祉サービスや

                                                   
25 コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）：一人ひとりを支える活動である個別支援（ソー

シャルワーク）と、地域全体で取り組む活動である地域支援（コミュニティワーク）を総合的に

コーディネートして、要援助者の地域における自立した生活を支援する専門職。個別支援と地域

支援の両方を相互補完的に用いつつ、既存の地域資源を活用し、必要に応じて新たなネットワー

クやサービスを構築することで、地域住民を主体とする誰もが暮らしやすい地域社会づくりを担

う人です。 
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地域での助け合いだけでは対応が難しい課題に取り組む役割を持ちます。地域

において、支援を必要とする人の生活圏や日常の人間関係などを重視した支援

を行うとともに、公的制度のサービスだけでなく、地域を基盤とする支援活動

を発見して支援を必要とする人に結び付けたり、新たな福祉サービスを開発す

ることが期待されます。 
 
○ ＣＳＷは、例えば、総合相談支援機能において支援のコーディネートを担っ

たり、自立相談支援機関（生活困窮者自立支援法）や地域包括支援センター*（介

護保険法）、相談支援事業所（障害者総合支援法）など、地域における相談支援

機関の中に配置することが期待されており、国においては「相談支援包括化推

進員」として配置を支援しています。 
 
○ 県では、民生委員・児童委員やボランティア等の地域福祉活動を担う人や、

社会福祉協議会や地域包括支援センター等で社会福祉等に係る個別支援又は相

談支援を担う人に対して、コミュニティソーシャルワークの知識・技術を普及

することで、ＣＳＷの育成を推進しています。 
 
（２）取組の方向性と目標となる指標 
○ コミュニティソーシャルワーカー＊の育成を支援します。 

 [目標となる指標]   

指標 単位 計画時 中間実績 
（2017） 

目標
（2020） 

コミュニティソーシャル

ワーカー育成研修受講者

数（累計） 
人 1,697 

(2013 年度末) 3,007 3,600 

 
（３）主な取組 

取組名 取組内容 
①福祉人材の確保・

定着対策の推進 
（健康福祉指導課） 
（高齢者福祉課） 

「地域医療介護総合確保基金＊」を活用し、次の事業を

行います。 
①介護分野への新規就業や離職者の再就業の促進 
②事業者と求職者のマッチング機能の強化 
③介護職員のキャリアアップの支援 
④介護の未来案内人事業 
⑤期待しています！シニア人材事業 
④介護ロボット26の導入支援 

                                                   
26 介護ロボット：センサー等により得られた情報を解析し、その結果に応じた動作を行い、日

常生活支援における、①移乗介護、②移動支援、③排泄支援、④見守り・コミュニケーション、

⑤入浴支援、⑥介護業務支援のいずれかの場面において使用され、介護従事者の負担軽減効果の

あるロボットです。 
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また、２０１９年度から外国人介護職員の就業を促進

するため、千葉県留学生受入プログラムにより、留学生

の学費や居住費の支援を実施するとともに、各種相談・

支援を行う千葉県外国人介護人材支援センターを設置し

ます。 
②福祉人材センタ

ーの運営 
（健康福祉指導課） 

豊かな人間性を備えた資質の高い人材を確保するとと

もに、これらの人材の専門的知識・技術及び意欲を高め、

県民ニーズに対応した適切な福祉サービスの提供を行な

うため、千葉県福祉人材センターにおいて、社会福祉事

業に従事しようとする人の就労の援助、社会福祉施設経

営者に対する相談等を行います。 
また、人材定着アドバイザー（メンタルヘルスサポー

ト相談員）を配置し、業務上の悩み、労働環境等に関す

る相談に応じています。 
③コミュニティソー

シャルワーカー＊の

育成 
（健康福祉指導課） 

地域福祉活動を担う人を対象とする「基礎研修」、社会

福祉等に係る個別支援又は相談支援を担う方を対象とす

る「専門研修」、専門研修の修了者を対象とする「フォロ

ーアップ研修」を実施し、地域において活躍する者の育

成・スキルアップを図ります。 
 

３．高齢者等の地域活動への参画支援  

（１）現状と課題 
（ア）老人クラブ 
○ 老人クラブは、高齢者の知識及び経験を活かし、生きがいと健康づくりのた

めの多様な社会活動を通じ、老後の生活を豊かなものにすることを目的とした

自主的な組織で、概ね自治会・町内会単位で組織されており、クラブ数とその

会員数は減少傾向にはありますが、約２，９００のクラブと１２万人以上の会

員が県内で活動しています。 
 
○ 老人クラブの活動は、シニアスポーツ、文化サークル活動、一人暮らしの高

齢者宅への訪問活動、各種ボランティア活動等多岐に渡り、本人の興味や関心

に合った活動から始められ、仲間や地域とのつながりを育み、地域活動の範囲

を広げていくことができる特徴があります。 
 
（イ）千葉県生涯大学校27 
○ 県では、急速な高齢化と、高齢者の地域活動（福祉施設等におけるボランテ

ィア活動や自治会活動など）参加意欲の高まりを踏まえ、２０１３年度から生

                                                   
27 千葉県生涯大学校：55 歳以上の人たちに対し、新しい知識の習得、仲間づくり、生きがいの

高揚及び地域活動の担い手となることの促進などを目的に、県内 5 地域に設置しています。 
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涯大学校において、地域活動の担い手となる人材の養成を充実させています。 
 
○ また、生涯大学校の卒業生が地域活動に参加することを促進するため、５つ

の全学園にコーディネーターを配置し、地域活動の情報提供や活動の仲間づく

り等について支援しているところです。 
 
 （ウ）多様な社会参加 
  ○ 高齢者の多様性・自発性を十分に尊重しながら、高齢者自身が地域社会の中

でこれまでの経験や知識を生かし、主体的に地域の一員として役割を果たして

いく地域社会づくりが求められています。 
 
（２）取組の方向性と目標となる指標 
○ 超高齢社会を迎え、元気な高齢者が地域活動の担い手として活躍できるよう、

互いに支え合う地域づくりを推進します。 
 [目標となる指標]   

指標 単位 計画時 中間実績 
（2017） 

目標
（2020） 

生涯大学校＊卒業時アン

ケートで地域活動に参加

すると回答した学生数 
人 1,006 卒業生の 

85％ 
卒業生の
82％ 

（３）主な取組 
取組名 取組内容 

①生涯現役社会に

向けた意識の醸成 
（高齢者福祉課） 

高齢者が年齢でなく意欲や能力に応じて活躍する社会

の実現に向け、高齢者自身、そして若い世代に向けた高

齢者に関する意識改革を行うため、自らの責任と能力に

おいて自由で生き生きとした生活を送る高齢者や、地域

活動を積極的に行っている高齢者のグループ等を広く紹

介します。 
②千葉県生涯大学

校による地域活動

を担う人材の養成

等 
（高齢者福祉課） 

千葉県生涯大学校において、地域活動のスキルやノウ

ハウを学ぶ地域活動学部及びリーダー養成を行う地域活

動専攻科で学んだ学生が地域活動の担い手となることを

促進します。 
 さらに、各学園にコーディネーターを配置し、地域活

動に参加したい卒業生とボランティア等を必要とする地

域の団体とをマッチングするなど、卒業生の地域活動参

加への支援を強化します。 
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③老人クラブ活動

の活性化 
（高齢者福祉課） 

単位老人クラブ、市町村老人クラブ連合会及び県老人

クラブ連合会の健康づくりや地域支え合い、若手高齢者

組織化・活動支援事業など様々な活動に対し助成し、老

人クラブ活動の活性化を支援します。 

 

４．地域活動に取り組む県民への支援  

（１）現状と課題 
（ア）ボランティア・ＮＰＯ等の市民活動 
○ 県内市町村社会福祉協議会に登録されているボランティア数は９５，０５２

名にのぼり、その内訳はグループボランティアが３,４１８グループで会員  

８２,１８３名、個人ボランティアが１２,８６９名となっており、社会福祉分野

のみならず、環境保全や教育分野など幅広い分野で活動を行っています。（千

葉県社会福祉協議会調：２０１７年３月末日） 
 
○ 東日本大震災等の経験から被災時には多くのボランティアの活動が見込まれ

るため、災害が起こったときに現地で適切な支援を行う専門的な能力を備えた

人材の養成が必要です。また、共助の精神で地域をサポートするボランティア

の確保・養成が求められており、常日頃からの連携体制の強化が重要です。 
 
○ 一方、２０１７年度に実施された「第５４回県政に関する世論調査*」によれ

ば、市民活動団体＊やボランティア活動に関心がある人の割合は「大変関心があ

る」「まあ関心がある」をあわせて４１．９％です。一方、市民活動団体の活動

に参加した経験のある人の割合は３２．８％、ボランティア活動経験のある人

の割合は３３．９％であり、関心がある人との差があることから、今後、活動

についての適切な情報発信と、関心を参加につなげる機会の提供が必要です。 
 
○ 多くの市民活動団体などでは人口減少や高齢化などによる人材不足が深刻 

な課題となっていることから、市民活動への理解や参加を促進するとともに、

地域コミュニティを支える人材を育成する必要があります。 
 

（イ）民生委員・児童委員 
○ 民生委員・児童委員は、県内で８，８３０名（２０１８年４月１日現在）委

嘱されており、担当地区の支援を要する人に対する、福祉サービスの情報提供

や生活相談・助言等の活動を無償で行っています。 
２０１８年４月１日現在、委員定数に対して２９２名の欠員が生じており、

主に都市部において民生委員・児童委員の確保が難しくなっています。 
 
○ 民生委員・児童委員については、個人情報保護法の施行による情報管理の徹
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底や地域住民の個人情報への意識の高まりなどにより、必要な個人情報が提供

されない場合がありますが、民生委員・児童委員には民生委員法により守秘義

務が課せられていることを踏まえ、適切な情報提供が望まれます。 
 
○ 民生委員・児童委員の活動が広範囲に渡っていることにより、支援を要する

人への相談・自立支援以外の協力業務が多く、役割や活動範囲の明確化を求め

る声も挙げられています。 
 また、民生委員・児童委員の役割や活動内容についてより一層周知し、活動

しやすい環境づくりを整えていく必要があります。 
 
（２）取組の方向性と目標となる指標 
○ 県民のボランティア活動に対する理解を深め、参加を促進するため活動体験の

場と機会の提供や広報・普及啓発を行うとともに、研修等を通じて人材の育成を

図ります。 
 [目標となる指標] 

指標 単位 計画時 中間実績 
（2017） 

目標
（2020） 

社会福祉等のボランティ

ア登録数 人 95,298 95,052 
増加を目指

します 
 
（３）主な取組 

取組名 取組内容 
①ボランティアの

振興 
（健康福祉指導課） 
（環境生活部 

県民生活・文化課） 

ボランティア・市民活動リーダー等の養成、ボランテ

ィアグループ等の組織化への支援、児童・生徒の福祉活

動体験、高齢者のボランティアに対する支援などを推進

します。 
 また、いつでも誰でも、ボランティア活動に参加でき

る体制の整備を構築し、災害時に必要となる対応をはじ

め、地域に眠るボランティアニーズを掘り起こし、ボラ

ンティアと結びつけることで、地域福祉を推進していく

こととします。 
さらに、災害時のボランティア活動を支援する千葉県

災害ボランティアセンター連絡会との連携を図るととも

に、ボランティアコーディネーター研修（災害編）を実

施していきます。 
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 また、誰もが当たり前のように社会貢献活動に参加し、

地域のみんなで創る支え合いと活力ある社会を実現する

ため、ボランティア活動に対する理解や参加の促進に関

する情報を発信するとともに、活動を体験する機会を提

供します。さらに、地域コミュニティを支える人材づく

りのため、様々な主体を結びつける役割を担うコーディ

ネーターの育成や次世代を担う若者のボランティアマイ

ンドを醸成します。 
東京２０２０大会を契機として盛り上がったボランテ

ィア活動への参加機運が、大会後も引き続き維持・継続

されるよう、都市ボランティア28の参加者などにボラン

ティア情報を案内するなど、活動機会を提供していきま

す。 

②民生委員・児童委

員活動の充実強化 
（健康福祉指導課） 

 民生委員・児童委員活動の充実強化を図るため、民生

委員活動費等の適切な支給に努めるとともに、生活困窮

者自立支援制度を始めとする諸施策の中で求められる民

生委員・児童委員の役割について、十分な理解が得られ

るよう、必要な知識・技術についての研修を実施します。 
 また、民生委員・児童委員活動の円滑な実施に資する

ため、適切な個人情報の提供がなされるように、市町村

に対する助言を行うとともに、市町村及び関係機関と連

携し、各種会議等の機会を活用して民生委員・児童委員

の役割や活動内容を一層周知していきます。 

 

 
 

                                                   
28 都市ボランティア：東京２０２０オリンピック・パラリンピック協議大会において、競技会

場周辺の駅や空港などで、交通案内や観光案内等の「おもてなし」を行うボランティアのことで

す。 
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１． 地域包括ケアシステムの構築促進  

（１）現状と課題 
○ 地域包括ケアシステム*とは、高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを

続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援サービスが地

域の中で一体的に提供される仕組みのことです。各地域でのシステム構築のた

めには、医療や介護等の専門職だけでなく、地域の一人ひとりが仕組みの担い

手として、地域づくりへ参加することが重要です。 
 
○ 地域包括ケアシステムは、多様な資源を活用して地域の特性に応じて市町村

が主体的につくり上げていくものですが、医療・介護連携の体制づくりや、認

知症施策等、市町村が課題とする分野への支援が必要です。 
 
○ 市町村が設置し、地域住民からの総合相談や権利擁護、介護予防のケアマネ

ジメント等を行う「地域包括支援センター*」が地域包括ケアシステム構築の要

としての役割を十分に担えるよう、その機能の強化を図ることが重要です。 
 
○ 地域住民や多職種の参加を得て個別事例から地域課題を抽出し、施策につな

げる地域ケア会議は、地域のネットワークの拡大や関係者間の課題意識の共有

につながることから、理学療法士29、作業療法士30、言語聴覚士31、薬剤師、栄

養士などの各専門職にも参加をより積極的に呼びかけるほか、地域の実情に応

じて効果的に開催することが必要です。 
 
○ また、後期高齢者は、慢性疾患による受療が多い、疾病の罹患率が高い、複

数の疾病にかかりやすい、要介護や認知症の発生率が高い等の特徴があり、医

療サービスと介護サービスの両方が必要となる場合も少なくありません。病院

を退院した患者が自宅や地域で必要な医療・介護サービスを受けられるよう、

医療機関の役割分担と連携を進めるとともに、在宅医療と介護との連携体制を

構築し、切れ目のない医療・介護サービスの提供体制をつくることが必要です。 
                                                   
29 理学療法士：国家資格であり、医師の指示の下に、身体に障害のある人に対し、その基本的

動作能力の回復を図るため、治療体操その他の運動を指導し、電気刺激、マッサージ、温熱その

他の物理的な施術を行う者をいいます。 
30 作業療法士：国家資格であり、医師の指示の下に、身体又は精神に障害のある人に対し、そ

の応用的動作能力又は社会適用能力回復のため、手芸、工作その他の作業を指導する者をいいま

す。 
31 言語聴覚士：国家資格であり、音声機能、言語機能又は聴覚に障害のある人に対し、その機

能の維持向上を図るため、言語訓練その他の訓練、これに必要な検査及び助言、指導その他の援

助を行う者をいいます。 

Ⅲ．医療・福祉サービスの安定的な供給と地域活動基盤の強化 
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○ 入院から在宅への切れ目のない支援を行うためには、在宅医療・介護に関わ

るサービス基盤の整備とともに、保健・医療・福祉・介護の更なる連携が必須

です。病院や地域におけるかかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤

師・薬局、看護職員、介護支援専門員（ケアマネジャー32）等の多職種が連携し

ながら、患者の状況に応じて、必要な在宅医療や介護サービス提供方針の検討、

共有ができる体制の構築が求められています。 
 
○ 加えて、本人の支援だけでなく、本人の身近な支援者であり介護負担の大き

い家族の支援も重要です。 
 

○ 一方、元気な高齢者に対しては、介護が必要な状態にならないことが大切で

す。一人暮らしの高齢者や簡単な支援を必要とする高齢者も増えていきますの

で、介護予防・生活支援の必要性が増加していきます。そこで、地域で行われ

る介護予防の取組を充実させ、ボランティア、NPO、民間企業等、多様な主体

が生活支援サービスを提供できる体制づくりに努め、サービスを充実させるこ

とが必要です。 
 

（２）取組の方向性と目標となる指標 
○ 地域包括ケアシステムを構築する市町村を総合的に支援し、在宅医療の充実、

医療・介護サービスの基盤の整備、医療と介護の連携強化等、市町村が抱える

課題に対応した具体的な支援に取り組みます。 
○ 在宅医療を支える診療所・病院や訪問看護ステーション33、それに関わる人

材等の医療資源が不足しているため、これらを増やす取組を進めます。 
 
 [目標となる指標] 

指標 単位 計画時 中間実績 目標
（2020） 

地域の医療・介護関係者

等が参画する会議を開

催している市町村数 
市町村 6 54 

(2018) 54 

「定期巡回・随時対応型

訪問介護看護」を実践し

ている市町村数 
市町村 15 21 

（2019.1 末） 35 

在宅患者訪問診療実施

診療所数・病院数 
箇所 （中間見直しにお

いて指標を設定） 
737 

(2016) 976 

 
                                                   
32 ケアマネジャー：→「介護支援専門員」参照 
33 訪問看護ステーション：病気や障害を持った人が住み慣れた地域や家庭で療養生活を送れる

ように、看護師等が生活の場に訪問し、療養上の世話又は必要な診療の補助を提供するサービス

機関です。 
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指標 単位 計画時 中間実績 
（2017） 

目標
（2020） 

訪問看護ステーション

数* 
箇所 （中間見直しにお

いて指標を設定） 338 395 

 
（３）主な取組 

取組名 取組内容 
①地域包括ケアシ

ステム*の推進体制

構築への支援 
（高齢者福祉課） 
 

県民に対し、地域包括ケアシステムについて、分かり

やすく自らの問題として考えられるよう、啓発を行いま

す。 
また、市町村の地域包括ケアシステムの構築に向けた

取組に対し、研修の実施、人材の育成、情報提供等個別

具体的な助言、支援を行います。 
 

②在宅医療の充実 
（健康福祉政策課） 
（高齢者福祉課） 
（医療整備課） 
 

在宅医療を支える診療所や訪問看護ステーション、そ

れにかかわる人材等の増加に取り組みます。 
患者が住み慣れた自宅や地域で安心して療養生活を送

ることができるようにするため、かかりつけ医を中心と

した在宅医療提供体制整備を関係団体と連携を図りなが

ら促進します。 
 

③介護サービス基

盤の整備・充実 
（高齢者福祉課） 
 

要介護高齢者の在宅生活を支えるため、地域医療介護

総合確保基金＊も活用しながら「定期巡回・随時対応型訪

問介護看護」や「看護小規模多機能型居宅介護複合型サ

ービス」などの地域密着型サービス34の整備を促進しま

す。 
 

④保健・医療・福祉・

介護の連携強化 
（健康福祉政策課） 
（高齢者福祉課） 
 

医療と介護の広域的な連携を図るための場を地域の実

情に応じて提供するほか、市町村職員等を対象とした勉

強会の開催や医療と介護の連携の相談に関する研修等を

実施するなど、連携に取り組む市町村を広域的な観点か

ら支援します。 

また、患者、利用者の視点に立って、入退院支援、日

常の療養支援、急変時の対応、看取り等の場面に応じて

切れ目ない医療・介護を提供するための多職種連携を促

進します。 

 

                                                   
34 地域密着型サービス：高齢者が要介護状態になっても、できる限り住み慣れた地域で生活を

継続できるよう、身近な市町村で提供されるサービスです。原則として事業所指定をした市町村

の住民だけがサービスを利用できます。 
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 急性期から回復期までの治療を担う地域の医療機関の

役割分担と連携、更には健康づくり・介護サービス等と

連動する体制として「循環型地域医療連携システム35」の

構築を推進し、医療提供体制の強化・充実を目指すとと

もに、効率的で質の高い医療提供体制の構築を図ります。 

 多職種協働を進めるため、地域の実情に応じて、入退

院時の医療と介護の連携のための「千葉県地域生活連携

シート」（介護支援専門員*と医療機関等が患者の身体・生

活機能等の情報を共有するためのツール）の普及活用を

図ります。 

 

⑤地域リハビリ 
テーションの推進 
（健康づくり支援課） 

病院での急性期リハビリテーション等から地域（在宅）

に戻ってからの地域生活期リハビリテーションまでを 

有機的に機能させ、寝たきり予防や地域社会への参加が

実現されることを目的として、保健・医療・福祉関係機

関等の連携を図り、急性期・回復期・地域生活期と連続

したリハビリテーションが受けられる体制の整備を推進

します。 

⑥認知症地域支援

体制の構築 
（高齢者福祉課） 

認知症に対する正しい理解の普及啓発と認知症にやさ

しいまちづくりを推進するため、認知症サポーター養成

講座や県民研修、徘徊・見守りＳＯＳネットワークの  

構築を促進します。 
また、早期診断と適切な医療・介護連携体制の整備、

多職種協働を推進するため、「認知症疾患医療センター36」

をはじめとした地域における認知症に関する医療体制の

整備、認知症の循環型地域医療連携システムの構築促進、

「オレンジ連携シート37」の普及に取り組むほか、初期集

中支援チーム等が有効に機能するよう市町村を支援しま

す。 
 

                                                   
35 循環型地域医療連携システム：患者を中心として、急性期から回復期までの治療を担う地域

の医療機関の役割分担と連携、更には健康づくり・介護サービスと連動する体制です。 
36 認知症疾患医療センター：保健・医療・介護機関等との連携を図りながら、認知症疾患に関

する鑑別診断、行動・心理症状（ＢＰＳＤ）と身体合併症に対する急性期治療、専門医療相談等

を実施するとともに、地域保健医療・介護関係者への研修等を実施することにより、地域におけ

る認知症疾患の保健医療水準の向上を図る医療機関です。 
37 オレンジ連携シート：認知症に携わる様々な専門職が、支援に必要な情報を共有しながら、

必要に応じて助言依頼・意見交換なども行うことができ、県内全域で利用可能なツールとして千

葉県が作成した様式です。 
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さらに認知症支援に携わる人材を養成するため、専門

職の資質の向上、認知症コーディネーターの養成及び普

及を図ります。 
また、認知症相談体制の強化を図るため、認知症介護

の専門家や経験者等が対応する「ちば認知症相談コール

センター」を設置し、電話相談に加え面接相談を実施す

るとともに、若年性認知症の方を対象に、医療・福祉・

就労の関係機関とのつなぎ役として「若年性認知症支援

コーディネーター38」を配置し、生活全般をサポートしま

す。 
⑦介護予防、自立

支援及び重度化防

止の推進 
（高齢者福祉課） 

介護予防、自立支援及び重度化防止に関する先進的な

取組を集積し、市町村に情報提供するとともに、介護予

防市町村支援検討会議により介護予防の取組の評価・推

進を図ります。 
また、介護予防のための地域ケア個別会議の立上げを

促進するため、国のモデル事業を実施する市町村に対し

アドバイザーを派遣し支援を行うとともに、モデル事業

の成果をもとに、効果的な介護予防が実施されるよう、

市町村支援に努めます。 

⑧生活支援体制整

備の促進 
高齢者の在宅生活を支えるため、NPO、ボランティア、

民間企業等の多様な主体による介護予防・生活支援サー

ビスの提供体制の構築や、関係者間のネットワーク化を

図りながら協議体*を設置する県内市町村の実施状況等

や他県での事例の情報を収集し、市町村に提供します。 
また、生活支援サービスの充実・強化や担い手の育成

等を行う生活支援コーディネーター39の養成を行います。

併せて、既に活動している生活支援コーディネーターの

資質向上を図ります。 
 
さらに、「我がまちシニア応援プロジェクト」として、

高齢者の生活支援に取り組む団体の運営を支援するた

め、情報発信やマーケティング等に関する専門的な知識・

経験を有する人材を派遣します。 

                                                   
38 若年性認知症支援コーディネーター：若年性認知症の人やその家族等からの相談及び若年性

認知症の人やその家族等の支援に携わる者のネットワークを調整する役割を担う者です。 
39 生活支援コーディネーター：生活支援サービスの充実及び高齢者の社会参加に向けて、①地

域資源や高齢者のニーズの把握、②生活支援サービスの担い手の養成や発掘、③地域に不足する

サービスの創出や活動する場の確保などを行うことで地域の支え合いの体制を構築する人です。 
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２．地域で住み続けるための福祉施設・サービスの充実  

（１）現状と課題 
  ○ 支援を要する人の住まいの確保は、地域生活の初めの一歩です。高齢者の住

まいの確保については、高齢者居住安定確保法により、行政が高齢者に適した

居住環境の確保と高齢者の安定的な居住に係る施策を講ずることとされてい

る一方、障害のある人の住まいの確保については、地域生活移行や障害のある

人の数の増加に対し、必要な住まいの場が十分確保できているとは言えない状

況にあり、住宅部門と福祉部門の連携が不可欠です。 
 
○ 高齢者については、自宅に住み続けることはもとより、サービス付き高齢者

向け住宅や有料老人ホーム等への住替え、特別養護老人ホーム等施設への入所

のほか、高齢者同士のグループリビングやホームシェア等、高齢期の多様な  

住まい方への対応が求められます。 
 
○ 障害のある人の数は、県内では増加傾向にあります。障害のある人が地域社

会の中で人々と共生し、その人らしく暮らせる環境を整備することは大変重要

なことであり、障害のある人の地域生活への移行は大変重要な課題となってい

ます。地域生活への移行を進めるためには、地域における住まいの場としての

グループホーム*や日中活動の場の整備が必要です。 

 

○ 障害のある人の地域移行をより一層進めるためには、強度行動障害のある人、

精神障害や身体障害のある人のためのグループホームの整備など、社会情勢に

対応した整備を進めるとともに、障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」に備

えるため、重度障害にも対応することができる専門性を有し、地域での生活で

生じる障害者等やその家族の緊急事態に対応することができる地域生活支援拠

点等の整備を促進することが求められます。 

 

○ 地域移行に関する相談支援については、入所・入院している障害のある人や

その家族のニーズを十分に把握して、住居の確保その他の地域移行に関する情

報提供を進める必要があり、「地域移行支援」サービスを活用していく必要があ

ります。 

 また、入所施設や精神科病院、グループホーム等から一人暮らしへ移行した

人に対しては、常時の連絡体制を確保し緊急事態に対応する「地域定着支援」

や「自立生活援助」などのサービスを活用していく必要があります。 

 

○ 精神科病院に入院中の人の中には、退院後の生活を不安に思っている人や、

退院したいという意欲を持てない人がいます。病院と障害福祉サービス事業者

等が連携して、退院後の生活への不安を軽減するための取組みが必要です。こ
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のために、同じ障害のある人の相談相手となったり、同じ仲間として社会参加

や、問題の解決等を支援する活動を行うピアサポーター40は必要な存在です。

引き続きピアサポーターの養成、活動の場の拡大や活動の仕組みの整備などに

取り組むことが必要です。 

 
○ 居住の確保に支援が必要な人は、高齢者、障害者などだけでなく、低額所得

者や、ＤＶや虐待を受けた人、矯正施設退所者などが考えられます。高齢者の

単身世帯が増加していることや、若年層の収入が減少していることなどから、

支援が必要な人は増加しています。 
 

○ 住まいの確保には、民間賃貸住宅の活用が有効です。しかし、入居者の孤立

や家賃滞納などの不安が大きいほど、民間賃貸住宅での受け入れは困難となり

ます。住まいの確保に課題のある場合でも、必要な生活支援を受けつつ、民間

賃貸住宅へ円滑に入居できれば、結果として、公営住宅を始めとする公的賃貸

住宅が、住宅困窮者に対する住宅セーフティネットとしての役割を発揮しやす

くなります。 
 
○ そこで、新たな住宅セーフティネット制度では、住宅の確保に配慮が必要な

者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度や、登録住宅等への入居を支援する業

務を行う法人を指定する制度などが規定されたところであり、制度活用に向け

て取り組んでいく必要があります。 
 

（２）取組の方向性と目標となる指標 
○ 市町村と共に地域を支える医療・福祉サービスの充実を図ります。 

 
[目標となる指標] 

指標 単位 計画時 中間実績 目標
（2020） 

特別養護老人ホーム整備

数(累計) 床 21,917 27,101
（2018） 30,464 

障害者グループホーム*等

の定員 人 3,462 4,690 
（2017） 

5,900 

 
 
 

                                                   
40 ピアサポーター：障害のある人自身が自らの体験に基づいて、他の障害のある人の相談相手

となったり、同じ仲間として社会参加や地域での交流、問題の解決などを支援する活動（ピアサ

ポート）をする人をピアサポーターといいます。 
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（３）主な取組 
取組名 取組内容 

①高齢期に向けた

住まいの充実 
（高齢者福祉課） 
 

在宅での生活が可能となるような取組を進めるととも

に、広域型特別養護老人ホーム41及び介護老人保健施設

については、市町村が地域の実情により定めた当該施設

サービス目標量を基に、必要な整備が進むよう支援して

いきます。 
また、市町村が主体となって行う地域密着型特別養護

老人ホームや、認知症高齢者グループホーム*等の地域密

着型サービス*基盤の整備については、地域医療介護総合

確保基金*も活用しながら促進します。 
 

②高齢者や障害の

ある人等が安心し

て住み続けられる

環境の整備 
（健康福祉指導課） 
（県土整備部住宅課） 
（高齢者福祉課） 
 

千葉県福祉のまちづくり条例等に基づき、高齢者や障

害のある人を含むすべての人が安心して生活し、自らの

意思で自由に行動し、積極的に社会参加できる社会の構

築を目指して、総合的な福祉のまちづくりを推進します。 

高齢者や障害のある人等が外出時に安心して様々な活

動に参加できるように、公共的施設などのバリアフリー

情報を提供します。 
 
 県営住宅については、住宅の確保に特に配慮を要する

世帯の優先入居制度の充実の検討や物件の提供に取り組

みます。 
また、医療機関・介護サービス事業所との連携が図ら

れているなど、将来介護を必要とする状態になっても住

み続けることのできる、より良質なサービス付き高齢者

向け住宅の整備を促進するため、国の補助に加え、県単

独の上乗せ補助を行います。 
高齢者の持ち家のバリアフリー化を促進するため、バ

リアフリー改修のポイントや事例などを掲載した手引書

の普及啓発を図ります。 
 

 
  

                                                   
41 広域型特別養護老人ホーム：老人福祉法上の特別養護老人ホームであって、入所定員が 30 人
以上の介護保険法上の介護老人福祉施設です。施設の所在する市町村以外の住民の入所が可能で

す。 
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③入所施設から地

域生活への移行の

推進 
（障害福祉事業課） 

障害のある人を対象とするグループホーム*等は、障害

のある人が地域社会の中で人々と共生し、その人らしく

暮らすための「住まい」として重要な役割を果たしてお

り、障害者グループホームの建設費の補助やグループホ

ーム運営費等補助、グループホーム等支援ワーカーの配

置等の取組により、量的拡充及び質的充実を図ります。 

入所・入院している障害のある人やその家族のニーズ

に沿った情報提供ができるよう、地域移行支援の利用を

促進するとともに、一人暮らしへ移行した人に対する地

域定着支援や自立生活援助などのサービスを活用した支

援を推進します。 
 

④精神障害のある

人の地域生活への

移行の推進 
（障害者福祉推進課） 
（障害福祉事業課） 

精神障害のある人の地域生活への移行を支援するた

め、病院と地域が連携して退院支援を行うことにより、

地域ネットワークの構築を目指す精神障害者地域移行支

援事業を進めます。 
 また、自立した生活の維持や社会参加等を支援するピ

アサポーター*の養成等に努めるとともに、ピアサポータ

ーが積極的に活動できるよう、その役割や活動内容の周

知に努めます。 
さらに、精神科医療機関等と連携した退院促進や精神

科救急医療の充実などに取り組みます。 
⑤障害のある人一

人ひとりに着目し

た支援の充実 
（障害者福祉推進課） 
（障害福祉事業課） 

発達障害42、高次脳機能障害43、強度行動障害など、地

域の支援施設・機関では通常の対応が難しい障害につい

て、県内に拠点を設置して支援の拡充を図るとともに、

より地域に密着した支援ができるよう、民間での専門的・

広域的な支援拠点機関の普及促進や、そのための機関・

人材育成などの具体的な仕組みづくりを進めます。 
 

○ 発達障害者支援センター運営事業 
  発達障害に関する広範な問題について、発達障害児

(者)等及びその家族からの相談に応じ、適切な助言又

は指導を行います。 
                                                   
42 発達障害：自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動

性障害その他これに類する脳機能の障害であって、その症状が通常低年齢において発現する障害

をいいます。 
43 高次脳機能障害：病気や事故などの原因で脳が損傷されたことにより、言語・思考・記憶行

為・学習・注意などに障害が起きた状態をいいます。 
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○ 高次脳機能障害*支援普及事業 
  高次脳機能障害のある人に対する支援の普及を図る

ため、支援拠点を設置して機能回復・社会復帰に向け

た訓練、情報発信、研修等を実施します。 
 

⑥福祉サービスの

点検・評価 
（健康福祉指導課） 

社会福祉施設等におけるサービスの質の向上を図るた

め、第三者・外部による公正・中立かつ専門的な評価を

促進します。 

⑦住宅確保要配慮

者への配慮 
（県土整備部住宅課） 
 

住宅の確保に特に配慮が必要な低額所得者、高齢者、

障害者や子供を養育している者の入居を拒まない民間賃

貸住宅を登録し、情報提供します。 
また、賃貸住宅への円滑な入居を支援する業務を行う

法人を住宅確保要配慮者居住支援法人として指定し、情

報提供します。 
 

 
３．地域による子育て支援の充実  

（１）現状と課題 
○ 核家族化や保護者の就業形態の変化などにより、子育てを行う環境は大きく

変化しています。子育てに対する不安や負担の緩和や、子育て家庭の孤立化の

解消など、地域で安心して子どもを生み、育てられる環境の整備が急務となっ

ています。 
 
○ ２０１５年４月から始まった「子ども・子育て支援新制度」では、子育て家

庭の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業の情報提供などを

行う利用者支援事業について、市町村の取組を支援します。 
 
○ 地域での子育てを支えるためには、多様な保育サービスを提供できる環境の

整備とともに、保育現場を担う保育士の確保も重要となることから、「ちば保育

士・保育所支援センター44」を設置し、保育士の就労を支援します。 
 
○ また、親子が気軽に集い、交流や相談等ができる地域子育て支援拠点施設45

の整備や、乳幼児の一時預かりの実施、また就学児童が放課後を安全に過ごす

                                                   
44 ちば保育士・保育所支援センター：待機児童解消に向けた保育所の開設や多様化する保育の

担い手となる保育人材の確保のため、保育士に対する就職相談及び求職者ニーズに合った就職先

のあっせん等の就職支援並びに、県内保育所等に対する助言・相談等を行っています。 
45 地域子育て支援拠点施設：子育て家庭と地域をつなぐ拠点的な場として市町村により設置さ

れた、全ての子育て家庭の親と子どもが気兼ねなく集い、相談や交流ができる施設です。 
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ための放課後児童クラブ46の拡充など、地域の力を活用した子育て支援の取組

を市町村と連携して促進します。 
 
○ さらに、地域の企業や商店等の協力を得て実施する「子育て応援！チーパス

事業」を推進し、子育てを地域全体で応援する気運の醸成を図ります。 
 
○ 妊娠・出産・子育て期にわたる支援には、医療機関や市町村保健センター、

保育所、学校など、多くの機関が関わることから、関係機関同士の情報共有や

連携を促進し、各機関による支援が分断されないようにすることが重要です。 
２０１６年の法改正により母子保健法に位置付けられた母子健康包括支援セ

ンター（子育て世代包括支援センター47）には、保健・医療・福祉・教育等の関

係機関の調整役として、妊産婦や乳幼児等に対する切れ目のない支援を提供す

る役割が期待されています。 
 
（２）取組の方向性と目標となる指標 
○ 子育ての負担の緩和を図り、安心して子育てできる環境を整備するために、地

域における子育て支援の充実を図ります。 
 
 [目標となる指標]   

指標 単位 計画時 中間実績 
（2018） 

目標
（2020） 

地域子育て支援拠点事業

実施箇所 箇所 287 331 増加を目指し

ます 

 
（３）主な取組 

取組名 取組内容 
①多様な子育て支

援サービスの充実 
（子育て支援課） 

保育所の機能を活かして仕事等の社会的活動と子育て

等の家庭生活との両立を容易にするとともに、子育ての

負担を緩和し安心して地域で子育てができるよう、一時

預かりや病児保育等の多様な保育サービスの提供と地域

子育て支援拠点施設*の充実を促進するため、市町村が行

う事業に対して補助します。 

                                                   
46 放課後児童クラブ：就労などにより、保護者が昼間家庭にいない小学生の児童に対し、授業

の終了後に児童館や小学校の余裕教室などを利用して適切な遊びや生活の場を与え、その健全な

育成を図るものです。 
47 子育て世代包括支援センター：保健師や助産師がコーディネーターとなり、妊娠の始めから子

育て期にわたるすべての妊産婦の状況を継続的に把握し、必要な支援を切れ目なく提供する支援

窓口です。 
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児童福祉法の規定に基づき、就労などにより保護者が

昼間家庭にいない小学生に対し、授業の終了後に小学校

の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊び場及び生活

の場を与えて健全な育成を図る事業について、市町村が

実施する事業又は助成する事業に対して補助します。 
 

②企業参画による

子育て支援 
（子育て支援課） 

 県内や周辺エリアに所在する数多くの企業や商店等

に、商品の割引等のお得なサービスやオムツ交換場所の

提供等の安心なサービスを通じ地域における子育て支援

の担い手としての参加を求める、企業参画型子育て支援

事業「子育て応援！チーパス事業」を推進します。 
 

③子育て世代包括

支援センター*の設

置促進 
（児童家庭課） 

 「子育て世代包括支援センター設置支援事業」により、

市町村のセンター設置を後押しするとともに、センター

業務に従事する職員に対し、研修会を実施し、人材育成

を図ります。 
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１．総合的な相談支援体制づくり  

（１）現状と課題 
○ 地域福祉を取り巻く課題は、少子高齢化、障害のある人の支援、子育て、   

児童虐待、生活困窮など多様化しています。また、支援を求める人の中には、

複合的な課題を抱えるケースや、既存の相談支援機関では対応しづらい、いわ

ゆる「制度の谷間」にあるケースも存在します。 
 
○ 支援を要する人のニーズを把握し、地域の社会資源のネットワーク化を図り、

福祉サービスを提供する相談支援体制の整備が重要になっています。 
 
〇 また、社会的なつながりが弱い人や自ら声を上げる力の弱い人など支援が必  

要でありながら公的サービスに繋がりにくい人に対し、必要な相談・生活支援

のアプローチを行うためには、地域の状況を把握している自治会・町内会、民

生委員・児童委員等と、専門職などの関係機関との連携強化が重要です。 
 
○ 千葉県では、２００４年度から県独自の事業として、子ども、障害のある人、

高齢者など対象者の別にとらわれず、２４時間・３６５日体制で福祉に関する

総合相談や福祉サービスのコーディネート等を行う「中核地域生活支援センタ

ー」を設置しています。 
 

○ また、県内の市町村の中には、地域包括支援センター*や生活困窮者の自立相

談支援機関を機能強化することにより、総合的な相談支援体制を構築する取組

を進めるところも出始めています。 
 
○ 高齢者福祉・介護保険分野では、総合相談、権利擁護、ケアマネジメントな

ど包括的な支援や地域の社会資源のネットワークづくりを行う地域包括支援セ

ンターが２００６年度から制度化され、２０１８年１０月１日現在で県内  

２０４箇所が整備され、在宅福祉の推進に重要な役割を担っています。 
 
○ 障害福祉分野では、２００６年度の障害者自立支援法（２０１３年４月１日

より障害者総合支援法に改正）の施行により、福祉に係る相談支援は障害種別

にかかわらず市町村に一元化され、市町村は協議会を設置して、地域の相談支

援事業の適切な実施と相談体制の整備に取り組むことになりました。 
 

Ⅳ．支援が必要な人、一人ひとりを支える相談等支援体制の充実・強化 
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○ また、全国に先駆けて制定した、「障害のある人もない人も共に暮らしやすい

千葉県づくり条例」に基づき、身近な地域の相談役として、県内の約５７０人

を地域相談員として委嘱するとともに、相談活動をコーディネートする専門職

として広域専門指導員を１６ヶ所の障害保健福祉圏域ごとに１名ずつ配置し、

地域に密着した相談活動を展開しています。 
 
○ 児童福祉分野では、２０１６年度の児童福祉法の改正により、児童福祉を保

障するための国、都道府県、市町村の役割・責務が明確化され、県においては

児童相談所の強化、市町村においては要保護児童対策地域協議会48の機能強化

に取り組むことになりました。 
 
○ また、２０１６年１２月に制定した「千葉県子どもを虐待から守る条例」に

基づき、「千葉県こどもを虐待から守る基本計画」を２０１７年１２月に策定し、

市町村をはじめとした関係機関の連携とより一層の取り組み強化を方針とし、

目標と具体的な施策を示しています。 
 

（２）取組の方向性と目標となる指標 
○ 相談支援体制の充実を支援します。 
○ 相談支援員の資質の向上、各機関の役割分担と相互連携を促進します。 
 

 [目標となる指標]  

指標 単位 計画時 中間実績 
（2018） 

目標
（2020） 

対象者横断的な総合相談

窓口の設置数（県・市町村） 箇所 16 21 
増加を目指

します。 
地域包括支援センター*の

設置数 箇所 151 204 220 

 
（３）主な取組 

取組名 取組内容 
①中核地域生活支

援センターの広域

化・専門化の促進 
（健康福祉指導課） 

平成１６年１０月から実施している「中核地域生活支

援センター事業」は、子ども、障害のある人、高齢者な

ど対象者の別にとらわれず、２４時間・３６５日体制で

福祉に関する総合相談等を行う事業であり、地域におい

て重要な役割を果たしています。 
                                                   

48 要保護児童対策地域協議会：虐待を受けている子どもをはじめとする要保護児童等を早期

に発見し、適切な支援を行うために、関係機関が情報を共有し、支援内容を協議するために

各市町村に設置されるものです。 
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今後、こうした総合相談が地域住民にとってさらに利

用しやすいものとなるよう、基本福祉圏域である市町村

へのセンター機能の普及や現センターの広域化・専門化

を進めます。 
 

○包括的相談支援の実施 
制度の狭間にある人、複合的な課題を抱えた人、制度

や社会の変化から生じる新たな課題により生活不安を抱

えた人及び広域的な調整が必要な人等、地域で生きづら

さを抱えた人を分野横断的に幅広く受け止める相談支援

を行います。 
 

○市町村等のバックアップ 
市町村や各相談支援機関が相談事例に対応するにあた

って、市町村等からの求めに応じて、専門的かつ多面的

な視点に立った助言等の支援を行います。 
 

○権利擁護 
 本人や家族が認識していない権利侵害等も含め、積極

的な把握と対応に努めます。 
 

②高齢者総合相談

機能の強化（地域包

括支援センター*の

支援） 
（高齢者福祉課） 

市町村が設置する地域包括支援センターの職員に対

し、総合相談支援・権利擁護・包括的継続的マネジメン

ト支援・介護予防ケアマネジメント業務に関する研修を

行います。 
 また、地域のネットワーク構築や介護予防の取組など

の成果につながるよう、地域包括支援センター等が開催

する地域ケア会議の運営を支援します。 
 

③障害のある人の

相談支援体制の充

実 
（障害福祉事業課） 

障害のある人の相談支援体制を支援するため、市町村

が実施する相談研修会、自立支援協議会等に対して、ア

ドバイザーを派遣します。 
また、障害者総合支援法のサービス等利用計画を作成す

る相談支援専門員の質の向上を目指し、各種の研修を行い

ます。 
なお、障害児に係る相談については、手帳の有無や診

断名等に関わらず障害の可能性が見込まれる児童のため

の相談支援体制の充実を図ります。 
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④障害のある人へ

の理解促進と差別

解消 
（障害者福祉推進課） 

障害者条例49に基づく広域専門指導員・地域相談員に

よる地域に根差した周知啓発活動や各種広報媒体の使

用、人権啓発に関する講演会・研修会の開催を通し、障

害のある人への理解の促進及び障害のある人に対する差

別の解消に努めます。 
また、障害者条例による各種施策の展開により、各種

障害に対する正しい理解や偏見の解消に取り組みます。 
 

⑤児童の相談等支

援体制の強化 
（児童家庭課） 

市町村が設置する要保護児童対策地域協議会*の機能

を強化するため、専門職職員〔保健師、社会福祉士など〕

を対象とする研修を実施するとともに、精神科医師や臨

床心理士等の専門家をアドバイザーとして派遣します。 
また、県の児童相談所との連携を強化するため、合同

の研修を実施し、県と市町村で共通の子ども虐待対応マ

ニュアルを使用します。 
 

⑥社会的養護の充

実と社会的養育の

体制整備 
（児童家庭課） 

家庭における養育が困難な子どもの、家庭と同様の養

育環境である里親＊やファミリーホーム50への委託を推

進するとともに、児童養護施設等についてもできる限り

良好な家庭的環境とするため、小規模化や地域分散化を

推進します。 
また、在宅での子どもや家庭に対する支援、里親や施

設による代替養育、自立に向けた相談支援体制の構築な

ど、社会的養育の体制整備に向けた計画の策定について

検討を進めます。 
 

 
 

 

 

 

 

                                                   
49 障害者条例：障害のある人に対する誤解や偏見等による不利益な取扱いをなくすとともに、

障害のある人の生活や社会参加を妨げている社会参加や制度等の障壁(バリア)を解消することを

目的に制定された「障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」のことです。 
50 ファミリーホーム：様々な事情で家庭で暮らすことができない子どもたちを、里親と同様に

自分の家庭に迎え入れ、事業として５～６人の子どもを預かり、子ども同士の相互交流を通じて

基本的な生活習慣を身につけさせ、豊かな人間性及び社会性を養うことを目的とした里親型のホ

ームです。 
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２．生活困窮者等に対する総合的な支援  

（１）現状と課題 
○ 生活保護受給者や生活困窮に至るリスクの高い層の増加を踏まえ、生活保護に  

至る前の自立支援策の強化を図るとともに、生活保護から脱却した人が再び   

生活保護に頼ることのないようにすることが必要であり、生活保護制度の見直し

と生活困窮者対策の一体実施が不可欠となっています。 

 

○ 複数の借金を抱えて返済困難な状況に陥っている多重債務者や家族の中には、

どこにも相談できないまま借金の返済に追われ、家庭崩壊や犯罪、自殺等に追い

込まれるおそれのある人もあり、身近なところで相談できる体制の整備が必要で

す。 
 

〇 ひとり親世帯のうち、母子世帯の所得の平均は、児童のいる世帯の平均とは大

きな差があります。相対的貧困率を見ても、子どものいる世帯のうち、大人が二

人以上の世帯が１０．７％なのに比べ、大人が一人の世帯の貧困率は５０．８％

と、大幅に高くなっています。 

 

〇 子どもの貧困への対応については、２０１４年１月に子どもの貧困対策の推進

に関する法律が施行され、「子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右

されることのない社会の実現」に向けて、教育の支援、生活の支援、保護者に対

する就労の支援、経済的支援等が総合的に推進されています。 

 

〇 また、子どもの学習支援事業については、生活困窮者自立支援法において任意

事業とされていますが、低学力や低学歴が貧困の連鎖を生んでいるという意見も

あり、実施を推進していく必要があります。生活困窮世帯の子どもは、生活習慣

や社会性が身についていないなど、生活面の課題を抱えていることもあるほか、

親においても子育てに関する関心の薄さなどが指摘されています。今後は、生活

習慣の形成や改善支援など、学習支援以外の取組も求められています。 

 

（２）取組の方向性と目標となる指標 
○ 相談支援体制の充実を支援します。 
○ 相談支援員の資質の向上、各機関の役割分担と相互連携を促進します。 
 

  [目標となる指標]   
指標 単位 計画時 中間実績 

（2018） 
目標

（2020） 
自立相談支援機関における自立

相談支援員養成研修の受講率 ％ 21 89 100 

※千葉市分を含まず。 
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（３）主な取組 
取組名 取組内容 

①生活困窮者自立

支援方策 
（健康福祉指導課） 

生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図る 

ため、生活困窮者に対して幅広く対応するため、自立相

談支援事業の実施、住居確保給付金の支給その他の支援

を行うための所要の措置を講じます。 

また、本人の状況に応じた支援を行うため、必要な情

報を収集し、任意事業の実施について研究していきます。 

○ 自立相談支援事業の実施 

 生活困窮者に対して、幅広く対応する相談窓口を設置

し、本人の自立までを継続的に支えていく相談支援や包

括的な支援計画の策定を実施します。 

 また、複合的な問題を抱える生活困窮者を早期に把握

するため、関係機関とのネットワークづくりに努めます。 

○ 住居確保給付金の支給 

離職により住宅を失った生活困窮者等に対し家賃相当

の「住居確保給付金」（有期）を支給します。 

 
○ 研修の開催 
 関係団体と協力しながら、生活困窮者の支援に従事す

る職員を対象とした各種研修の実施に努めます。 

 
○ 生活福祉資金の貸付 
収入の減少や失業等により生活に困窮する世帯に対

し、必要な資金を貸し付けるため、相談支援機関と連携

して制度の周知を行うなど、効果的な支援ができるよう

に努めます。 
 

○ 町村部における就労支援先の開拓などの新しい社会

資源の創出等 
 相談支援機関が実施する支援調整会議において、町村

職員や関係機関と連携して実施することにより、町村に

おける独自支援や就労の場の開拓が有効に行えるように

努めます。 
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○ 子どもの学習支援 
 生活保護世帯等の小中学生に対し、学びの場の提供や

相談等を行い、安心して学習できる環境の提供に努めま

す。 
 
○ 認定生活困窮者就労訓練事業の認定 
 相談支援機関のあっせんに応じて、就労に困難を抱え

る生活困窮者を受け入れ、その状況に応じた就労の機会

を提供するとともに、生活面や健康面での支援を行う就

労訓練事業（いわゆる中間的就労）を促進するため、社

会福祉法人等からの申請により、事業内容や就労支援内

容が適切である旨の認定を行います。 
②ホームレス自立

支援 
（健康福祉指導課） 

千葉県ホームレス自立支援計画に基づきホームレスの

自立支援や巡回相談にあたる市町村職員や、生活困窮者

自立相談支援窓口の相談支援員に対して、説明会等の会

議の場を通じて情報提供を行い、関係機関によるホーム

レスへの自立支援が円滑に行われるように、支援してい

きます。 

③多重債務問題対

策の強化（多重債務

者の相談支援） 
（環境生活部くら

し安全推進課） 

市町村の相談窓口の整備や担当者の資質向上に努める

とともに、関係団体等と連携した相談ネットワークの構

築を図ります。 
また、多重債務やヤミ金融被害で困っている人を対象

に、弁護士や司法書士等による無料相談会をとおして問

題の解決を支援し、併せて多重債務問題対策強化月間を

設定して、啓発や広報を行います。 
 そして、福祉部門や公租公課・公共料金等の徴収部門

等による多重債務者を掘り起こし（発見）、相談部門に誘

導して問題解決や生活支援を図るとともに、教育や啓発

部門での金融経済教育による発生防止を図ります 

④子どもの貧困対

策 
（健康福祉指導課） 
（児童家庭課） 
（県土整備部住宅課） 

 生活困窮者自立支援方策に掲げた取り組みのほか、母

子父子寡婦福祉資金の貸付や、児童扶養手当の支給、ひ

とり親家庭等医療費等助成事業など、経済的な支援を行

います。 
 また、県営住宅へ入居する際の優遇措置など住まいの

確保の支援、保護者に対する就労の支援を行うほか、食

事の提供や居場所づくり、多世代交流の場となっている

「子ども食堂」の活動に対する支援を行います。 
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３．子ども・高齢者・障害のある人等の権利擁護に関する相談等支援  

（１）現状と課題 
（ア）成年後見制度* 
○ 成年後見制度は､認知症や知的障害等により判断能力が不十分になった人が、

財産の侵害を受けたり、人間としての尊厳が損なわれたりすることがないよう

に、家庭裁判所が選任した成年後見人等が本人の判断能力に応じて法律行為や

財産管理等を支援する制度です。 
 
○ 成年後見制度は、判断能力が不十分な人が地域で尊厳を持って生活するため

に重要な役割を担っていますが、申立ての手続きが難しく、金銭負担が生じる

ことや後見人となる人材が地域に不足している等の課題が指摘されています。 
 
○ 成年後見制度による支援が必要な人が誰でも制度を利用できるよう「成年後

見制度利用支援事業」の活用の促進等を進めるとともに社会福祉協議会等が専

門性を活かして法人後見に取り組むことが期待されます。また、先進的な自治

体においては地域住民を市民後見人として育成する取組が実践されており、 

その活動にも注視する必要があります。 
 
（イ）後見支援センター（日常生活自立支援事業51） 
○ 後見支援センターは、認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等のうち日常

生活の判断能力に不安がある人が地域において自立した生活が送れるよう、福

祉サービスの利用援助や財産の管理・保全等のサービスを提供しています。 
 
○ 千葉県では、千葉県社会福祉協議会が実施主体となる千葉県後見支援センタ

ーを拠点として、２０１５年度以降、全ての市町村社会福祉協議会に「市町村

後見支援センター」が設置されています。（千葉市については独自設置） 
 
○ 後見支援センターが実施している日常生活自立支援事業は福祉サービスの 

利用援助など本来の事業目的の他に生活支援や見守りの機能も果たしており、

地域でのニーズの高まりから、平成１１年度の事業開始からの累計契約者数は

３，１１９名、利用者数は１，２３６名（２０１８年３月末現在）となってい

ます。 
 

（ウ）児童・高齢者・障害者等への虐待対策 
○ 【児童】県内の児童相談所における児童虐待の相談対応件数は、２０１１年

                                                   
51 日常生活自立支援事業：認知症、知的障害、精神障害等があるために判断能力が不十分な人

に対して、自立した地域生活が送れるよう生活支援員を派遣し、福祉サービスの利用援助、日常

的な金銭管理などを行う事業で、社会福祉協議会が主体となって実施しています。 
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度から２０１７年度までの６年間で約２．７倍の７，９１４件と増加しており、

児童虐待を巡る問題は深刻化しています。また、児童福祉施設従事者等による

被措置児童等虐待に関する相談・通報件数は８件（２０１６年度）でした。（厚

生労働省：被措置児童等虐待の児童福祉法に基づく対応状況等に関する調査） 
 
○ また、２０１９年１月に野田市での児童虐待による死亡事例が発生したこと

を受け、原因の徹底的な究明と、関係機関が今後取り組むべき再発防止策につ

いて詳細な検討を行うために、学識経験者や医師、弁護士、臨床心理士等の専

門家で構成する「千葉県児童虐待死亡事例等検証委員会」により、この事例に

関する検証を開始したところです。同委員会においてしっかりと検証を行うと

ともに、検証結果を踏まえ、再発防止に全力で取り組みます。 
 
○ 【高齢者】２０１６年度に県内市町村で受け付けた養護者による（家庭にお

ける）高齢者虐待に関する相談・通報等件数は１，４５６件（２０１５年度は

１，３０９件）で、そのうち、市町村が虐待を受けた又は受けたと思われたと

判断した事例は８１６件（２０１５年度は７９０件）でした。また、養介護施

設従事者等による高齢者虐待に関する相談・通報件数は８７件（２０１６年度）

でした。（厚生労働省：高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関

する法律に基づく対応状況等に関する調査） 
 
○ 【障害のある人】２０１２年１０月に「障害者虐待の防止、障害者の養護者

に対する支援等に関する法律」（障害者虐待防止法）が施行され、市町村や県は、

障害者虐待の通報や届出を受けて、事実確認や障害者の保護など適切に対応す

るとともに、虐待防止のため関係機関との連携強化、人材の育成、広報啓発等

に努めることとなりました。県及び市町村で受け付けた養護者による（家庭に

おける）障害者虐待に関する相談・通報等件数は２８２件（２０１７年度）で、

そのうち、虐待を受けた又は受けたと思われたと判断された事例は１３３件で

した。障害の種別では、知的障害、精神障害のある人への事例が多くなってい

ます。また、障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の相談・通報・届出件

数は１５９件（２０１７年度）で、そのうち、虐待が認められた件数は３６件

でした。（厚生労働省：障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関す

る法律に基づく対応状況等に関する調査） 

 
○ 【配偶者暴力】配偶者や恋人など、親密な関係にある人からふるわれる暴力

を「ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）」といいます。ＤＶは人権侵害で   

す。県では、１５か所の配偶者暴力相談支援センターで、被害者からの相談を

受けています。配偶者暴力相談支援センターや市町村に寄せられた相談件数は、

２０１７年度は県４，７４８件、市町村８，８３２件でした。 
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○ 児童、高齢者、障害のある人等に対する虐待、配偶者からの暴力等は、事態

が深刻な状況になって初めて顕在化する事例もあり、その早期発見・早期支援

が重要です。 
 
○ 地域による見守りネットワーク等により、家庭等での異変を素早く察知し、

支援に結びつけることが重要であるとともに、緊急時には、即座に市町村、児

童相談所、健康福祉センター、警察等の専門機関につながるよう、専門機関に

よる地域活動へのバックアップ体制の構築が欠かせません。 
 

（２）取組の方向性と目標となる指標 
○ 相談支援体制の充実を支援します。 
○ 相談支援員の資質の向上、各機関の役割分担と相互連携を促進します。 
 

[目標となる指標]  
指標 単位 計画時 中間実績 

（2017） 
目標

（2020） 
日常生活自立支援事業* 
利用者数 人 800 1,236 1,280 

※千葉市分を含まず。 
 
（３）主な取組 

取組名 取組内容 
①高齢者等の自立

した地域生活と権

利擁護の推進 
（健康福祉指導課） 

〇日常生活自立支援事業の基盤強化 
認知機能の低下した高齢者や障害者の自立した地域生

活と権利擁護を図るため、各市町村社会福祉協議会に「市

町村後見支援センター」を設置し、福祉サービスの利用

援助や日常の金銭管理等の支援を行う日常生活自立支援

事業を推進します。 
また、事業の実施に当たっては、千葉県社会福祉協議

会が設置する「千葉県後見支援センター」の活動を通じ、

事業の周知を図るとともに、成年後見制度*と連携した支

援を推進していきます。 
 
〇成年後見制度利用促進事業 
成年後見を必要とする本人の状態や生活状況に十分配

慮した適切な支援のもとに成年後見制度の利用が促進さ

れるよう、千葉県社会福祉協議会が設置する千葉県後見

支援センターと連携し、市町村の地域における体制づく

りに対する支援を行います。 
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成年後見制度への正しい理解が広まるよう、本人や、

家族・市町村・市町村社会福祉協議会など支援者の立場

それぞれに応じた研修を引き続き行います。 
②児童虐待防止対

策の推進 
（児童家庭課） 

○児童虐待の未然防止、早期発見・対応等の推進 
児童相談所の組織体制を強化するため、職員の増員や

警察ＯＢ及び非常勤弁護士の全児童相談所への配置等を

行うとともに、千葉県要保護児童対策協議会*等を活用し

た、母子保健・医療・福祉・教育・警察など関係機関と

の連携強化を行います。 
また、児童虐待に関する相談機能の向上及び相談支援

体制の充実や、県と市町村の連携強化を図るため、児童

相談所や市町村の職員の専門性向上に向けた実践的な研

修等を実施し、児童虐待の未然防止及び早期発見・対応

等を推進します。 

○児童虐待死亡ゼロに向けた抜本的な対策の検討 
社会福祉審議会に設置した社会的養護検討部会の「児

童虐待死亡事例等検証委員会」おいて児童虐待死亡事例

ゼロに向けた抜本的対策の検討を行います。 

○市町村児童虐待防止ネットワーク機能の強化 
児童福祉法の改正（２００８年４月施行）により、地

方公共団体による要保護児童対策地域協議会設置が努力

義務化されました。 
そのため、専門的な人材確保が難しい市町村に対して、

弁護士、児童精神科医師、臨床心理士等の専門家等のア

ドバイザーを派遣し、要保護児童対策地域協議会の機能

強化を図ります。 

○児童虐待防止に向けた啓発活動 
 児童虐待防止月間である１１月を中心に児童虐待防止

に向けた啓発活動「オレンジリボンキャンペーン」を展

開し、県民に児童虐待について正しい知識と理解を深め

る機会を提供するとともに、通告義務や相談機関の周知

を図ります。 
また、ＤＶと児童虐待は密接に関連することから、広

報啓発に当たっては、ＤＶ防止と児童虐待防止の啓発を

関係部署が連携して実施し、啓発の効果を高めていきま

す。 
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③高齢者虐待防止

対策の推進 
（高齢者福祉課） 

市町村や地域包括支援センター*職員及び介護サービ

ス事業所職員等に広く虐待防止の理解を深めるととも

に、虐待対応技術の向上を図るため研修会を開催します。 
また、高齢者虐待防止ネットワークの未設置市町村に

対して、早期設置を働きかけます。 
さらに、社会福祉士や弁護士等で構成する専門職チー

ムを派遣し、市町村が抱える対応困難事例等に対して 

助言等を行うなど、県内市町村等における高齢者虐待を

中心とした権利擁護に関する取組を支援するとともに、

介護施設従事者等に対する高齢者権利擁護・身体拘束 

廃止に関する研修の充実を図り、高齢者権利擁護・身体

拘束廃止を推進する人材の養成強化を推進します。 

④障害のある人へ

の理解を広げ権利

を擁護する取組み

の推進 
（障害者福祉推進課） 
（障害福祉事業課） 

○障害のある人への理解を広げる取組みの推進 
地域社会の中で、障害のある人に対する理解を広げて

いくため、障害のある人もない人も共に暮らしやすい千

葉県づくり条例に基づき、広域専門指導員や地域相談員

による差別に関する相談活動等を通じて事案の解決を図

ると共に、差別の背景にある社会慣行等の問題について

協議する推進会議等を通じて、障害のある人への理解を

広げる取組みを推進します。 
また、地域自立支援協議会＊を中心とした相談支援体制

を構築するとともに、生活支援と一体となった権利擁護

の仕組みづくりのため、地域の支援者によるネットワー

クづくりに取り組みます。 
 
○障害者虐待防止対策の推進 
障害のある人が尊厳を保ち、安心して暮らしていける

よう、障害者虐待防止法に基づき、通報・届出等のあっ

た虐待事案について適切に対応するとともに、市町村 

職員や障害者福祉施設従事者等に対する研修会を通じ

て、障害のある人の権利擁護に関する意識啓発や専門性

の強化を図ります。 
また、施設等に指導員を派遣し、虐待の防止の体制整

備や取組等について助言を行います。 

⑤ＤＶ防止と被害

者支援の充実 
（男女共同参画課） 

ＤＶ防止に向け、県民一人ひとりがＤＶに対する正しい

理解と認識を深めるための広報・啓発や若者を中心とした

予防教育に取り組んでいきます。さらに、県内各地域におい
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て、相談から生活再建までＤＶ被害者の状況に応じた様々

な支援が実施できるよう、市町村等関係機関との連携を強

化し、支援体制の充実を図ります。 
 

４．一人ひとりの状況を踏まえた相談等支援  

（１）現状と課題 
（ア）社会的孤立 
○ 人々のつながりが薄れた現代社会では、社会的孤立は高齢者に限らず若者や

中高年など世代を超えて拡大しています。雇用情勢の悪化などから若者が円滑

に仕事につくことができず、社会の中で活動の場を奪われ、経済的な自立が難

しくなり、それが若者の社会的排除をもたらしています。また、中高年の人は

失業、配偶者の喪失、病気や障害等をきっかけに社会的孤立に陥る人もいます。 
 

○ 社会的に孤立している人は、地域の支え合いに結び付けることが難しく、接

近が困難というケースも考えられますが、まずはその人がいることを把握する

ことが大切であり、また、その人の暮らし全体の質の低下を表しているとき、

専門的な相談支援につなげることが、セーフティネットとして重要な役割にな

ります。 
 

（イ）自殺対策 
○ 全国で年間約２万人、県内においても年間約１，０００人が自殺で亡くなっ

ています。自殺の原因で最も多いものが健康問題、次いで経済・生活問題とな

っています。自殺の背景には、家庭で解決できない複雑な問題を抱えているケ

ースもあるほか、うつ病等の精神疾患が原因となっているケースも多いと言わ

れています。 
 
（ウ）ひきこもり 
○ ひきこもりとは、様々な要因の結果として、社会的参加（義務教育を含む就

学、非常勤職を含む就労、家庭外での交遊など）を回避し、原則的には６カ月

以上にわたって概ね家庭にとどまり続けている状態をいいます。 
１５歳から３９歳の若者のうち、普段は家にいるが、自分の趣味に関する用

事の時だけ外出する人を含めて、全国で約５４．１万人がひきこもり状態にあ

ると推計されています。（内閣府「若者の生活に関する調査報告書（２０１６年

９月）」 
 

○  ひきこもりは、長期化するほど、社会復帰が難しいとされており、できるだ

け早期に支援につなげる必要があります。 
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○  相談対象者の年齢は２０代、３０代の割合が多く、特に若年層の支援をして

いる関係機関との連携及びひきこもり地域支援センターにおける相談のレベル

アップやアウトリーチ*型支援ができる担い手の確保が課題となっています。 
 
（エ）障害のある人 
○ 障害のある人が地域で質の高い自立した生活を営むためには就労は重要であ

り、働く意欲のある障害のある人がその適性に応じて能力を十分に発揮するこ

とができるよう、多様な就業の機会を確保するとともに、就労支援の担い手の

育成等を図るとともに、一般就労52が困難な人に対しては福祉的就労53の底上げ

による工賃54の水準の向上を図るなど、総合的に支援を推進することが重要で

す。 
 
○ こうした中、一般就労の促進と福祉的就労の充実に取り組んでいるところで

すが、一般就労の新規求職件数と就職者数の間には開きがあり、多くの働く意

欲のある障害のある人が就職の機会を得られない状況にあります。 
 
○ また、地域において障害のある人が自立した生活を実現するという観点から、

就労継続支援事業所への支援や官公需のより一層の推進を通じて工賃の向上に

努めることが求められています。 
 

 （オ）がんや難病の患者 
○ 生涯のうちに２人に１人は何らかのがんと診断されるといわれ、３人に１人

ががんにより亡くなられています。一方、多くのがんは、早期発見と治療方法

の進歩により生存率が向上し、がんは「不治の病」から「長く付き合う病気」

となってきています。 
  診断された時から様々な不安や悩みを抱えているがん患者とその家族が住み

慣れた地域社会で自分らしく生きることのできる、がんとの共生を進めていく

必要があります。 
 
○ 日常生活において多くの困難を抱える難病患者及びその家族等の複雑・多様

化するニーズ等に適切に対応し、患者等の生活の質の向上を図っていくために

                                                   
52 一般就労：通常の雇用形態のことで、雇用契約を結んで企業へ就職することをいう。この場

合、労働基準法や最低賃金法が適用されます。「福祉的就労」に対する用語として使用されま

す。 
53 福祉的就労：一般就労（企業等での雇用契約に基づく就労）が困難な障害のある人のため

に、雇用契約に基づかず、福祉的な観点に配慮された環境で就労することをいいます。 
54 工賃：就労支援事業者を利用して生産活動を行った場合に障害のある人が受け取れる金銭で

あり、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額に相当しま

す。 
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は、的確な実情把握及びそれに適合する健康づくり・医療・福祉サービスの複

合的な提供が不可欠です。福祉サービス等の提供にあたっては、難病等の特性、

病状の変化や進行、福祉ニーズ等に配慮した円滑な事務が実施されるよう、市

町村、社会福祉関係者、医療関係者の理解と協力の促進を図る必要があります。 
 
（カ）認知症 
 ○ 高齢者人口が急増する本県では、支援や介護が必要な認知症高齢者の大幅 

な増加が見込まれ、認知症は身近な疾病の一つとなります。認知症の出現率は

加齢に伴い高まり、８５歳以上では半数以上に認知症の症状が見られると推計

する研究報告もあります。 
  
 ○ 認知症は、早期に発見し、生活環境の調整や介護の工夫等、適切な対応をする

ことによって、徘徊、暴力、昼夜逆転等の症状を抑え、認知症になってもその

人らしく生きることができると言われています。そのため、認知症施策は、認

知症を正しく知ってもらう啓発活動から始まり、早期発見・早期対応、適切な

医療・介護等のサービスの提供、家族への支援、周囲の見守り、ターミナルケ

アまで、地域の保健・医療・福祉・介護が連動する認知症地域支援体制を構築

し、認知症の進行の各段階に応じた適切な対応が継続して展開される必要があ

ります。 
  
 ○ 認知症の人を単に支えられる側と考えるのではなく、認知症の人に寄り添いな

がら、認知症の人が認知症とともによりよく生きていくことができるよう環境

整備を行う等、認知症の人やその家族の視点を重視した取組が求められていま

す。 
 

（キ）犯罪被害者等55 
○ 犯罪被害者等が、犯罪等により受けた被害から立ち直り、再び地域において   
平穏に過ごせるようになるためには、国及び地方公共団体による施策を十分に

措置することのみならず、地域の全ての人々の理解と配慮、そしてそれに基づ

く協力が重要です。 
 

（ク）更生の支援が必要な人 
〇 犯罪をした高齢者や障害のある人の中には、様々な生活課題を抱える中で社

会的孤立に陥り、必要な福祉的支援を受けられないまま犯罪に手を染め、犯罪

を繰り返してきた人がいます。 
 
○ また、矯正施設の出所者は、地域とのつながりが途切れた状態で社会に復帰

                                                   
55 犯罪被害者等：犯罪被害者及びその家族（遺族を含む。）をいいます。 
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することから、住まいの確保や就労に困難を抱えていても、地域の適切な相談

機関につながることができず、生活そのものが成り立たない場合があることが

うかがわれます。 
 
○ 矯正施設の出所者が再び罪を犯すことなく、安定した地域生活を送ることが

できるよう、出所前に本人の状態や支援ニーズを把握し、出所後、ただちに生

活支援につなげていくためのアウトリーチ*型の相談支援体制を構築し、市町村

を中心とした地域の相談機関へつなげていくことが重要です。 
 
（ケ）外国人 
○ 今後、ますます在留外国人の増加が想定されます。外国人住民が地域社会の

一員として、安心して暮らすことができるよう、日常生活に必要な情報を提供

したり相談対応を充実させることが必要です。 
 
（２）取組の方向性と目標となる指標 
○ 相談支援体制の充実を支援します。 
○ 相談支援員の資質の向上、各機関の役割分担と相互連携を促進します。 

 
 [目標となる指標] 

指標 単位 計画時 中間実績 目標
（2020） 

ひきこもり地域支援セン

ターの相談件数 件 483 1,000 
(2018) 1,000 

福祉施設利用者の一般就

労*への移行者数 人 570 825 
(2017) 1,110 

※「ひきこもり地域支援センターの相談件数」については、千葉市分を含まず。 
 
（３）主な取組 

取組名 取組内容 
①総合的な自殺対

策の推進 
（健康づくり支援課） 

自殺の背景として多い、うつ病等精神疾患とその対応

についての啓発、健康問題や経済･生活問題等に対する相

談窓口の周知、相談支援に当たる健康福祉センター(保健

所) や市町村の保健師・相談員等への研修による資質の

向上に努めるとともに、関係機関･団体等との連携を図

り、自殺対策の取組を推進します。 
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②社会的に孤立し

ている人への対策

の推進 
（障害者福祉推進課） 
（環境生活部 
県民生活・文化課） 

○ひきこもり地域支援センター 
ひきこもり地域支援センターにおいて、アウトリー 

チ*型の支援を充実するとともに、同センターで開催して

いる「事例検討会」等を活用して、ひきこもりから仕事

や学校に行けるようになり、かつ家族以外の人との交流

ができるようになった事例を蓄積・分析することにより、

ひきこもっている人の自立促進のための対応策の検討を

し、ひきこもり支援コーディネーターのスキルアップを

図ります。 
また、「子ども・若者支援協議会」等を通じて、関係

機関の連携体制の構築を図るとともに、「ひきこもりサ

ポーター養成・フォローアップ研修事業」を実施し、よ

り身近な支援者を育成することにより、ひきこもりサポ

ーター派遣などの「ひきこもりサポート事業」を進める

市町村等関係機関と連携しながら、ひきこもりの早期発

見に努めます。 
 

○千葉県子ども・若者総合相談センター（ライトハウス

ちば） 
ニート・ひきこもり・不登校をはじめ、子ども・若者

（おおむね３９歳まで）及びその家族等からの様々な悩

みを専門の相談員が聞き、必要な情報の提供、適切な支

援機関の紹介等を行います。 
面接相談を効果的に実施するとともに、適切な支援先

がみつからず家にこもりがちになっている若者を対象に

支援プログラムを実施し、復学や支援機関の利用につな

げます。 
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③障害のある子ど

もの療育*支援体制

の充実 
（障害福祉事業課） 

障害のある子どもが、ライフステージを通じて一貫し

た療育支援を受けられるよう、関係機関の連携により、

地域における療育支援体制の構築を図ります。 
 また、手帳の有無や診断名等に関わらず障害の可能性

が見込まれる児童のために、地域の障害児施設の有する

機能や人材を活用して早期発見や診断、適切な 治療や

訓練等を行い、地域生活における療育、相談支援体制の

充実及び在宅障害児等やその家族の福祉の向上を図りま

す。 
 さらに、ホームヘルプや障害児通所支援56、訪問看護な

どを通じて在宅支援機能の強化を図り、子どもの育ちと

子育てを支える施策に取り組みます。 
 

④障害のある人の

一般就労*の促進と

福祉的就労*の充実 
（障害福祉事業課） 
（商工労働部 
  産業人材課） 

障害のある人が可能な限り一般企業で就労するととも

に、継続的な職業生活を維持できるよう、障害福祉施設

からの就労拡大をはじめとして、障害のある人の就職、

職場定着、離職時フォローなどの支援を進めます。 
障害のある人の経済的自立に向けて、工賃*向上計画に

基づく官公需の受注促進と就労支援事業の強化のための

支援を行い、工賃の向上を図ります。 
 
○ 障害者就業・生活支援センター事業 
 障害者就業・生活支援センターは、障害のある人に対

し、身近な地域で就業面の支援と生活面の支援を一体的

に行います。 
 センターでは、雇用、福祉、教育、医療等の関係機関

と連携しながら、センター窓口での相談及び家庭や職場

を訪問すること等により、就職や職場定着の支援を行う

とともに、生活習慣の形成、健康管理、金銭管理等の日

常生活の自己管理や、住居、年金、余暇活動など地域生

活、生活設計に関する助言など職業生活における自立を

図るための支援を行います。 
 

                                                   
56 障害児通所支援：障害のある子どもに対し、日常生活の基本的な動作の指導や集団生活への

適応訓練などを行うサービスです。 
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○ 障害のある人の工賃アップのための事業 
 工賃アップを活動目的とする千葉県障害者就労事業振

興センター57の運営支援（販路・受注拡大、新商品開発等）

や、工賃向上に関する専門的知識を持つ施設経営者の育

成研修等を行います。 

○ 千葉障害者就業支援キャリアセンター事業 
 障害者の就業に係る相談から就業準備訓練、定着まで

ワンストップで支援するとともに、近年増加傾向にある

精神障害者や発達障害*者等への支援にも重点を置いた

総合的な就業支援を実施します。また、企業向けに障害

者雇用相談業務を行うとともに、障害者雇用を検討して

いる企業や特例子会社の設置を目指す企業等に対し訪

問・相談を行うなど、総合的な支援を実施します。 

⑤がん患者への相

談支援・情報提供等

の充実 
（健康づくり支援課） 
 

○相談支援・情報提供の充実 

がん診療連携拠点病院58のがん相談支援センターにお

いて、がん患者の不安や疑問・治療選択の悩み等に対応

します。また、地域統括相談支援センター59において、が

ん患者・家族に必要な情報を「千葉県がんサポートブッ

ク」やがん情報提供サイト「ちばがんなび」等により発

信するとともに、各拠点病院等でピアサポートサロンを

実施します。 

 

○緩和ケア60の推進 

 緩和ケアが、がんと診断された時から終末期まで、病

院から在宅まで様々な場面で切れ目なく提供されるよう

                                                   
57 千葉県障害者就労事業振興センター：いわゆる福祉作業所・授産施設の授産事業の活性化を

進めて障害のある人の工賃アップを目指すことで、障害のある人の自立を支援することを目的と

して設立されました。福祉作業所や授産施設の事業振興と、障害のある人の自立に向けた様々な

支援を行っています。 
58 がん診療連携拠点病院：地域におけるがん医療の拠点として、専門的ながん医療を提供する

とともに、地域の医療機関との連携や医療従事者の研修、患者への情報提供、相談支援等の役割

を担います。都道府県がん診療連携拠点病院と地域がん診療連携拠点病院があり、前者は県のが

ん医療の中心的な医療機関として、高度ながん医療を提供するとともに、がん医療を担う医療従

事者に対して、研修や技術的支援を通して人材の育成を行います。 
59 地域統括相談支援センター：がんに関する多様で幅広い相談に対応するとともに、ホームペ

ージや小冊子等によるがんに関する療養情報の提供、がん患者等の支援を行うがん経験者である

ピアサポーターの養成、ピアサポーターズサロンちばの運営等を行います。 
60 緩和ケア：がんなど生命を脅かすような疾患において、その早期から、痛みといった身体的

な問題だけでなく不快感や不安感といった精神的な問題等が障害とならないように予防や対処を

行なうことです。 
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医療・介護従事者への緩和ケア*に関する研修、地域の緩

和ケア資源についての情報提供等を実施します。 

 

○治療と仕事の両立支援 

労働局等と協働し、就労支援に関する相談支援体制の

周知と充実を図ります。復職・就労支援に関する企業向

け情報など就労支援に資する情報の提供に取り組みま

す。 

⑥難病患者等の相

談・支援体制の充実 
（疾病対策課） 

様々なニーズに対応した相談や支援ができるよう、県

内８か所に設置した地域難病相談支援センターを中心と

して、難病関係団体の代表を始め、医療、保健、福祉関

係者、健康福祉センター（保健所）及び市町村の担当職

員等の参画を推進し、地域で生活する難病患者の総合的

な支援体制の充実を図ります。 

また、難病患者等の療養上、日常生活上での悩みや不

安等の解消を図るため、健康福祉センター（保健所）や

地域難病相談支援センターにおいて、地域で生活する難

病患者等の日常生活における相談・支援や患者・家族間

の交流の促進、難病への理解促進等に引き続き取り組み

ます。 

⑦認知症の人やそ

の家族への支援 
（高齢者福祉課） 

〇 ちば認知症相談コールセンターの運営 

  認知症相談体制の強化を図るため、認知症介護の専門

家や経験者等が対応する「ちば認知症相談コールセンタ

ー」を設置し、電話相談に加え面接相談を実施します。 

 

〇 若年性認知症支援コーディネーター*の設置 

  医療・福祉・就労の関係機関とのつなぎ役として若年

性認知症支援コーディネーターを配置し、生活全般をサ

ポートします。 

⑧犯罪被害者支援

の推進 
（環境生活部 
くらし安全推進課） 
（県土整備部住宅課） 
（県警本部） 
 
 

○ 民間被害者支援団体等の関係機関・団体と連携した

犯罪被害者支援 

 県・警察が主体となり、市町村、各行政機関、民間被

害者支援団体等と連携を図り、各種被害者支援施策に

ついて広く県民への周知を図るため、被害者支援に関

する広報啓発活動を推進します。 

○ 被害者支援マインドの醸成 

教育委員会等関係機関と連携し、中学生・高校生を対

象とした犯罪被害者等*による講演会「命の大切さを学ぶ
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教室」を開催し、犯罪被害者等への配慮・協力への意識

のかん養に努めるほか、あらゆる機会を利用して犯罪被

害者等による講演会を実施し、「社会全体で被害者を支

え、被害者も加害者も出さない街づくり」に向けた気運

の醸成を図ります。 

○ 住まいの確保の支援 

犯罪被害者が県営住宅への入居を希望する場合には、

優遇措置を行うことで、住まいの確保の支援を行いま

す。 

⑨更生支援の推進 
（健康福祉指導課） 
 

○地域生活定着支援センターの運営 

 刑務所などの矯正施設の出所予定者のうち、高齢者や

障害のある人など福祉的支援を必要とする人に対して、

出所後直ちに福祉サービスにつなげるため、地域生活定

着支援センターを設置して、福祉サービス等に係るニー

ズの内容の確認や、受入先施設等のあっせん等を行いま

す。 
 また受入施設へのフォローアップや出所後の福祉サー

ビスの利用に関して、本人やその関係者からの相談に応

じ、助言その他必要な支援を行います。 
○犯罪をした人等への地域生活支援 

犯罪をした人等が矯正施設等を出所した後、安定した

地域生活を送ることができるようになるまでの「切れ目

のない生活支援」を実現するため、中核地域生活支援セ

ンターを活用し、国の刑事司法関係団体と地方の福祉関

係団体との連携体制を構築します。 

⑩外国人住民への

相談支援・情報提供

等 

○外国人住民向けの多言語による情報提供と相談対応 
 ちば救急医療ネット61に多言語に翻訳した問診票を掲

載するとともに、ちば医療なびにおいて検索方法を多言

語で解説するなど、医療機関の受診に役立つ情報を提供

します。 
 このほか、外国人の日常生活全般を支援するため、外

国人向け生活ガイドブック「ハローちば」（７言語）によ

り、必要な情報を提供するとともに、外国語での相談が

可能な「千葉県外国人テレホン相談」を実施します。 
 

                                                   
61 ちば救急医療ネット：病院・診療所を受診する際に役立つ千葉県内の在宅当番医や休日夜間

急病診療所などの医療機関情報をホームページで県民に提供するシステムです。 
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第 6 章 進行管理 

 
 
 
 
１．地域・市町村との協働、地域福祉の理念、取組の普及・啓発  

○ 地域福祉の主役はあくまで地域住民 
地域福祉の主役は地域住民です。本計画は、地域住民の自主的な地域づくり、

地域福祉活動を尊重し、広域的、専門的な見地から、地域活動を推進する市町

村を支援するための計画です。 
県は、常に、地域や市町村の状況を把握するとともに、それぞれの地域の実

情に応じて、各種施策に取り組みます。 
 
○ 地域の意見を計画の推進に反映させる推進組織 

本計画は、地域福祉の担い手、市町村職員、当事者等、さまざまな県民の意

見を伺い、地域の実態を踏まえ、策定しました。 
計画の推進に当たっても、県民意見を吸い上げ、より実行性のある計画にす

るため、県民各層から構成される推進組織を中心に、本計画を着実に進めます。 
 
○ 住民の理解促進に向けた広報 

市町村と住民は、地域のビジョンや課題等を共有するとともに、住民一人ひ

とりが地域社会づくり、地域福祉の活動の意義を十分理解することが必要です。 
県では、本計画の推進に当たり、住民の理解促進のための市町村の取組を支

援するとともに、様々な媒体を使って地域福祉活動の大切さを県民に広めます。 
  
２．ＰＤＣＡサイクルによる進行管理   

○ 毎年度ごとの進行管理を行い、結果を公表 
計画は策定して終わりではなく、計画期間が終了するまで、着実に継続的に

進行管理を行うことが重要です。 
また、掲載されている施策は、県が、地域福祉活動を支援するために実施す

る、対外的な約束であり、実行に努める義務があります。 
そこで、毎年度ごとに、各事業の進行管理を実施し、その結果を公表するこ

と、併せて改善点を明らかにして、次年度の施策に活かすことで、ＰＤＣＡサ

イクルによる着実な実行に努めます。 
  

Ⅰ．計画を推進し、地域福祉を進めるために 
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○ 本計画では、計画全体の達成度や進捗を点検するための基本指標及び目標値を設

けます。 
 

基本指標 単位 現状 
（2014） 

中間実績 
（2018） 

目標 
（2020） 

地域住民が互いに支え合い、安心し

て暮らせる地域社会づくりが進めら

れていると感じる県民の割合 
％ 16.1 29.5 

増加を目指し

ます 

 
 
 
 

 
○ 施策ごとに目標を定め、目標達成に向けて地域、市町村と共に取り組んでまいり

ます。 
 
１．互いに支え合う地域コミュニティの再生  

 

施策 指標 単位 計画時 
中間実績 
（2018） 

目標
（2020） 

1.市町村が行う

地域福祉施策へ

の支援 

地域福祉計画策定市町

村数 

市町

村 
30 33 54 

2.地域コミュニ

ティづくり推進

への支援 

基本福祉フォーラム

の設置（市町村）数 
箇所 24 

33 
（見込み） 

42 

小域福祉フォーラム

の設置数 
箇所 280 

331 
（見込み） 

400 

3.地域の課題解

決に向けた取組

みや仕組みづく

りへの支援 

高齢者孤立化防止の

ためのネットワーク

を構築している市町

村数 

市町

村 

39 
（2014.8.31） 

53 54 

 

 

 

Ⅱ．計画の基本指標 

Ⅲ．施策ごとの達成目標 
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２．生涯を通じた福祉教育と地域福祉を支える人材の育成  

 
施策 指標 単位 計画時 中間実績 

目標
（2020） 

1.福祉教育の推進 

福祉教育推進校の数 

（累計：小・中・高

等学校） 

校 758 
843 

（2018） 
878 

2.福祉人材の確

保・育成 

コミュニティソーシ

ャルワーカー *育成

研修受講者数（累計） 

人 
1,697 

(2013年度末) 
3,007 

（2017） 
3,600 

3.高齢者等の地域

活動への参画支援 

生涯大学校卒業時ア

ンケートで地域活動

に参加すると回答し

た学生数 

人 1,006 
卒業生の 
85％ 

（2018） 

卒業生の
82％ 

4.地域活動に取り

組む県民への支援 

社会福祉等のボラン

ティア登録数 
人 95,298 

95,052 

（2018） 

増 加 を 目

指します 

 
３．医療・福祉サービスの安定的な供給と地域活動基盤の強化  

 

施策 指標 単位 計画時 中間実績 
目標

（2020） 

1.地域包括ケア

システムの構築

促進 

地域の医療・介護関係

者等が参画する会議を

開催している市町村数 

市町

村 
6 

54 

(2018) 
54 

「定期巡回随時対応型

訪問介護看護」を実践

している市町村数 

市町

村 
15 21 

（2019.1 末） 
35 

在宅患者訪問診療実施

診療所数・病院数 
箇所 

（中間見直しにお

いて指標を設定） 
737 

(2016) 
976 

訪問看護ステーション

数* 
箇所 

（中間見直しにお

いて指標を設定） 
338 

(2017) 
395 

2.地域で住み続

けるための福祉

施設・サービス

の充実 

特別養護老人ホーム整

備数(累計) 
床 21,917 

27,101

（2018） 
30,464 

障害者グループホーム*

等の定員 
人 3,462 

4,690 

（2017） 
5,900 

3.地域による子

育て支援の充実 

地域子育て支援拠点事

業実施箇所 
箇所 287 

331 

(2018) 

増加を目

指します 
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４．支援が必要な人、一人ひとりを支える相談等支援体制の充実・強化  

 
施策 指標 単位 計画時 中間実績 目標（2020） 

1.総合的な相談

支援体制づくり 

対象者横断的な総合

相談窓口の設置数

（県・市町村） 

箇所 16 
21 

（2018） 

増加を目指

します 

地域包括支援センタ

ーの設置数 
箇所 151 

204 

（2018） 
220 

2.生活困窮者等

に対する総合的

な支援 

自立相談支援機関に

おける自立相談支援

員養成研修の受講率 

％ 21 
89 

（2018） 
100 

3.子ども・高齢

者・障害のある

人等の権利擁護

に関する相談等

支援 

日常生活自立支援事

業*利用者数 
人 800 

1,236 

（2017） 
1,280 

4.一人ひとりの

状況を踏まえた

相談等支援 

ひきこもり地域支援

センターの相談件数 
件 483 

1,000 

(2018) 
1,000 

福祉施設利用者の一

般就労*への移行者数 
人 570 

825 

(2017) 
1,110 

※「自立相談支援機関における自立相談支援員養成研修の受講率」「日常生活自立支

援事業利用者数」「ひきこもり地域支援センターの相談件数」については、千葉市分

を含まず。 
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～取組の現場から～（コラム） 



122 
 

 

 

   

社会福祉法人ぶるーむ 

 

私たちは、医療的ケアが必要な重度障がい者を中心に、様々な障がい福祉サービスを

提供している社会福祉法人です。 

 

「ぶるーむクラブ」は、2016 年 10 月より子どもたちの地域の居場所づくりとして、当法

人の有する施設（作業所、厨房、会議室等）の夜間を活用し、主に生活困窮家庭やひとり

親家庭などの子どもたちに必要な支援を行っていくために始めました。スタッフは法人

職員含め、全てボランティアで運営しています。 

 

外からは分かりにくい孤独・貧困などの不安や悩み等、そういった環境により何らかの

支援を必要としている子どもたちの将来の進路や自立までの道のりを一緒に探っていく

こと、また当法人の有するネットワークを利用し、より適切な機関や人に繫ぐことができ

ることは、大きな強みと考えています。 
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具体的な活動としては、ボランティアスタッフが学習班と調理班に分かれ、学習班は、

子どもたちと一緒に宿題や学習プリントなどの勉強を見たり、色々な遊びに関わります。

調理班は、栄養バランスや子どもたちが喜ぶ献立を工夫して、みんなで一緒に食べられ

るように食事の準備をしています。 

 

利用する子どもたちもボランティアも、支援をしてもらう、してあげるという垣根なく、

誰でも気軽に立ち寄れるそんな地域の居場所を目指しています。 

 

・第 2・4 月曜日、第 1・3 木曜日の月 3～4 回開催（祝日除く）17：00～20：00 

・31 年度１回あたり平均参加人数 

（利用者 24 名、見学者 1名、ボランティア 16 名、合計 41 名） 

・参加費 子ども・・・無料   大人・・・１００円 
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八幡台自治会（佐倉市） 

 

日常生活において身近な買い物に不便を感じている買い物弱者の問題は、高齢化の

進展とともに深刻度を増しています。高齢化率が 25%を超えたいま、この問題は地域を

問わず発生しています。 

佐倉市八幡台自治会は 800 世帯約 2,000 人が加入する大規模自治会です。閑静な戸

建住宅街で近くに商店街等はなく、買い物には車で約 10 分かけて京成線臼井駅付近ま

で行かなければなりません。路線バスがありますが本数が少ないことから、車のない高

齢者等にとっては不便を感じる状況です。 

 

 同自治会は従来から生活支援活動が活発で、平成 12 年には住民有志により「ほっとく

らぶ」を創設。通院時の移動支援を中心に買い物支援、ゴミ出し、犬の散歩、サロン活動

などを精力的に行ってきました。しかしながら、会員の高齢化により運転手等を確保する

ことが困難になり、平成 30 年にやむなく解散しました。 

 

 一方、圏域にある臼井・千代田地域包括支援センターでは平成 27 年度から地域ケア会

議を開催して生活課題の洗い出しを進めており、各地区で優先順位が高かった買い物支

援について何らかの仕組みを作ることができないか検討をしていました。平成 29 年度

からは地域ケア会議で挙がった課題「買い物・移動支援」について検討する会議を「課題

別ケア会議（生活支援体制整備事業の第２層協議体としても位置づけ）」とし、地域住民

や関連団体、福祉事業所と話し合いを進めていきました。また、福祉事業所の中でも通所

系の事業所とは連絡会などを通じて別途「買い物・移動支援」についての協力を相談し

ていました。 

 

八幡台自治会では、自治会役員の他に同団地に住む八幡台クラブ（高齢者クラブ）、民

生委員等が加わり、利用希望者の調査、支援方法、支援回数などの詳細を決めるための

話し合いを重ねました。その中で一番の課題であった買い物をするための車両と運転手

を「壮健会」と「ひまわりの里」の 2つの社会福祉法人が地域貢献事業の一環として無償

で提供してくれることになったことで、この取組みは大きく動き出すことになりました。 
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 八幡台自治会内での協議の結果、買い物支援の名称を「かいものらくだ便」とし、運営

は八幡台自治会が担当。当面月 2回実施することとし、壮健会とひまわりの里が 1回ず

つ車を運行し、利用者の送迎を行います。利用希望者は登録制として利用する場合は実

施日の 1週間前までに自治会担当へ申し込みます。利用者は高齢であることから車の乗

降や買い物等をサポートするボランティア（支援者）が同行する等の仕組みを作り、平成

30 年 2月から開始しました。 

 

 八幡台自治会の竹内会長は、「現在は利用登録者が 9 人とまだ少ないですが、大変喜

ばれています。個別に声かけをして利用登録者を増やしていくことで単身高齢者の見守

りにもなるし、閉じこもり防止にもつながる」と熱い思いを話してくれました。 

買い物を終え車に乗り込む利用者 

「かいものらくだ便」イメージキャラクター 
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第６回“かもがわ”福祉でまちづくりフェスティバル実行委員会 

事務局：鴨川市社会福祉協議会   

   

                 

第 6回スローガン「みんなでハッピー！あの子もハッピー！！」 

 

「“かもがわ”福祉でまちづくりフェスティバル」は、世代間交流や地域交流を目的に平

成 26年から毎年開催されている子育て応援イベントです。その特長の一つに、介護老人

保健施設や特別養護老人ホーム、障害福祉サービス事業所などを運営する 4 つの社会

福祉法人や、鴨川市民児協、13 地区社協（旧小学校区）、ボランティア連協などの地域福

祉活動団体、市内 NPO 法人、行政などが実行委員として活動していることがあげられま

す。 

 

イベント半年前から実行委員会を設置し、地域住民同士が交流できるようにと諸団体

が意見を出し合い、様々な視点でプログラムを考えました。 

当日は、福祉施設の利用者交流のど自慢大会や落語、子どもとお年寄りがふれあう「昔

の遊びコーナー」やもちつき体験、子ども用品リユース（再利用）、オルカ鴨川 FC協力の

キックターゲットなどのプログラムを実施しました。1,600 名を超える幅広い世代が参加

され、「来年も楽しみにしています」という声を多くいただきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

鴨川市社協 

キャラクター 

「葉っぴー」です 
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0～2 歳までの赤ちゃん対象
「はいはい・よちよちレース」 
歓声と笑顔があふれていました 

鴨川市民児協の 
「もちつき体験」。 
おしるこも振る舞われて、 
子どもたちも大喜びでした 
 

コマや手製竹ぽっくり、メンコなど 
約 10 種類の昔の遊びが体験できる 
地区社協担当の 
「世代間交流コーナー」。 
子どもたちも興味津々。 

子育て用品リユースコーナーでは、事前
に市内で募集した子ども服や保育用品
約 2000 点を無料譲渡しました。 
毎年人気のプログラムに。 
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酒々井町健康福祉課 

 

計画の必要性 

①地域活動を行っている民間の福祉支援と公的な福祉施策を連携させて、町全体の福

祉に関する取り組みを一体化することで、漏れのない互助体制をつくることができま

す。 

②地域に精通した方々が、計画づくりに直接かかわることで地域特性（世代別人口、立地

環境など）に応じた実践的な取り組み内容となります。 

③共通の基本目標を「子どもから高齢者まで、誰もがいきいきと輝くまちづくり」として、

総合計画を上位計画とする分野別行政計画との整合性と連携を図ることができます。 

 

具体的な計画づくり 

 酒々井町は平成３０年３月に第２期地域福祉計画・活動計画を第１期計画に続いて、町と

社会福祉協議会の一体的な計画として策定しました。 

 住民公募、ボランティア、ＮＰＯ団体といった地域活動をされている方や福祉関係者に

策定委員として、計画づくりに参画していただきました。 

また、地域の現状、課題、ニーズなどを把握するため、具体的な地域課題の対応策な

どについて、１９名で構成する策定委員会を３つの部会（安心・安全、協働、交流）に分けて１

８回の討論会を行い、計画の中心となる「具体的な取り組み」をつくり上げていただきま

した。 

行政や社会福祉協議会が計画案を示すのではなく、町民参画による自発的な取り組

みを具体化した計画としています。 

 

推進の重要性 

 基本理念は、第１期計画を継承して「みんなで創ろう～

助け合い・支え合う福祉の町 酒々井」としています。策

定した計画の具体的な取り組みを推進、実行、そして評

価する推進委員会を発足して、計画の進行管理を行って

おります。策定した計画を実践することが本来の目的で

あることから推進委員会の活動が大変重要となります。 

 また、毎年「地域福祉フォーラム」を開催して、計画内

容の報告や地域の自発的な活動の発表などを行い、町

民への啓発や傾聴の場としています。 
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千葉県中核地域生活支援センター連絡協議会 

 

 中核地域生活支援センター（以下、中核センター）は、平成 16 年に定められた第 1 次千

葉県地域福祉支援計画（「福祉力(ちから)！」計画）の作成の過程で構想され、計画の中

に次のように位置付けられました。 

 

「～健康福祉センターの圏域毎（１４箇所）に、子ども、障害者、高齢者を含めた全ての地

域住民を対象として、２４時間・３６５日体制で(１)地域生活支援、(２)相談、(３)権利擁護の

機能を担う『中核地域生活支援センター』を整備することとします。」 

  

当時は、低成長経済と高齢化社会の入口で、持続できる社会保障制度の確保が求めら

れ始めた時代でした。成年後見制度が始まり、児童虐待防止法が施行、介護保険制度や

障害者支援費制度も始まって程ない時期でした。現在ある福祉制度がその歩みを始め

て間もない頃です。 

 

 そんな中で私たち、中核センターの実践が始まりました。 

いつでも、何でも、誰からでも相談を受ける取り組みは全国のどこにも先行例はありま

せんでした。 

「毎日１０回も電話を下さる統合失調症のお婆さんのお話を、どのように伺えば良いの

か。」 

「家庭で暴れてしまう発達障害の若者とどのように付き合うのか。」 

「今日の食べ物がない方への支援をどうするか。」 

…手探りの毎日でした。それでも何とか、お一人お一人からのご相談と付き合うことを

基盤にしながら、地域の課題を皆さんと共有することを進めてきました。 

 

そして、行政機関や関係施設、医療や教育の関係者等との協働と相互理解が進められ、

深まって行きました。法律家や民生委員、主任児童委員、刑事司法関係者等、当初は関係

の薄かった分野の方たちとの連携も出来てきています。 

  

地域共生社会の実現に向けた私たちの役割 

 

地域の実情に合わせた共生社会の仕組みの 

あり方を行政と一緒に考える 

 

地域社会で受け止めきれずにこぼれた課題に対応する 

 

「中核地域生活支援センター活動白書 2017」より 
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私たち中核センターの活動は、平成 28 年に全国知事会の優秀政策表彰を、平成 29 年

には地方自治法施行 70 周年記念総務大臣表彰をいただきました。ありがたいことです。 

 

今回示されている、地域共生社会実現に向けての方向性は 20 世紀末に行われた社会

福祉基礎構造改革以来、戦後 2 度目の社会保障制度の大きな転換期です。千葉県は第 3

次地域福祉支援計画の中で「『互いに安心して暮らせる地域社会』の構築を目指して」を

理念として定めています。中核センターはお一人お一人の相談と付き合うこと、それを

地域の皆さんと共有することの変わらない姿勢で、新しい時代の地域福祉に寄与してい

きたいと思っています。 

 

 

 

 

 

 

平成 28年 9 月全国知事会の 

優秀政策表彰状と中核センター職員 
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１ インターネットアンケート調査の結果 
平成３０年度第３回インターネットアンケート調査の結果について 

○ 地域社会づくりについて 

１．調査の目的 

県では、社会福祉法に基づき策定した「第三次千葉県地域福祉支援計画（平成２７年度～平成３２

年度）について、今年度、中間見直しを進めています。 

本計画の理念である「互いに支え合い安心して暮らせる地域社会」を構築するためには、地域のあ

らゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できることが重要です。 

生活の中の日常的な行動であっても、誰かの役に立つ、つまり「地域社会づくり」につながる活動

がたくさんあります。今回、地域社会づくりの活動状況や、今後の意向等について調査し、計画の施

策検討の参考とするため、皆様のご意見やご提案を伺いました。 

 

２．調査の実施状況等 

（１）調査対象  アンケート調査協力員 １，４２４人  

（２）調査時期  平成３０年１１月３０日～１２月１３日 

（３）調査方法  インターネットアンケート専用フォームへの入力による回答 

（４）回答状況  アンケート調査協力員１，４２４人のうち１６８人が回答（回答率 １１．８％） 

（５）調査項目 

問１．あなたは、自分の住む地域において、まちづくりや助け合いなどの活動（「地域社会づく

り」と言います）をしたことがありますか。 

問２．あなたの行った活動の中心となっている団体をお答えください。 

問３．今後（これから２，３年先まで）、活動の時間を増やしたいと思いますか。 

問４．問３の活動意向について、理由をお答えください。 

問５．問３の活動意向について、理由をお答えください。 

問６. 多くの人が地域社会づくりの活動に参加するにはどうしたらよいと思いますか。 

 

３．回答者の構成 

(１)年齢・性別（回答者数：１６８人） 

 

年齢については、『70 歳以上』が 35.7％と最も多く、次いで『50 歳～59歳』が 24.4％となりました。 

性別については、『男性』が 79.2％、『女性』が 20.8％となりました。 

18歳～19歳

0.0%

20歳～29歳

3.6%

30歳～39歳

3.0%

40歳～49歳

13.1%

50歳～59歳

24.4%

60歳～69歳

20.2%

70歳以上

35.7%

（ｎ＝168）

男性

79.2%

女性

20.8%

その他

0.0%
（ｎ＝168）
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４．調査結果 

問１．あなたは、自分の住む地域において、まちづくりや助け合いなどの活動（「地域社会づくり」と言

います）をしたことがありますか。過去５年間程度での活動について、あてはまるものをお答えく

ださい。（いくつでも）（回答者数：１６８人） 

 

過去５年間程度での活動についてたずねたところ、『ごみ拾い、除草、下水掃除などの清掃活動』が

53.6％と最も多く、次いで『団体の会合への出席（総会、役員会など）』が 42.9％でした。 

また、『その他』の答えの中には、「ラジオ体操などの健康増進活動」、「募金活動」、「高齢者施設の訪

問」や「外国人居住者への日本語指導」などの意見がありました。 

一方、『過去５年間では地域社会づくりの活動はしていない』は 20.2％でした。 

 

【問１で、過去５年間程度での活動があった方に聞きました。】 

問２．あなたの行った活動の中心となっている団体をお答えください。 

（いくつでも）（回答者数：１３４人） 

 

活動の中心となっている団体をたずねたところ、『自治会』が 67.9％と最も多く、次いで『市民活動

団体（ボランティア団体、ＮＰＯ団体など）』が 29.9％でした。 

また、『その他』の答えの中には、「マンション・団地の管理組合」などの意見がありました。 

53.6%

42.9%

40.5%

39.3%

31.0%

25.6%

22.6%

19.6%

13.7%

6.5%

4.8%

4.2%

6.5%

20.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ごみ拾い、除草、下水掃除などの清掃活動

団体の会合への出席（総会、役員会など）

ごみ集積場の清掃

団体の役員（町内会役員、PTA役員など）

お祭り・バザー等のイベントのスタッフ

資源ごみの回収（廃品回収、リサイクル活動など）

防犯パトロール、子どもの登下校の見守り

地域でのスポーツや文化活動のサークルのスタッフ

高齢者等への声かけ、見守り活動

居場所づくりのスタッフ（コミュニティサロン、こども食堂など）

高齢者等への通院・買い物等の付き添い

子どもの学習支援（読み聞かせ、授業補助など）

その他

過去５年間では地域社会づくりの活動はしていない

（ｎ＝168）

67.9%

29.9%

23.9%

20.9%

17.2%

13.4%

9.7%

3.0%

0.7%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

自治会

市民活動団体（ボランティア団体、NPO法人など）

地域のサークル

学校やPTA

市町村や県、国

特にない（個人的に、隣人等に対して活動した）

社会福祉協議会

商店街や地域のお店

わからない

その他

（ｎ＝134）
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問３．今後の地域社会づくりの活動意向についてお答えください。 

今後（これから２，３年先まで）、活動の時間を増やしたいと思いますか。 

（１つ選択）（回答者数：１６８人） 

 

今後の活動意向についてたずねたところ、『現状程度、活動したい』が 40.5％と最も多く、次いで『活

動を増やしたい』が 22.6％でした。 

 

【問３で、「活動を増やしたい」、「現状程度、活動したい」または「今は活動していないが、今後は活動

したい」と答えた方に聞きました。】 

問４．問３の活動意向について、理由をお答えください。（いくつでも）（回答者数：１３３人） 

 

問３の活動意向について理由をたずねたところ、『社会貢献したい』が 72.9％と最も多く、次いで『こ

の地域で生活するには必須だから』が 39.1％でした。 

また、『その他』の答えの中には、「健康管理のためにも社会参加するようにしている」などの意見が

ありました。 

活動を増やしたい

21.4%

現状程度、活動したい

40.5%

今は活動していないが、

今後は活動したい

17.3%

活動を減らすつもり

8.3%

今も活動はしていないし、今後、

活動するつもりもない

12.5%

（ｎ＝168）

72.9%

39.1%

31.6%

28.6%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

社会貢献したい

この地域で生活するには必須だから

時間の余裕がある（もしくは今後、時間の余裕ができる）

生き甲斐が欲しい

その他

（ｎ＝133）
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【問３で、「活動を減らすつもり」または「今も活動はしていないし、今後、活動するつもりもない」と

答えた方に聞きました。】 

問５．問３の活動意向について、理由をお答えください。（いくつでも）（回答者数：３５人） 

 
問３の活動意向について理由をたずねたところ、『体調・体力に不安がある』が 57.1％と最も多く、

次いで『忙しい・忙しくなる』が 34.3％でした。 

また、『その他』の答えの中には、「参加者が少なく特定の者に負担が集中しがちで、十分な活動がし

にくい」、「まだ動けるうちに自分の趣味にも時間を使いたい」や「人間関係が難しく、気軽に参加し

づらい」などの意見がありました。 

 

問６．多くの人が地域社会づくりの活動に参加するにはどうしたらよいと思いますか。 

（回答者数：７３人） 

（寄せられたご意見・ご提案には次のようなものがありました。） 

 

（１）活動機会の確保や連携の促進 

・簡単な社会奉仕やボランティアの機会をたくさん作ってほしい。子連れ参加や親子参加ができると、

子供の頃からそういう意識が芽生えていいと思う。 

・市民一人一人にはそれぞれ得意の分野や経験、経歴があるので、行政はそれを活かせる場（例：元

教員による学習指導や相談）の提供などの側面支援ができるのではないか。 

・地域の良い活動を横につなぎ、活動の活性化を図るのが行政の役割だと思う。 

 

（２）活動に関する情報提供 

・何かをしたいけどどのように探したら良いのか分からない人が多いので、選択肢を提示して募集する。

それぞれに合った活動を探せるように情報提供をこまめに行う。 

・好事例を多く紹介し、その地域に適した案を選択してもらって取組みを進める。 

・若い世代が親子で参加できる魅力ある活動を、ＳＮＳ等で発信できればよいかと思う。 

 

 

57.1%

34.3%

17.1%

17.1%

8.6%

20.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

体調・体力に不安がある

忙しい・忙しくなる

金銭的に余裕がない

どうすればそのような活動ができるのかわからない

興味がない

その他

（ｎ＝35）
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（３）活動の意義や必要性などの啓発 

・自分事であることを認識させること。人は一人では生きていけない、この当たり前の事実を考えさ

せ、自分も社会から支えられているのだという実感を持たせなければならない。 

・「社会貢献したい」とか「社会活動は必要だ」という思いが育つような社会教育の積み重ねが重要

で、学校教育から変えていく必要があると思う。 

・メリットが無いと思われているのでメリットをアピールする。 

 

（４）気軽に参加できるような仕組みや雰囲気づくり 

・年齢や健康状態に合わせてできる内容の活動があればよい。 

・短い期間や時間でも気軽に参加できるよう、メンバーを登録制にして各自が可能な範囲内で活動で

きるようにする。 

・義務ではなく、自由に参加できるような雰囲気づくりが必要だと思う。 

・多くの人が納得する活動内容で、参加にあたっての負担が少ない事が前提になると思う。更に、当

番制などを導入して「仕方なく」参加する者を増やすようにして、活動がある程度「社会的責務」

である、という認識を持ってもらうように誘導する必要もあるのではないか。 

・残業や休日勤務をなくし休暇を取得しやすくする。勤務日以外でも保育所に子どもを預けやすくす

る。 

 

（５）その他 

・災害時に初めて地域社会の重要性に気付くという話を聞いたことがある。災害時の対応を地域で考

えるという活動から入るのも一つの方法かと考える。 

・小さな活動でも永年継続されている方には表彰等で感謝の意を表せるようなことが必要だと思う。 
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２ 県や国における法制度等の動き 
年度 法制度等の施行状況 主な内容 

1977 
(S52) 

県  地域ぐるみ福祉活動推進

事業を実施 
住民に身近な小域福祉圏（小中学校区）に地域福祉推進

組織の設置を進め（後の地区社会福祉協議会）、ふれあ

い・いきいきサロンや見守り活動等の互助活動支援に取

り組んだ。 
1986 
(S61) 

県  千葉県地域福祉ぐるみ福

祉推進計画を策定 
（1991、1996、2001 と 3 度

改正） 

地域ネットワークづくりの「基本指針」を示し、地域福

祉の担い手である地域住民、団体、県、市町村の共通の

「行動指針」となった。 
（三層福祉圏の設定、ボランティア活動の推進、ネット

ワークづくり、各福祉圏域の推進体制整備等） 
県  地域ぐるみ福祉ネットワ

ーク事業を官民協働で実施 
県内全域に「小域福祉圏」「基本福祉圏」「広域福祉圏」

の「三層の福祉圏」を設定し、それぞれの圏域において

地域福祉推進の母体となる組織づくりを支援し、県民の

福祉活動への参加とネットワーク化を推進した。 
1991 
(H3) 

県  地域ぐるみ福祉総合推進

計画策定 
ネットワークの強化、在宅福祉サービスの充実、福祉の

まちづくり・社会参加の促進等 
1996 
(H8) 

県  ちば新時代地域ぐるみ福

祉推進総合計画策定 
要援護者に対する支援体制の確立、福祉サービスの充実

等 
2000 
(H12) 

国 介護保険法の施行 高齢者の介護を社会全体で支え合う仕組みである「介護

保険制度」が施行された。自立支援を理念とし、利用者

本位、社会保険方式を採用した制度であり、市町村が保

険者となったため福祉における市町村の役割の重要性を

一層高めた。 
国 社会福祉法の施行（社会福

祉事業法の改正） 
 

地域での生活を総合的に支援する地域福祉の推進が法的

に位置付けられたほか、市町村には「地方福祉計画」、都

道府県には「地方福祉支援計画」の策定が努力義務とさ

れた。 
2001 
(H13) 

県  新世紀地域ぐるみ福祉推

進計画策定 
地域コミュニティづくり、多様な福祉ニーズへの対応等 

2003 
(H15) 

国 障害者支援費制度の施行 ノーマライゼーションの理念を実現するため、これまでの

行政主体の「措置制度」を改め、障害者の自己決定に基づ

きサービスの利用ができる「支援費制度」が始まった。 
2004 
(H16) 

県  千葉県地域福祉支援計画

を策定 
①誰もが、②ありのままに・その人らしく、③地域でく

らすことのできるという「新たな地域福祉像」を提示し、

中核地域生活支援ネットワークや地域福祉フォーラム等

の具体的施策を盛り込んだ。 
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2006 
(H18) 
 
 
 

国 障害者自立支援法の施行 
 
 
 

障害種別（身体障害、知的障害、精神障害）にかかわら

ず一元的に福祉サービスを利用できる仕組みが構築され

たほか、市町村が主体性を発揮して、地域のニーズに応

じて総合的かつ計画的にサービスを提供する体制が整え

られた。 
国 改正介護保険法の施行 新予防給付や地域支援事業など予防重視型システムの確

立を目指すほか、小規模多機能居宅介護などの地域密着

型サービスが創設された。また、総合相談支援等の機能

を持つ地域包括ケアセンターの設置を進めることとされ

た。 
2007 
(H19) 

県  障害のある人もない人も

共に暮らしやすい千葉県づく

り条例を施行 

障害のある人に対する理解を広げて差別をなくす取り組

みを進めることにより、誰もが暮らしやすい地域社会を

つくることを目指し、平成 18 年 10 月に制定、平成 19
年 7 月に施行。 何が差別にあたるのかを医療、福祉等の

8 つの分野別に定義し、①個別事案を解決する仕組、②

差別の背景にある制度や習慣を変えていく仕組、③障害

のある人に優しい取組を応援する仕組、の３つの仕組み

から構成される。 
2008 
(H20) 

国  これからの地域福祉のあ

り方に関する研究会が報告書

を公表 

「地域における多様な生活ニーズへの的確な対応を図る

上で、自立した個人が主体的に関わり、支え合う、地域

における「新たな支え合い」の領域を拡大・強化するこ

とが求められる」等の提言があった。 
2010 
(H22) 

県  第二次千葉県地域福祉支

援計画を策定 
基本理念として「互いに支え合い、安心して暮せる地域

社会」を目指すことを掲げ、取組みの方向性（５つのポ

イント）に従い、各種施策に取り組むこととした。 
2012 
(H24) 

国  社会保障制度改革推進法

の施行 
 
 

持続可能な社会保障制度を確立するために、社会保障改

革の基本的な考え方、公的年金・医療保険・介護保険・

少子化対策の各分野における社会保障制度改革の基本方

針や、改革に必要な事項を審議する社会保障制度改革国

民会議の設置等が定められた。 
国 改正介護保険法の施行 高齢者が地域で自立した生活を営めるよう、医療、介護、

予防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく提供され

る「地域包括ケアシステム」の実現に向けた取組を進め

ることとなった。 
2013  
(H25) 
 
 

国  障害者総合支援法の施行

（障害者自立支援法の改正） 
 

地域社会における共生の実現に向けて、障害福祉サービ

スの充実等障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するため、新たな障害保健福祉施策を講ずるものとさ

れた。また、対象とする障害者の範囲に難病等が加えら



139 
 

2013 
(H25) 

れた。 

国  社会保障改革プログラム

法の成立 
社会保障制度改革国民会議の審議の結果等を踏まえ、社

会保障制度（少子化対策、医療・介護制度等の）改革の

全体像・進め方を明示した。 
2014 
(H26) 

国 改正生活保護法の施行 

 
 

必要な人には確実に保護を実施するという基本的な考え方

を維持しつつ、就労による自立の促進、不正受給対策の強

化、医療扶助の適正化等を行うための所要の措置を講ずる

こととされた。 

国  子どもの貧困対策の推進

に関する法律の施行 

 
 

子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右される

ことのないよう､貧困の状況にある子どもが健やかに育成

される環境を整備するとともに､教育の機会均等を図るた

め､子どもの貧困対策を総合的に推進するとされた。 

国  社会福祉法人の在り方等

に関する検討会が報告書を公

表 

社会福祉法人制度の見直しについて、地域における公益的

な活動の推進、法人組織の体制強化、法人の規模拡大・協

働化、法人運営の透明性の確保、法人の監督の見直し等に

係る提言があった。 

国  地域における医療及び介

護の総合的な確保を推進する

ための関係法律の整備等に関

する法律の施行（介護保険法

関係は翌年など、関係法令が

順次施行） 

効率的かつ質の高い医療提供体制を構築するとともに、地

域包括ケアシステムを構築することを通じ、地域における

医療および介護の総合的な確保を推進するため、医療法，

介護保険法等の関係法律について所要の整備等が行われ

た。消費税増収分を活用した新たな基金（地域医療介護総

合確保基金）が都道府県に設置された。 

2015 
(H27) 

国 改正介護保険法の施行 
 

地域包括ケアシステムを構築に向けた地域支援事業在の

充実（在宅医療・介護連携の推進、生活支援の充実等）

や全国一律の予防給付（訪問介護・通所介護）を市町村

が取り組む地域支援事業に移行して多様化するなど、介

護、医療、生活支援、介護予防の充実を図ることとされ

た。 
国  生活困窮者自立支援法の

施行 
生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るた

め、生活困窮者に対し、自立相談支援事業の実施、住居

確保給付金の支給その他の支援を行うため所要の措置を

講ずることとされた。 
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国 子ども・子育て関連３法の

施行（子ども・子育て支援新

制度） 

市町村が実施主体となり、幼児期の学校教育・保育や、

地域子育て支援拠点、放課後児童クラブなど地域の実情

に応じた子ども・子育て支援を総合的に推進することと

された。 
2016 
(H28) 

国 改正社会福祉法の施行 社会福祉法人による「地域における公益的な取組」の実

施が法人の責務として位置づけられた。 

国  成年後見制度の利用の促

進に関する法律の施行 
成年後見制度が、認知症や知的障害その他精神上の障害

があることにより財産の管理、その他日常生活に支障の

ある者を支える重要な手段であるにもかかわらず、十分

に利用されていないことに鑑み、基本方針等を定め、制

度の利用促進を推進することとした。 

国 「ニッポン一億総活躍プラ

ン」が閣議決定 
少子高齢化という構造的な課題に取り組み、女性も男性

も、お年寄りも若者も、一度失敗を経験した方も、障害

や難病のある方も、家庭で、職場で、地域で、あらゆる

場で、誰もが包摂され活躍できる社会「一億総活躍社会」

の実現を目指すもの。「子供・高齢者・障害者など全て

の人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合う

ことができる『地域共生社会』を実現する。このため、

支え手側と受け手側に分かれるのではなく、地域のあら

ゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活

躍できる地域コミュニティを育成し、福祉などの地域の

公的サービスと協働して助け合いながら暮らすことので

きる仕組みを構築する」としている。 

国  再犯の防止等の推進に関

する法律の施行 
再犯の防止等に関する施策に関し、基本理念を定め、国

及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、再犯

の防止等に関する施策の基本となる事項を定めることに

より、再犯の防止等に関する施策を総合的かつ計画的に

推進することとした。 

2017 
(H29) 

国  改正住宅確保要配慮者に

対する賃貸住宅の供給の促進

に関する法律の施行 

高齢者、子育て世帯、低所得者、障害者、被災者など住

宅の確保に特に配慮を要する者の入居を拒まない、耐震

性能、一定の居住面積などの基準に適合した住宅を県に

登録する制度の創設などにより住生活の安定化を推進す

ることとした。 
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2018 
(H30) 

国 改正社会福祉法の施行 地域共生社会の実現に向けた地域福祉の推進の理念を明

確化するとともに、市町村は地域生活課題の解決に資す

る支援が包括的に提供される体制を整備するよう努める

ものとし、市町村及び都道府県はそれぞれ市町村地域福

祉計画及び都道府県地域福祉支援計画を策定するよう努

めるとともに、計画の記載事項として福祉に関し共通し

て取り組むべき事項を追加した。 

2018 
(H30) 

国  生活困窮者等の自立を促

進するための生活困窮者自立

支援法等の施行（生活困窮者

自立支援法、生活保護法、社

会福祉法及び児童扶養手当法

を順次施行） 

生活困窮者等の一層の自立の促進を図るため、生活困窮

者に対する包括的な支援体制の強化、生活保護世帯の子

どもの大学等への進学支援、児童扶養手当の支払回数の

見直し、医療扶助における後発医薬品の原則化等の措置

が講じられた。 
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３．用 語 の 説 明 

【あ】 

○アウトリーチ 53,108,110,111 

医療・福祉関係者が直接出向いて心理的ケアとともに必要とされる支援に取り組むこ

とです。 

 

【い】 

○一般就労 109,111,113,120 

通常の雇用形態のことで、雇用契約を結んで企業へ就職することをいう。この場合、

労働基準法や最低賃金法が適用されます。「福祉的就労」に対する用語として使用され

ます。 

 

【お】 

〇オレンジ連携シート 87 

 認知症に携わる様々な専門職が、支援に必要な情報を共有しながら、必要に応じて助

言依頼・意見交換なども行うことができ、県内全域で利用可能なツールとして千葉県が

作成した様式です。 

 

【か】 

〇介護ロボット 78 

 センサー等により得られた情報を解析し、その結果に応じた動作を行い、日常生活支

援における、①移乗介護、②移動支援、③排泄支援、④見守り・コミュニケーション、

⑤入浴支援、⑥介護業務支援のいずれかの場面において使用され、介護従事者の負担軽

減効果のあるロボットです。 

 

〇介護支援専門員（ケアマネジャー） 38,87 

 要介護者等が自立した日常生活を営むのに必要な援助に関する専門的知識及び技術

を有するものとして介護支援専門員証の交付を受けたものをいい、要介護者等からの相

談に応じ、その心身の状況等に応じ適切なサービスを利用できるようケアプランの作成

や市町村、サービス事業者等との連絡調整等を行います。ケアマネジャー、略してケア

マネともいわれます。 

 

〇がん診療連携拠点病院 114 

 地域におけるがん医療の拠点として、専門的ながん医療を提供するとともに、地域の

医療機関との連携や医療従事者の研修、患者への情報提供、相談支援等の役割を担いま

す。 
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都道府県がん診療連携拠点病院と地域がん診療連携拠点病院があり、前者は県のがん

医療の中心的な医療機関として、高度ながん医療を提供するとともに、がん医療を担う

医療従事者に対して、研修や技術的支援を通して人材の育成を行います。 

 

〇緩和ケア 114 

 がんなど生命を脅かすような疾患において、その早期から、痛みといった身体的な問

題だけでなく不快感や不安感といった精神的な問題等が障害とならないように予防や

対処を行なうことです。 

 

【き】 

〇協議体（地域包括ケアシステム） 66,88 

 市町村が主体となり、各地域における生活支援コーディネーターと生活支援・介護予

防サービスの提供主体等が参画し、定期的な情報共有及び連携強化を行う場です。 

 

【く】 

○グループホーム 71,89,90,91,92,118 

 グループホームには、障害者のグループホームと高齢者のグループホーム（認知症高

齢者グループホーム）があります。 

 障害者のグループホームは、障害のある人が、専門のスタッフ等による日常生活の援

助を受けながら、地域の中で暮らすための少人数の共同生活住居のことです。 

 高齢者のグループホーム（認知症高齢者グループホーム）は、少人数による共同生活

を営むことに支障がない認知症高齢者が、食事の支度、掃除、洗濯等を介護従事者と共

同で行い、家庭的で落ち着いた雰囲気の中で生活を送るための共同居住形態のことです。 

 

【け】 

○ケアマネジャー 85 

→「介護支援専門員」参照 

 

〇言語聴覚士 84 

 国家資格であり、音声機能、言語機能又は聴覚に障害のある人に対し、その機能の維

持向上を図るため、言語訓練その他の訓練、これに必要な検査及び助言、指導その他の

援助を行う者をいいます。 

 

○県政に関する世論調査 43,44,81, 

 県民の皆さんの生活意識や県政への関心などを把握し、県政運営の基礎資料とするた

めに千葉県が行う調査です。 
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【こ】 

○広域型特別養護老人ホーム 91 

老人福祉法上の特別養護老人ホームであって、入所定員が 30 人以上の介護保険法上

の介護老人福祉施設です。施設の所在する市町村以外の住民の入所が可能です。 

 

○高次脳機能障害 92,93 

病気や事故などの原因で脳が損傷されたことにより、言語・思考・記憶行為・学習・

注意などに障害が起きた状態をいいます。 

 

○合計特殊出生率 15 

 １５歳から４９歳までの女性の年齢別出生率を合計した値で、１人の女性が一生の間

に生む子どもの平均数を表します。 

 

○工賃 109,113,114 

就労支援事業者を利用して生産活動を行った場合に障害のある人が受け取れる金銭

であり、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額

に相当します。 

 

○高齢化率 7,8,9,10,12,13,46 

 総人口に対する６５歳以上の割合のことです。 

 

〇子育て世代包括支援センター 94,95 

保健師や助産師がコーディネーターとなり、妊娠の始めから子育て期にわたるすべて

の妊産婦の状況を継続的に把握し、必要な支援を切れ目なく提供する支援窓口です。 

 

○コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ） 77,78,79,119 

一人ひとりを支える活動である個別支援（ソーシャルワーク）と、地域全体で取り組

む活動である地域支援（コミュニティワーク）を総合的にコーディネートして、要援助

者の地域における自立した生活を支援する専門職。個別支援と地域支援の両方を相互補

完的に用いつつ、既存の地域資源を活用し、必要に応じて新たなネットワークやサービ

スを構築することで、地域住民を主体とする誰もが暮らしやすい地域社会づくりを担う

人です。 

 

○孤立死 49,61,70, 

 一般的には「みとる人が誰もいない状態での死」を示しますが、現在、明確な定義等

は示されていません。厚生労働省が平成 20 年 3月 28 日に発表した「高齢者等が一人で

も安心して暮らせるコミュニティづくり推進会議（「孤立死」ゼロを目指して）－報告

書－」においては、「人の尊厳を傷つけるような悲惨な「孤立死」（つまり、社会から

「孤立」した結果、死後、長期間放置されるような「孤立死」）」と記載しています。 
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【さ】 

〇作業療法士 84 

 国家資格であり、医師の指示の下に、身体又は精神に障害のある人に対し、その応用

的動作能力又は社会適用能力回復のため、手芸、工作その他の作業を指導する者をいい

ます。 

 

〇里親 68,99 

様々な事情で家庭で暮らすことができない子どもたちを、自分の家庭に迎え入れ、一

時的にあるいは継続的に家庭的な雰囲気の中で、温かい愛情と正しい理解を持って養育

してくださる方です。 

 

【し】 

○自主防犯団体 73 

地域の犯罪抑止のために自治会などが結成する組織のことです。 

 

○市町村地域福祉計画 4,41,42,64,65 

 社会福祉法第 107 条に規定された市町村が策定する計画であり、①地域における高齢

者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組むべき事項、

②地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項、③地域における社会福

祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項、④地域福祉に関する活動への住民の参

加の促進に関する事項、⑤地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制

の整備に関する事項を一体的に定める計画です。 

 

○市民活動団体 44,49,62,66,68,69,81 

県民が自発的に地域や社会の問題を解決するために活動している団体で、NPO とも呼

ばれ、NPO 法人・ボランティア団体など任意団体等の総称のことをいいます。 

 

○若年性認知症支援コーディネーター 88,115 

 若年性認知症の人やその家族等からの相談及び若年性認知症の人やその家族等の支

援に携わる者のネットワークを調整する役割を担う者です。 

 

○循環型地域医療連携システム 87 

 患者を中心として、急性期から回復期までの治療を担う地域の医療機関の役割分担と

連 携、更には健康づくり・介護サービスと連動する体制です。 
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○障害児通所支援 113 

障害のある子どもに対し、日常生活の基本的な動作の指導や集団生活への適応訓練な

どを行うサービスです。 

 

〇障害者条例 99 

 障害のある人に対する誤解や偏見等による不利益な取扱いをなくすとともに、障害の

ある人の生活や社会参加を妨げている社会参加や制度等の障壁(バリア)を解消するこ

とを目的に制定された「障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」

のことです。 

 

【せ】 

〇生活支援コーディネーター（地域包括ケアシステム） 88 

 生活支援サービスの充実及び高齢者の社会参加に向けて、①地域資源や高齢者のニー

ズの把握、②生活支援サービスの担い手の養成や発掘、③地域に不足するサービスの創

出や活動する場の確保などを行うことで、地域の支え合いの体制を構築する人です。 

 

〇成年後見制度 5,103,105, 

認知症、知的障害、精神障害などにより判断能力が不十分な人の法律行為（財産管理

や契約の締結など）を、家庭裁判所が選任した成年後見人等が本人を代理して行う民法

の制度です。制度の利用には、家庭裁判所に本人、配偶者、四親等内の親族が申立てを

行うほか、身寄りのない人の場合は、市町村長に申立て権が付与されています。 

 

【ち】 

○地域医療介護総合確保基金 3,77,78,86,91 

 「地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年法律第

64 号）第 6 条に基づき都道府県に設置される基金です。対象事業として、１地域医療

構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業、２居宅等における医

療の提供に関する事業、３介護施設等の整備に関する事業、４医療従事者の確保に関す

る事業、５介護従事者の確保に関する事業に活用されます。 

 

○地域自立支援協議会 58,107 

相談支援事業の中立・公平性の確保及び相談支援事業をはじめとするシステムづくり

に関し中核的役割を果たす協議の場として市町村に設置されるもので、具体的には困難

事例への対応の在り方に関する協議・調整、地域の関係機関によるネットワーク構築等

に向けた協議などを行います。 
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○地域子育て支援拠点施設 93,94 

子育て家庭と地域をつなぐ拠点的な場として市町村により設置された、全ての子育て

家庭の親と子どもが気兼ねなく集い、相談や交流ができる施設です。 

 

〇地域統括相談支援センター（がん相談） 114 

 がんに関する多様で幅広い相談に対応するとともに、ホームページや小冊子等による

がんに関する療養情報の提供、がん患者等の支援を行うがん経験者であるピアサポータ

ーの養成、ピアサポーターズサロンちばの運営等を行います。 

 

○地域福祉フォーラム 57,58,65,66,67,68 

民生委員児童委員、自治会・町内会、社会福祉協議会、ＮＰＯ・ボランティア団体等

の地域福祉の担い手や就労・教育・防災・防犯など福祉以外の各分野の人々が協働し、

地域における福祉等のあり方を考えていく組織（議論の場）です。 

 

〇地域包括ケアシステム 3,4,50,54,66,84,85,86 

 高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、住まい・医

療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される仕組みです。 

 

〇地域包括支援センター 58,66,69,72,78,84,96,97,98,107 

 高齢者に関する総合相談、介護予防ケアマネジメント、権利擁護等を行う市町村が設

置する機関です。他の行政機関、医療機関等との制度横断的な連携により、高齢者等の

住み慣れた地域での暮らしを支援しています。 

 

○地域密着型サービス 86,91 

高齢者が要介護状態になっても、できる限り住み慣れた地域で生活を継続できるよう、

身近な市町村で提供されるサービスです。原則として事業所指定をした市町村の住民だ

けがサービスを利用できます。 

 

○ちば SSK プロジェクト 72 

 「しない」の S、「させない」の S、「孤立化！」の K、それぞれの頭文字を取って

記号化したもので、自分自身が「孤立化しない」、自分の周りの誰かを「孤立化させな

い」というメッセージが込められています。県では、県民一人ひとりが孤立化防止に向

けた具体的な行動を起こすきっかけづくりのため、県民シンポジウムや企業との協定締

結、事業所の協力店登録などを実施しています。 

 

〇ちば救急医療ネット 116 

 病院・診療所を受診する際に役立つ千葉県内の在宅当番医や休日夜間急病診療所など

の医療機関情報をホームページで県民に提供するシステムです。 
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○ちば保育士・保育所支援センター 93 

 待機児童解消に向けた保育所の開設や多様化する保育の担い手となる保育人材の確

保のため、保育士に対する就職相談及び求職者ニーズに合った就職先のあっせん等の就

職支援並びに、県内保育所等に対する助言・相談等を行っています。 

 

○千葉県障害者就労事業振興センター 114 

 いわゆる福祉作業所・授産施設の授産事業の活性化を進めて障害のある人の工賃アッ

プを目指すことで、障害のある人の自立を支援することを目的として設立されました。

福祉作業所や授産施設の事業振興と、障害のある人の自立に向けた様々な支援を行って

います。 

 

○千葉県生涯大学校 79,80 

55 歳以上の人たちに対し、新しい知識の習得、仲間づくり、生きがいの高揚及び地

域活動の担い手となることの促進などを目的に、県内 5地域に設置しています。 

 

【て】 

〇電話 de 詐欺 71,73 

「電話その他の通信手段を用いることにより、対面することなく、面識のない不特定

の者をだまし、架空または他人名義の口座に現金を振り込ませたり、現金を準備させて

受け取りに来たりする手口の詐欺」を言い、「オレオレ詐欺」、「架空請求詐欺」、「融資

保証金詐欺」、「還付金等詐欺」はその代表的なものです。 

 
【と】 

○都市ボランティア 83 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック協議大会において、競技会場周辺の駅や空

港などで、交通案内や観光案内等の「おもてなし」を行うボランティアのことです。 
 

【な】 

〇内部障害 28 

 身体障害のうち、心臓、腎臓、呼吸器、ぼうこう、直腸、小腸、免疫及び肝臓の機能

障害のことです。 

 

【に】 

○日常生活自立支援事業 103,105,120 

認知症、知的障害、精神障害等があるために判断能力が不十分な人に対して、自立し

た地域生活が送れるよう生活支援員を派遣し、福祉サービスの利用援助、日常的な金銭

管理などを行う事業で、社会福祉協議会が主体となって実施しています。 
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○認知症疾患医療センター 87 

 保健・医療・介護機関等との連携を図りながら、認知症疾患に関する鑑別診断、行動・

心理症状（ＢＰＳＤ）と身体合併症に対する急性期治療、専門医療相談等を実施すると

ともに、地域保健医療・介護関係者への研修等を実施することにより、地域における認

知症疾患の保健医療水準の向上を図る医療機関です。 

 

【は】 

○発達障害 92,114 

自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障

害その他これに類する脳機能の障害であって、その症状が通常低年齢において発現する

障害をいいます。 

 

○犯罪被害者等 110,115 

犯罪被害者及びその家族（遺族を含む。）をいいます。 

 

【ひ】 

○ピアサポーター 90,92 

障害のある人自身が自らの体験に基づいて、他の障害のある人の相談相手となったり、

同じ仲間として社会参加や地域での交流、問題の解決などを支援する活動（ピアサポー

ト）をする人をピアサポーターといいます。 

 

【ふ】 

〇ファミリーホーム 99 

様々な事情で家庭で暮らすことができない子どもたちを、里親と同様に自分の家庭に

迎え入れ、事業として５～６人の子どもを預かり、子ども同士の相互交流を通じて基本

的な生活習慣を身につけさせ、豊かな人間性及び社会性を養うことを目的とした里親型

のホームです。 

 

○福祉的就労 109,113 

一般就労（企業等での雇用契約に基づく就労）が困難な障害のある人のために、雇用

契約に基づかず、福祉的な観点に配慮された環境で就労することをいいます。 

 

○福祉避難所 40,71 

既存の建物を活用し、介護の必要な高齢者や障害のある人など一般の避難所では生活

に支障を来す人に対して、ケアが行われるほか、要配慮者に配慮したポータブルトイレ、

手すりや仮設スロープなどバリアフリー化が図られた避難所のことです。 
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〇フリーター 21 

 15 歳～34 歳の若年（ただし、学生と主婦を除く）のうち、パート・アルバイト（派

遣等を含む）及び働く意志のある無職の人のことをいいます。 

 

【ほ】 

○放課後児童クラブ 94 

就労などにより、保護者が昼間家庭にいない小学生の児童に対し、授業の終了後に児

童館や小学校の余裕教室などを利用して適切な遊びや生活の場を与え、その健全な育成

を図るものです。 

 

〇訪問看護ステーション 85,86,119 

 病気や障害を持った人が住み慣れた地域や家庭で療養生活を送れるように、看護師等

が生活の場に訪問し、療養上の世話又は必要な診療の補助を提供するサービス機関です。 

 

【よ】 

○要保護児童対策地域協議会 97,99,106, 

虐待を受けている子どもをはじめとする要保護児童等を早期に発見し、適切な支援を

行うために、関係機関が情報を共有し、支援内容を協議するために各市町村に設置され

るものです。 

 

【り】 

〇理学療法士 84 

 国家資格であり、医師の指示の下に、身体に障害のある人に対し、その基本的動作能

力の回復を図るため、治療体操その他の運動を指導し、電気刺激、マッサージ、温熱そ

の他の物理的な施術を行う者をいいます。 

 

○療育 28,113 

「療」は医療を、「育」は養育・保育・教育を意味し、障害のある児童及びその家族、

障害に関し心配のある方等を対象として、障害の早期発見・早期治療又は訓練等による

障害の軽減や基礎的な生活能力の向上を図るため、相談、指導、診断、検査、訓練等の

支援を行なうことです。 
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４．第三次千葉県地域福祉支援計画策定・推進協議会委員名簿 

 氏  名 所 属 等 備 考 

１ 榎本 豊 千葉県民生委員児童委員協議会  

２ 金江 清 千葉県医師会  

３ 川上 浩嗣 千葉県社会福祉協議会  

４ 小林 雅彦 国際医療福祉大学医療福祉学部 委員長 

５ 酒井 定男 
千葉県高齢者福祉施設協会 

（特別養護老人ホーム 一宮苑） 
 

６ 佐藤 高信 酒々井町健康福祉課  

７ 澤田 いつ子 千葉県看護協会  

８ 鈴木 幸雄 鴨川市福祉課  

９ 髙橋 史成 柏市社会福祉協議会  

10 正木 俊彦 市川市福祉部福祉政策課  

11 宮代 隆治 
千葉県グループホーム等連絡協議会 

（社会福祉法人さざんか会） 
 

12 目黒 義昭 社会福祉士  

13 湯川 智美 社会福祉法人 六親会 副委員長 

14 渡辺 恵之助 千葉県保育協議会 
（東浪見こども園） 

 

15 渡部 茂樹 千葉県経営者協会  

※五十音順 
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５．第三次千葉県地域福祉支援計画中間見直しの経緯 

 

日  時 議  題  等 

平成 30 年 

3 月 29 日 

平成 29 年度第 1回協議会 

○委員長及び副委員長の選任について 

○計画の進捗状況について 

○計画の中間見直しについて 

・見直しの基本的考え方、スケジュール等を提示 

7 月～11 月 

○関係団体等へのヒアリング（計 10 回） 

  社会福祉協議会、市町村、ボランティア団体、有識者 等 

○中核地域生活支援センターへのヒアリング、意見交換（随時） 

9 月 7 日 
千葉県社会福祉審議会 

○計画の中間見直しについて（状況報告） 

11 月 12 日 

平成 30 年度第 1回協議会 

○計画の中間見直しについて 

 ・中間見直しスケジュールについて説明 

・第１章から第４章までの中間見直し素案及び第５章の骨子案を提示 

11 月 14 日 

～1 月中旬 

○計画に掲載するコラムの執筆を、市町村、計画策定・推進委員、優良な活

動をしている団体へ依頼 

11月 30日～

12 月 13 日 

○インターネットアンケート調査 

・地域社会づくりについて 

12 月中旬～ 

  1 月下旬 

○住民、団体が主催する会議等での意見交換の実施 

・山武市、袖ケ浦市、八街市、習志野市、茂原市  

平成 31 年 

１月 18 日 

平成 30 年度第 2回協議会 

○計画の中間見直しについて 

 ・前回の議論を踏まえ、中間見直し試案を提示 

2 月 8 日 

 ～2月 28日 

○パブリックコメント 

○市町村、千葉県社会福祉審議会委員、千葉県社会福祉協議会への意見照会 

3 月 18 日 

平成 30 年度第 3回協議会 

○計画の中間見直しについて 

 ・パブリックコメント等の結果等を踏まえ、中間見直し案を提示 

○計画の進捗状況について 

3 月 20 日 

○地域福祉の推進に向けた勉強会 

 ・市町村への情報提供、意見交換 

  ※中核地域生活支援センターも参加 

3 月下旬 ○計画の中間見直し 
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